
わたしたちＪＡの組合員・役職員は、協同組合運動の基本的な定義・価

値・原則（自主、自立、参加、民主的運営、公正、連帯等）に基づき行動

します。そして地球的視野に立って環境変化を見通し、組織・事業・経営

の革新をはかります。さらに、地域・全国・世界の協同組合の仲間と連携

し、より民主的で公正な社会の実現に努めます。

このため、わたしたちは次のことを通じ、農業と地域社会に根ざした組

織としての社会的役割を誠実に果たします。

▲

Ｊ Ａ 綱 領 ▲

わたしたちは

１．地域の農業を振興し、わが国の食と緑と水を守ろう。

１．環境・文化・福祉への貢献を通じて、安心して暮らせる豊かな地域社会を築こう。

１．ＪＡへの積極的な参加と連帯によって、協同の成果を実現しよう。

１．自主・自立と民主的運営の基本に立ち、ＪＡを健全に経営し信頼を高めよう。

１．協同の理念を学び実践を通じて、共に生きがいを追求しよう。



日頃、皆さまには格別のご愛顧をいただき厚く御礼申し上げます。

ＪＡ福島さくらは、情報開示を通じて経営の透明性を高めるとともに、当ＪＡに対

するご理解を一層深めていただくために、当ＪＡの主な事業の内容や組織概要、経営

の内容などについて、利用者のためにわかりやすくまとめた「ディスクロージャー誌

２０１９」を作成いたしました。

皆さまが当ＪＡの事業をさらにご利用いただくための一助として、是非ご一読いた

だきますようお願い申し上げます。

今後とも一層のご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

令和元年６月 福島さくら農業協同組合

▲

は じ め に ▲

☆設 立 平成２８年３月 ☆組 合 員 数 ７３，８６４人

☆本店所在地 郡山市朝日二丁目１４番７号 ☆役 員 数 ６７人

☆出 資 金 ８，８１６百万円 ☆職 員 数 １，４８６人

☆総 資 産 ７０５，８３３百万円 ☆支 店 数 ６１支店（ＳＣ）

☆単体自己資本比率 １３．３７％ （平成３１年２月２８日現在）

▲

ＪＡ福島さくらのプロフィール ▲

● 本冊子は、農業協同組合法第５４条の３に基づいて作成したディスクロージャー誌です。

● 本誌に記載してある計数は、原則として単位未満を切り捨てて表示しています。

なお、平成２７年度以前の実績数値は旧いわき市農業協同組合のものを記載しており、前年対

比の増減には合併による増減額が含まれています。
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ご あ い さ つ

平素より、ＪＡ福島さくらをお引き立ていただき、誠にありがとうございます。

このレポートは、農業協同組合法第５４条の３に基づき、私たちＪＡ福島さくらの事業内容を皆

さまにご理解いただくため、ディスクロージャーの一環として作成いたしました。

平成２８年３月にＪＡ福島さくらが誕生し早３年が経過しました。この間、「農業の振興と地域

社会への貢献」～「緑の輝き」「地域の輝き」～という経営理念を軸に、「湖から洋へ、地域の特

性を活かした協同の力の発揮」をテーマに定めた４つの基本方針「復興に向けた取組み」「地域

農業振興方針」「暮らしの活動方針」および「事業運営方針」に基づき、組合員、利用者、地域

の皆様に心から満足していただける「なくてはならない、かけがえのない身近なＪＡ」を目指し

て、役職員一丸となり組織・事業運営に邁進してまいりました。

東日本大震災・原発事故から８年が経過し、本県農業は復興に向けて着実に前進しているもの

の、県産農畜産物の風評は未だ払拭されていない状況が続いています。一方では、昨年１年間の

日本の農林水産物などの輸出額は、前の年より１２．４％増加し９，０６８億円となり、６年連続で過去

最高を記録しました。当ＪＡにおいても、いわき産梨の「幸水」「豊水」「新高」と郡山産梨「二

十世紀」が前年より多くベトナムへ輸出されるなど、明るい兆しも見え始めています。

国際貿易交渉においては、新協定ＴＰＰ１１が昨年１２月３０日、日ＥＵ・ＥＰＡが今年２月１日に

発効され、日本農業は過去最大の市場開放を迎え入れることとなりました。さらに米国との「Ｔ

ＡＧ交渉」の開始合意は、米国側から、「農業分野でＴＰＰの発効により対日輸出条件が悪化し

早期合意を迫る声」があるなど、今後の交渉の展開によっては農畜産物輸入圧力の強化が懸念さ

れております。

水田農業対策では、生産調整見直し初年度となった平成３０年産においては、関係者が一体と

なって需要に応じた米生産をすすめた結果、需給が安定し産米価格が上がりました。しかし、人

口減少や米消費量の減少等による一層の需要減少が想定されるなか、今まで以上に関係者が一体

となって需要に応じた米生産に取り組む必要があります。

農協改革については、規制改革実施計画にもとづく国によるフォローアップがなされる中で、

担い手との対話活動を強化しながら、合併事業計画にもとづく生産資材価格低減や農家支援事業

の取り組みを中心としたＪＡ自己改革を進めてきました。

ふたば地区においては、ふたば地区本部と富岡支店を併設した新事務所を建設し、５月２１日に

完成披露の竣工式を行い営業開始しています。また、同敷地内に野菜集出荷施設の建設を現在進

めており、今年１２月完成を予定しています。被災された組合員が早期の帰還と営農再開を果たし、

地域農業の生産基盤の再生を図るため、行政ならびに関係機関と連携し、被災地域の復興加速を

最優先課題として取り組んでまいります。

経営理念である「農業の振興と地域社会への貢献」を最優先にすすめ、地域社会に根ざした組

織としての役割を誠実に果たすため、令和元年の事業計画を着実に実践してまいります。

今後とも、皆様の変わらぬご支援ご協力の程、心よりお願い申し上げます。

令和元年６月

福島さくら農業協同組合

代表理事組合長 管 野 啓 二
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ディスクロージャー誌 ２０１９

経営理念・経営方針１

⑴ 経営理念

農業の振興と地域社会への貢献

～「緑の輝き」「地域の輝き」～

【解 説】

『緑の輝き』は、「地域の元気でたくましい農業」、「美しくかけがえのない自然」、「農

家組合員の活力ある営農の姿」を表し、『地域の輝き』は、「地域社会の発展」、「健康で

心豊かなくらし」、「次代の子供たちの姿」表します。

すなわち、２つの輝きは「農業の振興」と「地域振興」であることを意味します。

⑵ 経営方針

より身近に、より信頼されるＪＡづくりの実践

わたしたちは、地域の農業を振興し、

ふるさとのかけがえのない自然を守り、

健康で心豊かなくらしづくりを応援します。

そして、愛され信頼されるＪＡをめざして、

誠実に、着実に歩みます。

【解 説】

『身近に』は、ＪＡが「地域にかけがえのない」、「愛され必要とされる」、「地域社会に

根ざした」組織をめざすこと、『信頼』は、ＪＡが「公正」、「健全な経営」「組合員の負

託に応える」「誠実」な組織であることを表します。

■■基本方針■■

ＪＡ福島さくらは、「農業の振興と地域社会への貢献」という経営理念の下、第２期中期

経営計画の４つの基本方針「被災地域復興方針」「地域農業振興方針」「組織基盤強化方針」

および「経営基盤強化方針」にもとづき令和元年度の事業展開を行います。

被災地域復興方針においては、大震災・原発事故により長期間営農再開が困難な情勢が続

いていましたが、徐々に避難指示が解除されてきたことから営農再開の取り組みが開始され

ています。このことから、引き続き被災地域の営農再開の支援、風評被害対策の取り組み、

避難されている組合員への総合支援、原発事故に伴う損害の万全な補償対策をすすめてまい

ります。

地域農業振興方針においては、「地域農業振興計画」を策定し「担い手の確保・育成」「農

業所得拡大」および「農業生産拡大」の実現に向けて、対話運動を基軸とした営農指導活動

並びに担い手支援活動を通して、持続可能な農業の拡大を目指します。

組織基盤強化方針では、地域農業を振興する多くの組合員が集い参加するＪＡ運動を展開
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経営管理体制２

◇経営執行体制

当ＪＡは農業者により組織された協同組合であり、正組合員の代表者で構成される「総代

会」の決定事項を踏まえ、総代会において選出された理事により構成される「理事会」が業

務執行を行っています。また、総代会で選任された監事が理事会の決定や理事の業務執行全

般の監査を行っています。

組合の業務執行を行う理事には、組合員の各層の意思反映を行うため、青年連盟や女性部

などから理事の登用を行っています。また、信用事業については専任担当の理事を置くとと

もに、農業協同組合法第３０条に規定する常勤監事及び員外監事を設置し、ガバナンスの強化

を図っています。

するために、組合員によるメンバーシップの強化（アクティブメンバーシップ）に向けて、

個別訪問や組織活動を通じて組合員の多様化するニーズに対応した施策を実施することで、

組合員の満足を得られる取り組みをすすめます。

経営基盤強化方針では、環境の変化に対応した経営改革により、地域特性を活かした事業

運営を目指し、より戦略性の高い組織を構築し、ガバナンスが効率的に機能する組織の再編

に取り組みます。また、規模拡大した事業運営では様々なリスクが増大しており、コンプラ

イアンス（法令等遵守）態勢を確立し、リスク管理態勢を強化していきます。

ＪＡ事業は総合事業による組合員の農業経営とくらし全般に貢献することで最大のメリッ

トを発揮しており、今後も引き続き、総合事業に取り組むとともに、上記の４つの基本方針

を実践し、将来にわたり組合員、利用者、地域住民のみなさまから愛され心から満足して頂

ける「魅力あるＪＡ」をめざし事業展開を行います。

事業の概況（平成３０年度）３

⑴ ＪＡをめぐる情勢

ＪＡにおいては、農業就業人口の減少や農業従事者の高齢化、後継者不足による耕作放棄地

の増加に加え、准組合員数が正組合員数を上回るなど、組織基盤が大きく変化してきています。

こうしたなか、農協改革集中推進期間の期限である令和元年５月末が、政府・規制改革推進会

議における「農協改革」の議論の大きな節目となることから、当ＪＡの「自己改革」が組合

員・利用者の皆様から評価していただけるよう、「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」「地

域の活性化」を実現するため、ＪＡの自己改革のこれまでの成果を「みえる化」し、３０年度か

ら実施しておりますＪＡ自己改革に関する対話運動を今年度以降も実施してまいります。

⑵ 平成３０年度事業の内容と成果

平成３０年度は、「合併事業計画」３か年の最終年度として、「湖から洋へ、地域の特性を活か
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した協同の力の発揮」をテーマに、復興に向けた取り組み、次代につなぐ農業づくり、くらし

の活動を通じた「安全・安心」の確保、より身近により信頼されるＪＡづくりの実践に役職員

一丸となって取り組んでまいりました。これらの実現に向けて、持続可能な経営基盤の確立・

強化を重要事項として取り組む必要があることから、組合員に選ばれるＪＡであり続けるため

には、組合員の負託に応え得る財務・収支状況が求められることとし、小規模支店の傘下支店

化を始め、支店・事業所等の機能と体制を見直していくこととしました。

① 復興に向けた取組み

各町村の避難指示解除、地区内の営農再開が進んだことにより、地区本部機能をふたば地

区内に集約し、関係機関と連携して地域に密着した活動が求められていることから、平成３０

年３月避難指示解除に伴い、富岡町に富岡農業資材センターを開所しました。また、同年１２

月には富岡農業資材センターの敷地内にふたば地区本部と富岡支店の新築工事を開始し、令

和元年５月２１日に竣工し新事務所での事業活動を５月２７日より開始しております。葛尾村に

おいては、水稲の復興拠点となる最新鋭の機能を備えた自動ラック式米低温倉庫を葛尾村が

整備・取得し、ＪＡが運営を担い昨年秋から運用を始めました。また、ふたば地区では、振

興作物として玉ねぎや花卉の生産拡大に取り組んでおり、平成３０年度は、農林中央金庫の支

援事業により玉ねぎの栽培関連資機材を導入して作付面積を拡大しました。被災された組合

員が早期の帰還と営農再開を果たし、地域農業の生産基盤の再生を図るため、行政ならびに

関係機関と連携し、被災地域の復興加速を最優先課題として取り組んでまいりました。

② 地域農業振興の取組み

ＪＡの使命である「農業者の所得増大」、「農業生産の拡大」、「地域の活性化」の実践に向

け、消費者の信頼に応えるため、安全で安心な農産物を安定的に供給できる体制を強化し、

農業所得の確保を図るべく取り組んでまいりました。また、担い手支援対策により担当者

（専任２名、兼任担当者３９名）を配置し、担い手農家３９９軒を定期的に訪問し、支援活動に

取り組みました。

③ くらし活動の取組み

組合員・地域住民が暮らしの中で様々な思いやニーズを実現していくために、食農教育活

動・高齢者福祉活動を積極的に実施し、「食と農」を基軸として組合員・地域住民の世代間

交流をくらしの活動の一翼を担う女性部活動と総体的に活動を行い、組合員の「くらし」と

日本の「食」を守るＪＡが地域の中で将来に向けて力強い組織として維持・発展していくた

めに長期的な視点でＪＡファンづくりのため様々な活動をしてまいりました。

食農教育活動では全体の企画として「アグリカレッジｉｎたむら」（参加者２６３名）を開

催し地元で採れた野菜がどのように調理され食卓に並ぶかを親子で学びました。また、ＪＡ

准組合員が「食農教育」をきっかけにＪＡ事業を理解し積極的に参加して頂くことを目的に

『親子大学』を開催いたしました。各地区の取り組みでは「開成学園田植え支援」「親子で

学ぼう農業体験」「親子農業体験ツアー」等を実施し食料と農業、自然環境への理解を深め

ました。
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④ 事業運営の取組み

組織基盤の拡充に向けた態勢づくりとして、地区本部運営委員会４組織、支店運営委員会

５６組織、営農経済センター運営委員会８組織の運営委員会を基盤とし、組合員の意思反映機

能を活性化させ、併せて、支店・営農経済施設等の事業拠点の機能を強化し、地域の特性を

活かした事業運営をすすめました。

⑤ 事業の取組み

平成３０年度の主要事業実績は、以下のとおりとなりました。

販売事業の取扱高は１５４億円で、米穀６４億１千万円、園芸５２億３千万円、畜産３７億６千万

円の実績となりました。特に米の集荷数量においては夏の渇水の影響により５８万俵にとどま

りました。

購買事業の取扱高は９６億４千万円で、生産購買４８億４千万円、生活購買１７億２千万円、拠

点型購買３０億７千万円の実績となりました。

旅行事業取扱高は６億円、福祉事業取扱収益は１１億１千万円の実績となりました。

信用事業においては貯金６，５１８億９千万円、貸出金が１，２２８億２千万円の実績となりました。

共済事業においては長期共済新契約高２，０９０億１千万円、年金共済新契約高１３億６千万円、

こども共済新契約高２８億７千万円の実績となりました。

主要事業においては販売事業の園芸・畜産、購買事業の生産・生活・拠点型購買、旅行福

祉事業、信用事業の貯金・貸出金、共済事業の長期共済・年金共済・こども共済については、

事業計画を達成することができましたが、米穀事業の米集荷数量については達成することが

できませんでした。

⑥ 当該事業年度における重要事項

・組織

地域農業の畜産振興を目的とし、㈱ＪＡ和牛ファーム福島さくらを子会社としました。

農業振興活動４

⑴ 復興対策に関する取組方針

東日本大震災・原発事故からの復興は、震災前の緑豊かな大地と生業を取り戻すこと、更に

以前にも増した魅力ある力強い農業再生、地域の再生を図ることにあります。避難指示が解除

された町村から徐々に水稲を中心に営農再開が進展しつつあるものの住民帰還の遅れや長期間

不耕作による地力の低下、営農再開意欲の低迷等本格的な営農再開には行政等関係機関と一体

となった取り組みが必要です。

被災地域の営農再開実現のため、営農再開ビジョン策定支援ならびに具体的実践支援に取り

組みます。また、多様化する意見・要望等に対して各事業部門横断的連携を図り総合力発揮に

≪農業関係の持続的な取り組み≫
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よる支援を行います。

更に原発事故による不耕作損害、風評被害が依然として続いているため原発事故に起因する

損害の万全な補償対策に取り組みます。

ＪＡの本来の使命は、「安心・安全な農畜産物を消費者に供給し、農家の所得向上と地域農

業の振興を図ること」であります。そのためには震災からの早期復興と地域農業振興への取り

組みを通じて、地域社会の発展に最大限の貢献を果たしていく必要があります。

被災された組合員が早期の帰還と営農再開を果たし、地域農業の生産基盤の再生を図るため、

行政ならびに関係機関と連携し、被災地域の復興加速を最優先課題として取り組んでまいります。

⑵ 営農指導に関する取組方針

ＪＡが取り組む「創造的自己改革」の中で、最重要課題と位置づけられる「担い手の確保・

育成」「農業所得増大」「農業生産拡大」の実現に向け、「訪問と対話」を基軸とした営農指導

活動並びに担い手支援活動を通して、多様化・高度化する組合員ニーズに応え、生産支援の充

実を図り持続可能な営農を目指します。

なお、地域の特性を踏まえ、地区本部別に「地域農業振興計画」を策定し実践します。

⑶ 農業所得向上に関する取組方針

「農業所得増大」の実現に向けた販路開拓戦略および出荷コストの削減に取り組みます。市

場委託販売などの有効性や機能性を活かしつつ、リスクヘッジを踏まえ、買取販売や契約販売

などの市場外や系統外販売の拡大を進め、さらに、ネット通販などの販売チャネルの多様化に

取り組みます。

地産地消の拠点となる農産物直売所やインショップ販売強化のため、直売所間リレーや生産

者出荷体制の支援および地元産品を活用した６次化加工商品の開発などにより、棚揃えの改善

を図り、地域消費者に魅力ある直売所としていき集客向上を図ります。

畜産については、素牛などの基盤維持を図るため、各種支援事業の継続と有効活用に努めま

す。併せて、後継者の育成と法人化などによる生産基盤確立に取り組みます。

⑷ 農業融資

① 地域農業の振興と地域社会の発展に貢献するため、定期的にローン（農業融資含む）相談

会を開催します。

② ローンセンターの土日営業および農業融資担当者の巡回を強化して、各資金のニーズを捉

えます。

③ 担い手農業者等の資金ニーズを的確に把握し、農業近代化資金等の制度資金やＪＡの各種

農業資金を提案するため、農業融資専任担当者が営農部門の担い手支援担当者および営農指

導員と連携し、農業資金の取扱拡大に取り組みます。

④ 部門間連携を図るべく、各地区で毎月開催される担い手担当者月例会議に出席し、情報の

共有に努めます。また、支店担当者および担い手支援担当者等との同行訪問を実施し、農業

資金の取扱拡大に取り組みます。
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⑴ 農業・地域の成長支援

組合員の農業所得向上および地域の活性化を実現するため、総合事業としての収益力向上と

機能の充実に取り組みます。

⑵ 貸出強化プランの実践

農業・地域の資金ニーズへの対応力を強化し、地域金融機関として地域社会へ貢献するため、

貸出推進・管理体制の整備をすすめ持続可能な収益構造を確立します。

⑶ ライフプランサポートの実践

金融行政および組合員・利用者のニーズを踏まえ、資産形成・運用に最適な金融商品の提案

態勢を確立し、ライフプランコンサルティングを実践します。

⑷ 組合員・利用者接点の再構築

組合員・利用者の利便性・満足度向上を勘案して、効率的かつ戦略的に支店拠点および金融

機器を見直し経営的合理化をすすめます。

⑸ 内部管理態勢構築・健全性確保

≪地域密着型金融への取り組み≫

地域貢献情報５

当ＪＡは、郡山市、いわき市、田村市、田村郡三春町・小野町、双葉郡広野町・楢葉町・富

岡町・川内村・大熊町・双葉町・浪江町・葛尾村を事業区域として、農業者と多くの地域住民

の皆さまが組合員となって、相互扶助（お互いに助け合い、お互いに発展していくこと）を共

通の理念として運営される協同組織であり、地域農業の活性化に資する地域金融機関です。

当ＪＡの資金は、その大半が組合員を始め皆さまからお預かりした、大切な財産である「貯

金」を源泉としております。

一方、資金を必要とする組合員や地域の皆さま方にご融資し、暮らしや事業のお手伝いをさ

せて頂いております。

そして、ＪＡの総合事業をつうじて各種金融機能・サービス等を提供するだけでなく、地域

の協同組合、として、農業の発展と健康で豊かな地域社会の実現に向けた地域貢献に努めてい

ます。

≪協同組織として≫
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組合員や地域の皆さまからお預かりした貯金の残高は６，５１８億９４百万円となっております。

≪地域からの資金調達の状況≫

平成３１年２月末資 格

５４８，５５０組 合 員 等

１０３，３４４そ の 他

６５１，８９４合 計

（単位：百万円）貯金の資格別残高

〔貯金商品〕

「スプリングキャンペーン」、「ナツトクキャンペーン」および「ホクホクキャンペーン」

を実施し、定期貯金、定期積金等のご契約者に対して“ちょリス”グッズをプレゼントする

など、幅広いお客様に好評をいただいております。

組合員や地域の皆さまへの貸出金の残高は１，２２８億２１百万円となっております。

農業の経営改善や近代化、発展のために資することを目的として、各種制度資金を取り扱っ

ております。

○農業近代化資金 ９４９百万円

○㈱日本政策金融公庫資金 ５４百万円

≪地域への資金供給の状況≫

平成３１年２月末資 格

１０７，８４３組 合 員 等

１４，９７８

（４，２２３）

（７，１３２）

（３，６２３）

そ の 他

（うち地方公共団体等）

（うち金 融 機 関）

（うちそ の 他）

１２２，８２１合 計

（単位：百万円）貸出金の資格別残高

○ 東日本大震災の復興活動

各町村の再生協議会と復旧・復興計画、営農再開支援に伴う意見交換会等に参加し情報の共

有を図り、営農再開に向けた各町村計画に基づく各種補助事業の活用促進に取り組みました。

加えて、農林中央金庫による「復興支援プログラム」を活用して、営農再開の支援を行いました。

≪文化的社会的貢献に関する事項≫
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○ 食と農を結ぶＪＡ食農教育の展開

全体の企画として「アグリカレッジｉｎたむら」（参加者２６３名）を開催し地元で採れた野

菜がどのように調理され食卓に並ぶかを親子で学びました。

また、ＪＡ准組合員が「食農教育」をきっかけにＪＡ事業を理解し積極的に参加して頂くこ

とを目的に『親子大学』を開催いたしました。各地区の取り組みでは「開成学園田植え支援」

「親子で学ぼう農業体験」「親子農業体験ツアー」等を実施し食料と農業、自然環境への理解

を深めました。

○ 健康増進活動の取り組み

健康寿命１００歳プロジェクトの取り組みとして１００歳弁当コンテストへ各地区より出品し、

「５色を食べて達者が一番」部門でたむら地区では『食べてみたいで賞』、いわき地区では

『永山久夫賞』を全国大会で受賞しました。

また、各地区、女性部協議会では、交流・親睦、健康増進を兼ねて健康ウォーキング大会を

開催いたしました。

○ 地域貢献活動（地域行事への参加・協賛等）の取組み

「支店等を中心に地域のイベントに参加しました。また、全地区で美化運動（ゴミ拾い）の

取り組みを行いました。さらに認知症サポーター養成講座を開催し高齢者にやさしい地域づく

りに努めました。

○ 教育文化活動

協同組合の意義と必要性を地域の皆さんへ理解してもらうために「家の光」「日本農業新

聞」の普及に努めました。

○ 各種イベントの開催

地域の皆さまとの交流と親睦を兼ねた行事として、各地区でのＪＡまつりの開催、ファー

マーズマーケットの売り出し等を積極的に開催し、地域に根ざしたＪＡづくりに取り組んでい

ます。

○ 情報提供活動

ＪＡと組合員を結ぶ広報誌「さくら」の定期的な発行やより身近なＪＡの情報を発信するた

め支店等広報誌「さくら通信」を支店及び営農経済センターで発行しました。またホームペー

ジやコミュニティサイト「ＴＯＲＥＴＡＴＥ」をとおして、より多くの方々に活動の報告や

ニュースの提供をしています。
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リスク管理の状況６

組合員・利用者の皆さまに安心してＪＡをご利用いただくためには、より健全性の高い経営

を確保し、信頼性を高めていくことが重要です。

このため、有効な内部管理態勢を構築し、直面する様々なリスクに適切に対応すべくリスク

管理体制を整備し、認識すべきリスクの種類や管理体制と仕組みなど、リスク管理の基本的な

体系を整備しています。

また、この基本方針に基づき、収益とリスクの適切な管理、適切な資産自己査定の実施など

を通じてリスク管理体制の充実・強化に努めています。

① 信用リスク管理

信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフ・バランスを含む。）

の価値が減少ないし消失し、金融機関が損失を被るリスクのことです。当ＪＡは、個別の重

要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決定しています。

また、通常の貸出取引については、本店にリスク管理部保全審査課を設置し各支店と連携

を図りながら、与信審査を行っています。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フロー

などにより償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与

信判定を行っています。貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自

己査定を厳正に行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資産の

健全化に取り組んでいます。

また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については「債権の償却・引当基準」に基づき必

要額を計上し、資産及び財務の健全化に努めています。

② 市場リスク管理

市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変動により、

資産・負債（オフ･バランスを含む。）の価値が変動し、損失を被るリスク、資産・負債から

生み出される収益が変動し損失を被るリスクのことです。主に金利リスク、価格変動リスク

などをいいます。金利リスクとは、金利変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利

又は期間のミスマッチが存在している中で金利が変動することにより、利益が低下ないし損

失を被るリスクをいいます。また、価格変動リスクとは、有価証券等の価格の変動に伴って

資産価格が減少するリスクのことです。

当ＪＡでは、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールする

ことにより、収益化及び財務の安定化を図っています。このため、財務の健全性維持と収益

力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析などを実施し、

リスク管理体制について

≪リスク管理基本方針≫



ディスクロージャー誌 ２０１９

－10－

金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めています。

とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及び当Ｊ

Ａの保有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会において運用方針を

定めるとともに、経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日常的な情報交換及

び意思決定を行っています。運用部門は、理事会で決定した運用方針及びＡＬＭ委員会で決

定された方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行っています。運用部門が

行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を行っているかどうかチェックし定期的

にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

③ 流動性リスク管理

流動性リスクとは、運用と調達のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金確

保が困難になる、又は通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより

損失を被るリスク（資金繰りリスク）及び市場の混乱等により市場において取引ができない

ため、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被るリスク

（市場流動性リスク）のことです。

当ＪＡでは、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、

安定的な流動性の確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行

う上での重要な要素と位置づけ、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握したうえで、運

用方針などの策定の際に検討を行っています。

④ オペレーショナル・リスク管理

オペレーショナル・リスクとは、業務の過程、役職員の活動もしくは、システムが不適切

であること又は外生的な事象による損失を被るリスクのことです。

当ＪＡでは、収益発生を意図し能動的な要因により発生する信用リスクや市場リスク及び

流動性リスク以外のリスクで、受動的に発生する事務、システム、法務などについて事務処

理や業務運営の過程において、損失を被るリスクと定義しています。事務リスク、システム

リスクなどについて、事務手続を整備し、定期検査等を実施するとともに、事故・事務ミス

が発生した場合は速やかに状況を把握する体制を整備して、リスク発生後の対応及び改善が

迅速・正確に反映ができるよう努めています。

⑤ 事務リスク管理

事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすことにより

金融機関が損失を被るリスクのことです。当ＪＡでは、業務の多様化や事務量の増加に対応

して、正確な事務処理を行うため事務手続きを整備するとともに、自主検査を実施し事務リ

スクの削減に努めています。

また、事故・事務ミスが発生した場合には、発生状況を把握し改善を図るとともに、内部

監査により重点的なチェックを行い、再発防止策を実施しています。
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⑥ システムリスク管理

システムリスクとは、コンピュータシステムのダウン又は誤作動等、システムの不備に伴

い金融機関が損失を被るリスク、さらにコンピュータが不正に使用されることにより金融機

関が損失を被るリスクのことです。当ＪＡでは、コンピュータシステムの安定稼働のため、

安全かつ円滑な運用に努めるとともに、システムの万一の災害・障害等に備えております。

リスク管理態勢図

「余裕金運用等にかかるリスク管理手続き」に基づき管理すべきリスク

：市場金利の変化により資産、負債または期間収益が変動するリスク・金利リスク

：取引先、債券発行体等の債務不履行により預金、有価証券等の元利金回収ができなくなるリスク・信用リスク

：運用調達のミスマッチや予期せぬ資金流出等により必要な資金を確保できなくなることや、市場の混
乱等により著しく不利な金利・価格での取引を余儀なくされるリスク

・流動性リスク

その他、ＪＡの実態・事情に照らし管理すべきリスク等

：大きくは収支リスクに包含されるもの。他事業運用による期間収益（収益機会）の損失リ
スク（部門間における運用・調達構造および部門別収支のバランスの確認・検証）。

・他事業運用（収支）リスク

：大きくは自己資本管理（自己資本比率・固定資産比率）に包含されるもの（保有する固定
資産がどの程度自己資本でまかなわれているか、不稼働資産として減損会計の対象となっ
た場合の影響等）。また、災害その他の事象から生じる有形固定資産の毀損リスクを含む。

・固定資産（自己資本）リスク

：大きくは事務・法務リスクに包含されるもの。関連・子会社の不祥事等による本体への風
評リスクにも関連。

・関連会社、子会社リスク

：大きくは事務リスクに包含されるもの。専任担当者または同一業務長期従事者の異動等に
より、適格な事務処理が滞るリスク。また、人事運営上（報酬・手当・解雇基準等）の不
公平、不公正および差別的行為（セクシャルハラスメント・パワーハラスメント等から生
じるリスクを含む）。

・人的（要員）リスク
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利用者保護への社会的要請が高まっており、また最近の企業不祥事に対する社会の厳しい批

判に鑑みれば、組合員・利用者からの信頼を得るためには、法令等を遵守し、透明性の高い経

営を行うことがますます重要になっています。

このため、コンプライアンス（法令等遵守）を経営の重要課題のひとつとして位置づけ、こ

の徹底こそが不祥事を未然に防止し、ひいては組織の信頼性向上に繋がるとの観点にたち、コ

ンプライアンスを重視した経営に取り組みます。

法令遵守体制

≪コンプライアンス基本方針≫

コンプライアンス態勢全般にかかる検討・審議を行うため、代表理事組合長を委員長とする

コンプライアンス委員会を設置するとともに、コンプライアンスの推進を行うため、本店各部

門・各支店にコンプライアンス担当者を設置しています。

基本姿勢及び遵守すべき事項を記載した手引書「コンプライアンス・マニュアル」を策定し、

研修会を行い全役職員に徹底しています。

毎年度、コンプライアンス・プログラムを策定し、実効ある推進に努めるとともに、統括部

署を設置し、その進捗管理を行っています。

また、組合員・利用者の皆さまの声を真摯に捉え、前向きに事業に反映するため、苦情・相

談等の専門窓口を設置しています。

≪コンプライアンス運営態勢≫

① 苦情処理措置の内容

当ＪＡでは、苦情処理措置として、業務運営体制・内部規則等を整備のうえ、その内容を

ホームページ・チラシ等で公表するとともに、ＪＡバンク相談所やＪＡ共済連とも連携し、

迅速かつ適切な対応に努め、苦情等の解決を図ります。

当ＪＡの苦情等受付窓口（受付時間：午前９時～午後５時 金融機関の休業日を除く）

〔本店〕・金融部金融事務課 電話番号：０２４－９２１－０５３０

・共済部共済事務課 電話番号：０２４－９２１－０５３２

〔支店〕・末尾記載（店舗等のご案内）の各支店

ＪＡ共済相談受付センター（ＪＡ共済連 全国本部）

電話番号：０１２０－５３６－０９３（フリーダイヤル）

受付時間：平日 午前９時～午後６時

土曜 午前９時～午後５時（日・祝日および１２月２９日～１月３日を除く）

金融ＡＤＲ制度への対応
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② 紛争解決措置の内容

当ＪＡでは、紛争解決措置として、次の外部機関を利用しています。

〔信用事業〕

福島県弁護士会（電話：０２４－５３４－２３３４）

①の窓口またはＪＡバンク相談所（電話：０３－６８３７－１３５９）にお申し出くだ

さい。

なお、直接紛争解決をお申し立ていただくことも可能です。

〔共済事業〕

（一社）日本共済協会 共済相談所 （電話：０３－５３６８－５７５７）

（一財）自賠責保険・共済紛争処理機構（電話：０１２０－１５９－７００）

（公財）日弁連交通事故相談センター （電話：０５７０－０７８３２５）

（公財）交通事故紛争処理センター （電話：０３－３３４６－１７５６ 東京本部）

日本弁護士連合会 弁護士保険ＡＤＲ

（https://www.nichibenren.or.jp/activity/resolution/lac.html）

当ＪＡでは、内部監査部門を被監査部門から独立して設置し、経営全般にわたる管理及び各

部門の業務の遂行状況を、内部管理態勢の適切性と有効性の観点から検証・評価し、改善事項

の勧告などを通じて業務運営の適切性の維持・改善に努めています。

また、内部監査は、ＪＡの本店・支店のすべてを対象とし、中期及び年度の内部監査計画に

基づき実施しています。監査結果は代表理事組合長及び監事に報告したのち被監査部門に通知

され、定期的に被監査部門の改善取り組み状況をフォローアップしています。また、監査結果

の概要を定期的に理事会に報告することとしていますが、特に重要な事項については、直ちに

理事会、代表理事組合長、監事に報告し、速やかに適切な措置を講じています。

内部監査体制



ディスクロージャー誌 ２０１９

－14－

コンプライアンス体制図
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貸出運営の考え方７

当組合は、組合員をはじめ農業の振興や地域社会の発展のため、利用者ニーズに合った融資

対応をいたしております。

農業および農村活性化のための制度資金を中心とした資金、組合員が実施する資産管理事業

や各種ローンを中心とした生活資金等にも積極的に対応しております。

また、地域金融機関としての幅広い地域振興と地域開発のため、農業関連産業を中心とした

資金需要に応えるため弾力的な貸出対応を行っております。

金融商品の勧誘方針８

当組合は、貯金・定期積金、共済その他の金融商品の販売等の勧誘にあたっては、次の事項

を遵守し、組合員・利用者の皆さまに対して適正な勧誘を行います。

１．組合員・利用者の皆さまの商品利用目的ならびに知識、経験、財産の状況および意向を考

慮のうえ、適切な金融商品の勧誘と情報の提供を行います。

２．組合員・利用者の皆さまに対し、商品内容や当該商品のリスク内容など重要な事項を十分

に理解していただくよう努めます。

３．不確実な事項について断定的な判断を示したり、事実でない情報を提供したりするなど、

組合員・利用者の皆さまの誤解を招くような説明は行いません。

４．電話や訪問による勧誘は、組合員・利用者の皆さまのご都合に合わせて行うよう努めます。

５．組合員･利用者の皆さまに対し、適切な勧誘が行えるよう役職員の研修の充実に努めます。

６．販売・勧誘に関する組合員・利用者の皆さまからのご質問やご照会については、適切な対

応に努めます。

個人情報保護方針９

当組合は、組合員・利用者等の皆様の個人情報を正しく取扱うことが当組合の事業活動の基

本であり社会的責務であることを認識し、以下の方針を遵守することを誓約します。

１．関連法令等の遵守

当組合は、個人情報を適正に取扱うために、「個人情報の保護に関する法律」（以下「保護

法」といいます。）その他、個人情報保護に関する関係諸法令および個人情報保護委員会の

ガイドライン等に定められた義務を誠実に遵守します。

個人情報とは、保護法第２条第１項、第２項に規定する、生存する個人に関する情報で、

特定の個人を識別できるものをいい、以下も同様とします。
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また、当組合は､特定個人情報を適正に取扱うために、「行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律」（以下「番号利用法」といいます。）その他、特定

個人情報の適正な取扱いに関する関係諸法令およびガイドライン等に定められた義務を誠実

に遵守します。

特定個人情報とは、番号利用法２条第８項に規定する、個人番号をその内容に含む個人情

報をいい、以下も同様とします。

２．利用目的

当組合は、個人情報の取扱いにおいて、利用目的をできる限り特定したうえ、あらかじめ

ご本人の同意を得た場合および法令により例外として扱われるべき場合を除き、その利用目

的の達成に必要な範囲内でのみ個人情報を利用します。ただし、特定個人情報においては、

利用目的を特定し、ご本人の同意の有無に関わらず、利用目的の範囲を超えた利用は行いま

せん。

ご本人とは、個人情報によって識別される特定の個人をいい、以下も同様とします。利用

目的は、法令により例外として扱われるべき場合を除き、あらかじめ公表するか、取得後速

やかにご本人に通知し、または公表します。ただし、ご本人から直接書面で取得する場合に

は、あらかじめ明示します。

３．適正取得

当組合は、個人情報を取得する際、適正かつ適法な手段で取得いたします。

４．安全管理措置

当組合は、取扱う個人データ及び特定個人情報を利用目的の範囲内で正確・最新の内容に

保つよう努め、また安全管理のために必要・適切な措置を講じ従業者および委託先を適正に

監督します。

個人データとは、保護法第２条第６項が規定する、個人情報データベース等（保護法第２

条第４項）を構成する個人情報をいい、以下同様とします。

５．匿名加工情報の取扱い

当組合は、匿名加工情報（保護法第２条第９項）の取扱いに関して消費者の安心感・信頼

感を得られるよう、保護法の規定に従うほか、個人情報保護委員会のガイドライン、認定個

人情報保護団体の個人情報保護指針等に則して、パーソナルデータの適正かつ効果的な活用

を推進いたします。

６．第三者提供の制限

当組合は、法令により例外として扱われるべき場合を除き、あらかじめご本人の同意を得

ることなく、個人データを第三者に提供しません。

また、当組合は、番号利用法１９条各号により例外として扱われるべき場合を除き、ご本人の

同意の有無に関わらず、特定個人情報を第三者に提供しません。

７．機微（センシティブ）情報の取り扱い

当組合は、ご本人の機微（センシティブ）情報（要配慮個人情報並びに労働組合への加盟、

門地、本籍地、保健医療等に関する情報）については、法令等に基づく場合や業務遂行上必

要な範囲においてご本人の同意をいただいた場合等を除き、取得・利用・第三者提供はいた

しません。
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８．開示・訂正等

当組合は、保有個人データにつき、法令に基づきご本人からの開示、訂正等に応じます。

保有個人データとは、保護法第２条第７項に規定するデータをいいます。

９．苦情窓口

当組合は、個人情報につき、ご本人からの質問・苦情に対し迅速かつ適切に取り組み、そ

のための内部体制の整備に努めます。

１０．継続的改善

当組合は、個人情報について、適正な内部監査を実施するなどして、本保護方針の継続的

な改善に努めます。

自己資本の状況１０

当ＪＡでは、多様化するリスクに対応するとともに、組合員や利用者のニーズに応えるため、

財務基盤の強化を経営の重要課題として取り組んでいます。

内部留保に努めると供に、不良債権処理及び業務の効率化等に取り組んだ結果、平成３１年２

月末における自己資本比率は１３．３７％となりました。

≪自己資本比率の状況≫

平成３１年２月末における連結自己資本比率は、１４．１６％となりました。

≪連結自己資本比率の状況≫

当ＪＡの自己資本は、組合員の普通出資によっています。

≪経営の健全性の確保と自己資本の充実≫

内 容項 目

福島さくら農業協同組合発行主体

普通出資資本調達手段の種類

８，８１６百万円（前年度８，６７６百万円）コア資本に係る基礎項目に算入した額

○普通出資による資本調達額

当ＪＡは、「自己資本比率算出要領」を制定し、適正なプロセスにより正確な自己資本比率

を算出して、当ＪＡが抱える信用リスクやオペレーショナル・リスクの管理及びこれらのリス

クに対応した十分な自己資本の維持を図るとともに、内部留保の積み増しにより自己資本の充

実につとめています。

また、１９年度から、信用リスク、オペレーショナル・リスク、金利リスクなどの各種リスク

を個別の方法で質的または量的に評価し、リスクを総体的に捉え、自己資本と比較・対照し、

自己資本充実度を評価することにより、経営の健全性維持・強化を図っております。
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主な事業の内容１１

信用事業は、貯金、融資、為替などいわゆる銀行業務といわれる内容の業務を行っています。

この信用事業は、ＪＡ・農林中金という２段階の組織が有機的に結びつき、「ＪＡバンク」

として大きな力を発揮しています。

◇ 貯金業務

組合員の方はもちろん、地域住民の皆さまや事業主の皆さまからの貯金をお預かりしてい

ます。

普通貯金、当座貯金、定期貯金、定期積金、総合口座などの各種貯金を目的・期間・金額

にあわせてご利用いただいています。

また、公共料金、県税、市町村税、各種料金のお支払い、年金のお受け取り、給与振込等

もご利用いただけます。

⑴ 主な事業の内容

≪信用事業≫

お預け入れ金額期 間特 色貯金の種類

・出し入れ自由の普通貯金と利息の有利な定期貯金を１冊の通帳にセット。
・「引出す・預入れる」の基本機能に加え、給与や年金の「受取り」、公共
料金などの自動引落しといった「支払い」毎月決まった日に普通貯金から
定期積金に振替えて確実に「貯める」など便利な機能満載です。
・公共料金などの自動支払を申し込まれていても、万が一、貯金口座の残高
不足によりお引落しができなくても、セットで取り組まれている定期貯金
の９０％（最高２００万円）まで自動的にお借入れできます。（別途所定の貸越
利息がかかります。）

総 合 口 座

１円以上
期間の制限はありま
せん。

・会社を経営する方に安全で効率的
な小切手をご利用いただける貯金
です。

当 座 貯 金

・公共料金等の自動支払口座として、
また、給与・年金等のお受取口座
として最適です。

普 通 貯 金
普通貯金無利息型（決済用）

・普通貯金よりも有利な金利で増や
しながら、普通貯金と同様自由に
お引き出しができる貯金です。

貯 蓄 貯 金

５０，０００円以上７日以上
・７日以上の短期の預入にご利用い
ただけます。

通 知 貯 金

１円以上入金はいつでも・税金の納付に備えるための貯金です。納 税 準 備 貯 金

１円以上

単利型
１か月以上５年以内
複利型
３年、４年、５年

・単利型は法人および個人、複利型
は個人に限定
・預入時の店頭表示の利率を満期日
まで適用します。
・複利型は半年毎に複利計算を行い
ます。

ス ー パ ー 定 期

定

期

貯

金
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お預け入れ金額期 間特 色貯金の種類

１円以上
３００万円未満

最長３年
・１年ごとの複利計算で大きく育ち、
１年を過ぎれば一部でも払い戻し
ができます。

ス ー パ ー
期日指定定期貯金

定

期

貯

金

１円以上

単利型
１年、２年、３年

複利型
３年

・単利型は法人および個人、複利型
は個人に限定
・預け入れの定期貯金の金利が金融
情勢に合わせて半年ごとに変動す
る定期貯金。３年の預け入れであ
れば、半年ごとに複利計算を行い
ます。

変動金利定期貯金

１，０００万円以上１か月以上５年以内

・単利型は法人および個人。
・預け入れ時の市場情勢を反映した
高い利回りの商品なので、まと
まった資金の運用に最適です。

大 口 定 期 貯 金

１円以上
１，０００万円未満

最長５年
据置期間６ヶ月

・６か月を過ぎたらお引き出し自由
です。
・半年ごとに複利計算を行います。

据 置 定 期

１回あたり
１，０００円以上

６か月以上１０年以内
またはエンドレス
（期間制限なし）

・積立金を一本一本のスーパー定期
またはスーパー期日指定定期でお
預かりする貯金です。
・商品によっては、１年間の据置期
間後は積立金の一部をお引き出し
になれます。

積 立 定 期 貯 金

積
立
型
貯
金

１円以上

３年以上
・お勤めの方々の財産づくりに最適
です。

一 般 財 形 貯 金
財

形

貯

金

５年以上
・退職後の生活に備えた資金づくり
に最適です。

財 形 年 金 貯 金

原則５年以上・マイホーム資金づくりに最適です。財 形 住 宅 貯 金

１回あたり
１，０００円以上
１，０００万円未満

６か月以上５年以内

・教育資金や結婚資金、海外旅行等
目標を決めて毎月コツコツ積み立
てます。
・「味覚友の会」、その他いろいろ取
り揃えております。

定 期 積 金

１，０００万円以上
１円単位

定型方式
１か月以上５年未満
期日指定方式
７日以上５年未満

・大口資金を高利回りで運用できま
す。また、満期日前に譲渡できます。

譲渡性貯金（ＮＣＤ）
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◇ 融資業務

組合員への融資をはじめ、地域のみなさまの暮らしや経営に必要な資金をご融資しています。

また、地方公共団体、農業関連産業・地元企業等、農業以外への事業へも必要な資金を貸

し出し、農業の振興はもとより、地域社会の発展のために貢献しています。

さらに、㈱日本政策金融公庫をはじめとする政府系金融機関等の代理貸付、個人向けロー

ンも取扱っています。

主な住宅ローン

金
利担保・保証人返済方法ご融資期間ご融資金額お使いみちなど

ローンの
種 類

固
定
金
利
・
変
動
金
利

担保：土地、建物
保証人：原則必要あ
りません。
農業信用基金協会の保証
協同住宅ローン㈱の保証
全国保証㈱の保証元利均等返済

①毎月返済方式
②ボーナス併用
毎月返済方式

３年以上
３５年以内
＊借換は残
存期間

一般型
５，０００万円以内

住宅の新築・増改築資金や
土地、建売住宅、マンショ
ン、中古住宅の購入資金な
どにご利用いただけます。

住宅ローン

１００％応援型
借換応援型
５，０００万円以内

新築購入コース
スマイルいちばん
ネクスト５

１０，０００万円以内

担保：必要ありません。
保証人：原則必要あ
りません。
農業信用基金協会の保証
協同住宅ローン㈱の保証
三菱ＵＦＪニコス㈱の保証
㈱ジャックスの保証

１年以上
１５年以内

１，５００万円以内

住宅の増改築・修理・内外
装、造園、門塀・車庫など
の建築資金にご利用いただ
けます。

リフォーム
ロ ー ン

その他のローン

金
利担保・保証人返済方法ご融資期間ご融資金額お使いみちなど

ローンの
種 類

固
定
金
利
・
変
動
金
利

担保：必要ありません。
保証人：原則必要あ
りません。
農業信用基金協会の保証
三菱ＵＦＪニコス㈱の保証
㈱ジャックスの保証

元利均等返済
①毎月返済方式
②ボ－ナス併用
毎月返済方式

６ヶ月以上
５年以内

３００万円以内お使いみちはご自由です。フリーローン

１５年以内
（据置期間含む）

１，０００万円以内
入学金、授業料、学費およ
びアパート家賃等教育資金
にご利用いただけます。

教育ローン

６ヶ月以上
１０年以内

１，０００万円以内

車の購入はもちろん車検、
運転免許取得、車庫建設等
車のことならなんでもご利
用いただけます。

マ イ カ ー
ロ ー ン

１年以上
１０年以内

１，８００万円以内

農機具購入等資金、パイプ
ハウス等資材購入・建設費
用、格納庫建設資金、現在
他金融機関から借入中の農
機具ローンの借換資金とし
てご利用いただけます。

農機ハウス
ロ ー ン

固
定
金
利

約定返済方式
２年以内
（自動更新）

５０万円以内お使いみちはご自由です。
カ ー ド
ローンⅡ型

☆商品利用の留意事項
⑴ 消費者ロ－ンの利用法
① ご自分の収入から判断し、支払い能力を超えたご利用にならないようご注意ください。
② 計画的なご利用を心がけてください。
③ ご自分のご利用残高を確認のうえ、ロ－ンやクレジットの毎月返済金額がいくらになるか把握してお
いてください。

⑵ 変動金利ル－ル適用
変動金利に関する特約を定めた場合、特約の条項に基づき基準とする金利の変動幅により変動いたします。

※上記ご融資金額・ご融資期間については福島県農業信用基金協会保証案件を記載しております。詳し
くはお近くの店舗窓口へおたずねください。
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政府系金融機関等の取扱窓口として、次の各機関等の代理貸付業務をお取扱しています。

資 金 名金融機関等

農業基盤整備資金、経営体育成強化資金、農業経営維持安定資金、ス－パ－Ｌ

資金（農業経営基盤強化）、中山間地域活性化資金、農業改良資金、他㈱日本政策金融公庫

入学資金、在学資金

マイホーム新築資金、マンション購入資金、リフォーム資金、建売住宅購入資

金、リ・ユース住宅購入資金、分譲住宅購入資金、他
住宅金融支援機構

農業近代化資金、農家経営安定化資金、新スーパーＳ資金（農業経営改善促進

資金）、他
県

◇ 為替業務

全国のＪＡ・信連・農林中金の店舗を始め、全国の銀行や信用金庫などの各店舗と為替網

で結び、当ＪＡの窓口を通して全国のどこの金融機関へでも振込・送金や手形・小切手等の

取立が安全・確実・迅速にできます。

※消費税および地方消費税相当額（８％）が含まれます。

金 額手 数 料 の 種 類

県内・県外系統を含む４３２円１件につき当ＪＡ本支店（所）あて
送金手数料

６４８円１件につき他金融機関あて

※ただし、本人・家族

名義への振込は除く。

１０８円３万円未満１件につき
同 一 店 内

窓口利用

振

込

手

数

料

３２４円３万円以上１件につき

県内・県外系統を含む２１６円３万円未満１件につき
当ＪＡ本支店（所）あて

〃４３２円３万円以上１件につき

５４０円３万円未満１件につき
電 信 扱 い

他金融機関

あて

７５６円３万円以上１件につき

４３２円３万円未満１件につき
文 書 扱 い

６４８円３万円以上１件につき

１０８円３万円未満１件につき
同一店舗内

ＪＡバンク・

ＪＦマリンバンク

キャッシュ

カード利用

ＡＴＭ利用

３２４円３万円以上１件につき

４３２円３万円未満１件につき当 Ｊ Ａ

本支店あて

（系統含む） ６４８円３万円以上１件につき

４３２円３万円未満１件につき他金融機関

あ て ６４８円３万円以上１件につき

１０８円３万円未満１件につき
同一店舗内

他行

キャッシュ

カード利用

２１６円３万円以上１件につき

１０８円３万円未満１件につき当 Ｊ Ａ

本支店あて

（系統含む） ３２４円３万円以上１件につき

４３２円３万円未満１件につき他金融機関

あ て ６４８円３万円以上１件につき
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金 額手 数 料 の 種 類

無料３万円未満１件につき
当 Ｊ Ａ 内

インターネット

バンキング

利用

振

込

手

数

料

無料３万円以上１件につき

１０８円３万円未満１件につき他 Ｊ Ａ あ て

（県内・県外系統を含む） ２１６円３万円以上１件につき

３２４円３万円未満１件につき
他金融機関あて

４３２円３万円以上１件につき

無料３万円未満１件につき
同 一 店 舗 内

法人ネット

バンク利用

無料３万円以上１件につき

１０８円３万円未満１件につき
本 支 店 あ て

３２４円３万円以上１件につき

２１６円３万円未満１件につき
県内系統あて

４３２円３万円以上１件につき

２１６円３万円未満１件につき
県外系統あて

４３２円３万円以上１件につき

４３２円３万円未満１件につき
他金融機関あて

６４８円３万円以上１件につき

無料３万円未満１件につき
当 Ｊ Ａ 内

ＦＢ

（ファーム

バンキング）

利用

無料３万円以上１件につき

１０８円３万円未満１件につき他 Ｊ Ａ あ て

（県内・県外系統を含む） ３２４円３万円以上１件につき

４３２円３万円未満１件につき
他金融機関あて

６４８円３万円以上１件につき

※ただし、本人・家族

名義への振込は除く。

１０８円３万円未満１件につき
同 一 店 内

定時自動

送金利用

２１６円３万円以上１件につき

県内・県外系統を含む１０８円３万円未満１件につき
当ＪＡ本支店（所）あて

〃３２４円３万円以上１件につき

４３２円３万円未満１件につき
他金融機関あて

６４８円３万円以上１件につき

県内・県外系統を含む４３２円１件につき当ＪＡ本支店（所）あて
代金取立手数料

（隔地間）
６４８円１件につき（普通扱い）

他金融機関あて
８６４円１件につき（至急扱い）

ただし、６４８円を超える

取立費用を要する場合

は、その実費を徴収し

ます。

６４８円１件につき送金・振込の組戻料

その他の

諸手数料

６４８円１通につき不渡手形返却料

６４８円１通につき取立手形組戻料

６４８円１通につき取立手形店頭呈示料

※当該利用者がＡＴＭ利用による振込が困難であると認められ、窓口利用による振込に変更した場合に

は、窓口利用手数料ではなく、ＡＴＭ利用手数料を適用します。
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◇ 国債等窓口販売

国債（利付・割引国庫債券）の窓口販売の取扱いをしています。

◇ その他の業務及びサービス

当ＪＡでは、コンピュータ・オンラインシステムを利用して、各種自動受取、各種自動支

払や事業主のみなさまのための給与振込サービス、自動集金サービスなど取り扱っています。

また、国債の（新窓販国債、個人向け国債）の窓口販売の取り扱い、投資信託の取り扱い、

貸金庫のご利用、全国のＪＡでの貯金の出し入れや銀行、信用金庫、コンビニエンス・スト

アーなどでも現金引き出しのできるキャッシュサービスなど、いろいろなサービスに努めて

います。

内 容項 目

ＪＡのキャッシュカードがあれば、全国のＪＡ・農林中金・都銀・地銀・第二地銀・
信金・信組・労金、ゆうちょ銀行、コンビニＡＴＭでのお取引ができます。

ＪＡキャッシュ
サ － ビ ス

給与・ボ－ナスがお客様のご指定いただいた貯金口座に自動的に振り込まれます。
振り込まれた給与はキャッシュカ－ドにより必要な時にお引き出しができます。

給 与 振 込
サ － ビ ス

国民年金・厚生年金・農林年金等公的年金、配当金などがお客様の口座に自動的に
振り込まれます。その都度お受取りに出かけられる手間も省け、期日忘れのご心配
がなくなるほか、貯金口座に振り込まれた日から利息がつきますので大変お得です。

各種自動受取
サ － ビ ス

電気料・ＮＨＫ放送受信料・電話料のほか、税金・高校授業料・水道料など、普通
貯金（総合口座）から自動的にお支払い致しますので集金や振込の煩わしさがなく
なります。

各種自動支払
サ － ビ ス

お買物・ご旅行・お食事など、お客様のサインひとつでご利用いただけます。また、
お金が必要な時はキャッシュサ－ビスも受けられる便利なカ－ドです。さらに、携
帯電話･ＰＨＳ料金・公共料金の支払いもできます。

クレジットカ－ド
（ＪＡカ－ド）

お客様の売上代金・会費・サ－ビス代金などをＦ－ＮＥＴ（福島県資金ネットサ－
ビスセンタ－）がお客様に代わってご集金先のお取引金融機関（ゆうちょ銀行を除
く全国の金融機関）から口座振替により代金を集金いたします。

Ｆ－ＮＥＴ代金
回収サ－ビス

加盟店様に設置されたカ－ド端末と当会のコンピュ－タをオンラインで結び、
キャッシュカ－ドを使って商品購入代金を即時に決済するサ－ビスです。ご利用者
の貯金口座から引き落とした代金は、加盟店様の口座に入金されます。

デビットカ－ド

換 金手数料特典利回り、発行価格発行
申込
単位

期間名称

換金時の市場実勢価格
で換金できます。

１か月
あたり
１０８円

マル優、
マル特が
各３５０万
円までご
利用いた
だけます。

発行の都度決定
固定金利

毎月
発行

５万円

１０年
長期利付
国債

国
債
窓
口
販
売

２、５
年

中期利付
国債

発行から１年経過後よ
り中途換金が可能。
ただし、直近２回分の
利子（税引前）相当額
＊０．７９６８５の支払いが
必要となります。手数料

なし

マル優、
マル特が
各３５０万
円までご
利用いた
だけます。

３年固定利付国債
の金利 －０．０３％

毎月
発行

１万円３年

個人向け
国債

５年固定利付国債
の金利 －０．０５％

１万円

５年

発行から１年経過後よ
り中途換金が可能。
ただし、直近２回分の
利子（税引前）相当額
＊０．７９６８５の支払いが
必要となります。

半年ごとに実勢金
利に応じて利率が
変動
基準金利×０．６６
利率の下限は０．０５％

１０年
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ＡＴＭの利用手数料

手数料

（１回につき）
利 用 時 間

キャッシュカード等の種類

および提携先ＡＴＭ

無料終 日
支払

受入
全日

ＪＡバンクキャッシュカード

または県内ＪＡ通帳

無料終 日支払全日ＪＦマリンバンクキャッシュカード

無料８：４５～１８：００
支払平日

三菱ＵＦＪ銀行キャッシュカード
１０８円上記以外の時間帯

１０８円終 日支払
土曜日

日曜日・祝日

１０８円８：４５～１８：００
支払平日

他行キャッシュカード
２１６円上記以外の時間帯

２１６円終 日支払
土曜日

日曜日・祝日

（※１）上記手数料については、消費税および地方消費税相当額（８％）が含まれます。なお、１２月３１

日と１月２日および１月３日は日曜日と同様の手数料とします。また、土曜日と祝日が重なっ

た場合は祝日と同様の手数料とします。

（※２）三菱ＵＦＪ銀行キャッシュカードでの為替振込の場合は他行と同じ手数料とする。

備 考金 額手数料の種類

基本月額手数料
月額１，０８０円照 会 サ ー ビ ス

月額１，０８０円資 金 移 動 サ ー ビ ス

ＦＢ（ファームバンキング）利用手数料

※上記手数料については、消費税および地方消費税相当額（８％）が含まれます。

提携先ＡＴＭ利用手数料（支払・受入）

手数料

（１回につき）
利 用 時 間提携先ＡＴＭ

無料８：４５～１８：００支払

受入
平日

コンビニＡＴＭ

・セブン銀行

・ローソン

・イーネット

１０８円上記以外の時間帯

無料９：００～１４：００支払

受入
土曜日

１０８円上記以外の時間帯

１０８円終 日
支払

受入
日曜日・祝日

１０８円終 日
支払

受入
全日ゆうちょＡＴＭ
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備 考金 額手数料の種類

１枚～１００枚 無 料

１０１枚～３００枚 １０８円

３０１枚～５００枚 ２１６円

５０１枚～１，０００枚 ３２４円

１，００１枚～２，０００枚 ６４８円

以降、１，０００枚ごとに４３２円加算

円 貨 両 替

円貨両替手数料

※上記手数料については、消費税および地方消費税相当額（８％）が含まれます。

株式（出資金）払込事務委託手数料

※手数料は、上記金額に消費税８％を乗じた額を徴収します。

備 考金 額手数料の種類

＊新規契約案件からとなります。

１件当り １０８円帳 票 に よ る も の

１件当り ５４円電 送 ・ Ｆ Ｄ に よ る も の

１件当り ５４円定時自動集金振替によるもの

口座振替手数料

※上記手数料については、消費税および地方消費税相当額（８％）が含まれます。

備 考金 額手数料の種類

払込額の０．２５％と受付票１通に

つき５０円との合計額に消費税額

を加算した金額

事 務 委 託 手 数 料

備 考金 額手数料の種類

基本月額手数料
月額１，０８０円照会・振込振替サービス

月額１，０８０円デ ー タ 伝 送 サ ー ビ ス

法人ネットバンク手数料

※上記手数料については、消費税および地方消費税相当額（８％）が含まれます。
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○ 集落・担い手等に対する支援活動を実施しています。また、食の安全・安心対策として

「食の安全・安心確保推進本部」を設置して安全確保対策に取り組んでいます。

エコファーマー資格取得をはじめ、病害虫防除基準をもとに、農薬の安全使用遵守、栽培

履歴記帳を展開し、ＧＡＰ（農業生産工程管理）の導入を推進しております。

○ 農産物検査員（民間検査員）による米穀、もみ、大豆、麦、そばの全量検査を行います。

○ 農政活動の一環で「ＴＰＰ交渉反対運動」の展開及び、農業者の経済的地位の向上と地域

農業振興並びに豊かな地域社会の実現や、農業者の政治的要求の実現を図ることを目的に

「農業者政治連盟」を設立しております。

○ 組合員が生産した安全で安心な農畜産物を販売する事業です。

主な販売物には次のようなものがあります。

米、トマト、ピーマン、キュウリ、いんげん、梨、ねぎ、いちご、菌茸、花き、畜産物、など

○ ファーマーズマーケット（農産物直売所）を運営し、新鮮な野菜を消費者に提供しています。

・ 郡 山地区：「旬の庭 久留米店」、「旬の庭 大槻店」

・ たむら地区：「ふぁせるたむら」

・ いわき地区：「新鮮やさい館 谷川瀬店」、「新鮮やさい館 平窪店」、「新鮮やさい館

好間店」、「ファーマーズマーケット いがっぺ」

≪営農指導・販売事業≫

経済店舗においては、農業生産資材の安定供給、エコ商品・低コスト資材の普及拡大をはじ

め、ＪＡ商品等の取扱いをしております。また、次の事業も取り扱っています。

○食材宅配事業………毎日必要な食材をみなさまのお宅へ配達致します。

○生活用品事業………家電製品など暮らしに必要な生活用品の取り扱いをしています。

≪購買事業≫

組合員のニーズに対応した旅行商品企画の充実と旅行事業を通じたふれあいの場の提供を

行っております。

≪旅行事業≫
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農青連活動……………青年連盟の活動を通し「農作業事故ゼロ運動」「手作り看板作成」や食

農教育の一環で「田んぼの生き物調査」の実施、子供たちによる「バケ

ツ稲づくり運動」支援、「ゴルフ大会」、「ソフトボール大会」、「ボウリ

ング大会」開催等の活動を行っております。

女性部活動……………地域農業の担い手、ＪＡ運動の実践者として女性の地位向上と経営参画

を進めるため、食や農、健康管理、生活文化活動、消費者との積極的な

交流など幅広い活動を行っております。

ＪＡくらしの活動……組合員をはじめとする利用者・地域住民の営農・生活上の諸課題に取り

組み、地域の活性化と発展に寄与するため「ＪＡ食農教育」「元気高齢

者事業」「健康管理活動」「地域貢献活動」「広報活動」等の活動を行っ

ております。

≪組織活動・暮らしを支える事業≫

ＪＡ介護保険事業所として、安心して自分らしく暮らせるよう支援し、自立できる環境を提

供することにより、安心して生活できる地域づくりをすすめています。そのため介護支援専門

員、訪問介護員、通所介護員の介護技術の向上に努めております。

また、歯科診療を通じて健康維持にも努めております。

１．訪問介護サービス ５．小規模多機能型居宅介護サービス

２．福祉用具貸与サービス ６．認知症対応型共同生活介護サービス（Ｇ・Ｈ）

３．居宅介護支援サービス ７．高齢者生活支援サービス

４．通所介護サービス ８．歯科医療事業

・ 郡 山地区：「郡山福祉センター」「日和田デイサービスセンターひなた」

「は～とらいふ八山田」

・ たむら地区：「たむらふれあいセンター」「小野ふれあいセンター」「は～とらいふ船

引」「は～とらいふ三春」「は～とらいふ小野」「デイサービスセンター

きらら」「ＪＡ歯科診療所きらら歯科医院」

・ いわき地区：「いわき福祉センター」「草野デイサービスセンター太陽」「いわき三和

ふれあい館デイサービスセンター」「いわき南福祉センター」「ＪＡデイ

サービスみなみ」「ＪＡ歯科診療所のぞみ歯科医院」「ＪＡ歯科診療所め

ぐみ歯科医院」

≪高齢者福祉事業≫
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ＪＡ共済は、ＪＡが行う地域密着型の総合事業の一環として、組合員・利用者の皆さまの生

命・傷害・家屋・財産を相互扶助によりトータルに保障しています。事業実施当初から生命保

障と損害保障の両方を実施しており、個人の日常生活のうえで必要とされるさまざまな保障・

ニーズにお応えできます。

ＪＡ共済では、生命・建物・自動車などの各種共済による生活総合保障を展開しており、皆

さまの生涯にわたるしあわせづくりを、きめ細かい保障プランで力強くサポートします。

◇ ＪＡ共済の仕組み

ＪＡ共済は、平成１７年４月１日から、ＪＡとＪＡ共済連が共同で共済契約をお引き受けし

ています。ＪＡとＪＡ共済連がそれぞれの役割を担い、組合員・利用者の皆さまに密着した

生活総合保障活動を行っています。

≪共済事業≫

□㈱ＪＡ郡山市農業受委託

・農作業受委託・施設業務受託事業

電 話 番 号 ０２４－９６８－２２００

〒９６３－８５０２ 郡山市朝日２－１４－７

□㈱ＪＡ郡山市食材サービス

・食料品の宅配事業

電 話 番 号 ０２４－９６８－２２０１

〒９６３－０５３４ 郡山市日和田町字北ノ入６６

□㈱ＪＡ福島さくら燃料サービス（本社）

・石油製品、液化石油ガスの販売、ガソリンスタンドの経営

電 話 番 号 ０２４－９６２－０６７７

〒９６３－０２１１ 郡山市片平町字木藤田５３

≪子会社≫
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□㈱ＪＡ福島さくら協同サービス（本社）

・総合葬祭事業

電 話 番 号 ０２４６－２４－３１２１

〒９７０－８０２６ いわき市平字九品寺町１－８－２

□㈱ＪＡ福島さくら協同サービス（いわき支社）

・総合葬祭事業

電 話 番 号 ０２４６－２５－９９９９

〒９７０－８０２６ いわき市平字九品寺町１－８－２

□㈱ＪＡ福島さくら協同サービス（郡山たむら支社）

・総合葬祭事業

電 話 番 号 ０１２０－１２－９８３２

〒９６３－８０５２ 郡山市八山田１－３

□㈱ＪＡアグリサポートたむら

・穀類、野菜類、果樹等、水稲、たばこ育苗・野菜苗の生産及び販売

電 話 番 号 ０２４７－８２－６１７２

〒９６３－４３９６ 田村市船引町船引字南町通１６０

□㈱ＪＡ新聞センターたむら

・日刊新聞及び書籍・雑誌の販売

電 話 番 号 ０２４７－８２－１２２０

〒９６３－４３１２ 田村市船引町船引字南町通１５５－１

□㈱ＪＡ和牛ファーム福島さくら

・畜産経営

電 話 番 号（本社）０２４７－６７－１４８８

（農場）０２４７―６１－７２１０

〒９６３－４６０２ 田村市常葉町常葉字上野２
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ＪＡバンクは、全国のＪＡ・信連・農林中央金庫（ＪＡバンク会員）で構成するグループの

名称です。

組合員・利用者の皆さまに、便利で安心な金融機関としてご利用いただけるよう、ＪＡバン

ク会員の総力を結集し、実質的にひとつの金融機関として活動する「ＪＡバンクシステム」を

運営しています。

「ＪＡバンクシステム」は、「破綻未然防止システム」と、「一体的事業運営」を２つの柱

としています。

⑵ 系統セーフティネット（貯金者保護の取り組み）

「ＪＡバンクシステム」の仕組み

当ＪＡの貯金は、ＪＡバンク独自の制度である「破綻未然防止システム」と公的制度である

「貯金保険制度（農水産業協同組合貯金保護制度）」との２重のセーフティネットで守られて

います。
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「破綻未然防止システム」は、ＪＡバンク全体としての信頼性を確保するための仕組みです。

再編強化法（農林中央金庫及び特定農業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関する

法律）に基づき、「ＪＡバンク基本方針」を定め、ＪＡ経営上の問題点の早期発見・早期改善

のため、国の基準よりもさらに厳しいＪＡバンク独自の自主ルール基準（達成すべき自己資本

比率の水準、体制整備など）を設定しています。

また、ＪＡバンク全体で個々のＪＡの経営状況をチェックすることにより適切な経営改善指

導を行います。会員より経営管理資料の提出を受け、一定の基準に該当したＪＡ等の経営内容

を点検することによって、問題を早期に発見し、早期是正措置よりも早い段階で経営改善に向

けた指導を行います。

「破綻未然防止システム」の機能

良質で高度な金融サービスを提供するため、ＪＡバンクとして商品開発力・提案力の強化、

共同運営システムの利用、全国統一のＪＡバンクブランドの確立等の一体的な事業運営の取り

組みをしています。

「一体的な事業運営」の実施

貯金保険制度とは、農水産業協同組合が貯金などの払い戻しができなくなった場合などに、

貯金者を保護し、また資金決済の確保を図ることによって、信用秩序の維持に資することを目

的とする制度で、銀行、信金、信組、労金などが加入する「預金保険制度」と同様な制度です。

貯金保険制度

破綻未然防止システム

ＪＡバンクの健全性を確保し、ＪＡ等の経営破綻を未然に防止するためのＪＡバンク独自の制度です。具体

的には、⑴個々のＪＡ等の経営状況についてチェック（モニタリング）を行い、問題点を早期に発見、⑵経営破

綻に至らないよう、早め早めに経営改善等を実施、⑶全国のＪＡバンクが拠出した「ＪＡバンク支援基金」等を

活用し、個々のＪＡの経営健全性維持のために必要な資本注入などの支援を行います。

貯金保険制度（農水産業協同組合貯金保険制度）

貯金保険制度とは、農水産業協同組合が貯金等の払出しができなくなった場合などに、貯金者等を保護し、ま

た、資金決済の確保を図ることによって、信用秩序の維持に資することを目的とする制度です。
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決算の状況Ⅰ

【経営資料】

１．貸借対照表（２事業年度分） （単位：千円）

金 額

科 目 平成３０年度末
（平成３１年２月２８日現在）

平成２９年度末
（平成３０年２月２８日現在）

金 額

科 目 平成３０年度末
（平成３１年２月２８日現在）

平成２９年度末
（平成３０年２月２８日現在）

（資産の部）
６６２，０３９，３３４６６０，４４７，３３０１．信用事業資産
３，７３６，９８１４，５９８，６０６⑴現 金

５１１，２５６，２６７５２４，００３，９２７⑵預 金
５１１，１７５，４７５５２３，７７１，９３８系 統 預 金

８０，７９１２３１，９８９系 統 外 預 金
２１，３０７，４２３１７，４０８，２９５⑶有 価 証 券
７，２５１，０１０７，５２５，６５０国 債
９，２３８，０６３７，６１２，０７５地 方 債
３，３７７，７１０６０８，６３０政 府 保 証 債

－１００，１６０金 融 債
１，４４０，６４０１，５６１，７８０社 債

１２２，８２１，５４７１１１，６１７，５０３⑷貸 出 金
３，４１０，６３５３，４２０，３９１⑸その他信用事業資産
３，３４４，５８３３，３３９，０６６未 収 収 益
６６，０５２８１，３２５その他の資産
４５８，６４６４９２，９９６⑹債 務 保 証 見 返
△９５２，１６８△１，０９４，３９１⑺貸 倒 引 当 金
５０，５５６６７９，１２８２．共済事業資産
４１，８７０６６４，７９８⑴共 済 貸 付 金
９６７７，４１７⑵共 済 未 収 利 息

７，７２１６，９４６⑶その他共済事業資産
△２△３３⑷貸 倒 引 当 金

６，８７８，９９５６，７４１，５３６３．経済事業資産
１７５－⑴受 取 手 形

１，７９４，５８２１，８０８，５７３⑵経済事業未収金
１２３，２７３３１５，９２４⑶経 済 受 託 債 権

４，７４０，１４４４，３９３，３８７⑷棚 卸 資 産
５６１，７４１５７８，２９３購 買 品

４，１５６，９８２３，７５６，９９０販 売 品
－２，７８８宅 地 等

２１，４２０５５，３１５その他棚卸資産
２６２，５４７２６６，３６９⑸その他経済事業資産
△４１，７２８△４２，７１７⑹貸 倒 引 当 金
７７４，４９９１，１２７，３０８４．雑資産

１２，１３８，１９２１２，４５４，９５４５．固定資産
１２，００２，６２２１２，３０２，１７９⑴有 形 固 定 資 産
１７，７８８，７００１７，６６９，８５０建 物
２，３０６，４８５２，１５８，０７６機 械 装 置
４，２３４，１５５４，２４２，２１７土 地
２９，１５０２９，１５０リ ー ス 資 産
９，２２１－建 設 仮 勘 定

３，３１０，７８４３，３５５，００７その他の有形固定資産
△１５，６７５，８７４△１５，１５２，１２２減価償却累計額

１３５，５６９１５２，７７４⑵無 形 固 定 資 産
２３，４３５，８８９２３，３９４，２１２６．外部出資
２３，４５８，８７３２３，４２２，５３３⑴外 部 出 資
２２，３１８，６２５２２，３１８，６２５系 統 出 資
８００，３３８７９３，９９８系 統 外 出 資
３３９，９１０３０９，９１０子会社等出資
△２２，９８４△２８，３２１⑵外部出資等損失引当金
５１５，５４９６０８，８７０７．繰延税金資産

７０５，８３３，０１７７０５，４５３，３４０資産の部合計

（負債の部）
６５９，９９２，７７０６５９，７１５，８３９１．信用事業負債
６５１，８９４，５８６６５２，０７４，４６６⑴貯 金
４，４５４，６４３４，４６６，２６０⑵借 入 金
３，１８４，８９４２，６８２，１１６⑶その他の信用事業負債
１６４，３１９２０７，６０３未 払 費 用

３，０２０，５７５２，４７４，５１２その他の負債
４５８，６４６４９２，９９６⑷債 務 保 証

２，２９７，７８６２，８４１，３９９２．共済事業負債
４２，０６１６５４，２５９⑴共 済 借 入 金

１，２４６，６６７１，１３５，４１１⑵共 済 資 金
９６７７，４１７⑶共 済 未 払 利 息

９９８，４９０１，０３７，４３８⑷未経過共済付加収入
４，２２３３，８５３⑸共 済 未 払 費 用
５，３７７３，０１９⑹その他の共済事業負債

４，４５５，０４２４，３０９，０７３３．経済事業負債
７９７，３２４８７８，８７７⑴経済事業未払金

３，６３８，８９２３，４０５，３５５⑵経 済 受 託 債 務
１８，８２５２４，８３９⑶その他の経済事業負債

１，３０６，３７９１，６４９，８３９４．雑負債
１６０，０９５６１２，８９３⑴未 払 法 人 税 等
３，８０１８，０５２⑵リ ー ス 債 務
１６４，７２７１０，７６６⑶資 産 除 去 債 務
９７７，７５５１，０１８，１２６⑷そ の 他 の 負 債

３，５２２，８８７３，８２４，１５３５．諸引当金
９９，５１５１４１，０８５⑴賞 与 引 当 金

１，５７０，６２３１，７６２，６０７⑵退職給付引当金
１４０，０４１１２０，５２０⑶役員退職慰労引当金
１０，５１８１９，１８１⑷ポイント引当金

１，７０２，１８８１，７８０，７５８⑸災害損失引当金
３３５，９９４３３７，１０２６．再評価に係る繰延税金負債

６７１，９１０，８６０６７２，６７７，４０７負債の部合計
（純資産の部）

３２，８７５，８７８３１，７０６，４７６１．組合員資本
８，８１６，５８４８，６７６，８３１⑴出 資 金

２６８２６８⑵資 本 準 備 金
２４，１１９，３４０２３，０９６，０４７⑶利 益 剰 余 金
８，１００，７８４７，８００，７８４利 益 準 備 金
１６，０１８，５５６１５，２９５，２６３その他利益剰余金
３，３９７，６４１３，０９７，６４１金融事業基盤強化積立金
５，１１７，８３０５，２４０，７７４経営安定化積立金
１７６，０００１７６，０００ＪＡ福島信連解散記念地域農業振興積立金
６９，５８１６９，５８１被災ＪＡ財政支援積立金
５５９，８０７２５９，８０７施設整備積立金
５０，０００５０，０００経済事業基盤強化積立金
１０，０００１０，０００家の光文化賞記念積立金

１，３７１，０００１，３７１，０００震災復興積立金
２，５６５２，５６５肥料供給価格安定積立金
５８，０７１８７，１６５旧たむら農協農業振興・地域社会振興積立金
３，６５０３，９８０耕作放棄地再生支援事業積立金
５，５１７７，０９６プレミアムあさか舞生産積立金
２５５，３９１３９７，３９０ＪＡいわき市地域農業振興・生活支援積立金

２，２３７，７９９２，２３７，７９９特 別 積 立 金
２，７０３，６９９２，２８４，４６０当期未処分剰余金

（１，２４０，１２２）（１，４６８，６８９）（うち当期剰余金）
△６０，３１４△６３，９６４⑷処 分 未 済 持 分
１，０４６，２７８１，０６９，４５６２．評価・換算差額等
３７６，８０５４００，２７７⑴その他有価証券評価差額金
６６９，４７２６６９，１７８⑵土地再評価差額金

３３，９２２，１５６３２，７７５，９３２純資産の部合計

７０５，８３３，０１７７０５，４５３，３４０負債及び純資産の部合計
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２．損益計算書（２事業年度分） （単位：千円）

金 額

科 目 平成３０年度
（平成３０年３月１日～
平成３１年２月２８日まで）

平成２９年度
（平成２９年３月１日～
平成３０年２月２８日まで）

金 額

科 目 平成３０年度
（平成３０年３月１日～
平成３１年２月２８日まで）

平成２９年度
（平成２９年３月１日～
平成３０年２月２８日まで）

１０，１１６，９２６１０，５０８，２４９１．事業総利益
５，３８７，３３８５，３８０，９３０（１） 信 用 事 業 収 益
５，１２５，６９３５，１０４，３５４資 金 運 用 収 益
（２，８６７，７７８）（２，８９２，０８６）（ う ち 預 金 利 息 ）
（１９３，７３０）（２０７，８６５）（うち有価証券利息）
（１，７１９，２１４）（１，６６９，１３４）（ う ち 貸 出 金 利 息 ）
（３４４，９６９）（３３５，２６７）（うちその他受入利息）
１７３，２１９１６８，９４４役 務 取 引 等 収 益
８８，４２５１０７，６３１そ の 他 経 常 収 益
８７８，７３６７８８，６１２（２） 信 用 事 業 費 用
２５９，０４２２８２，９７８資 金 調 達 費 用

（２５４，７１０）（２７５，９６２）（ う ち 貯 金 利 息 ）
（３，４９１）（６，０２４）（うち給付補填備金繰入）
（８３９）（９９２）（ う ち 借 入 金 利 息 ）

－８８，２５３その他事業直接費用
６１９，６９４４１７，３８０そ の 他 経 常 費 用

（△８，２７４）（△８６，５１２）（うち貸倒引当金戻入益）
（７，１７１）（１，４５７）（うち貸出金売却損）
４，５０８，６０１４，５９２，３１８信用事業総利益
３，６７８，８１９３，７６７，１５５（３） 共 済 事 業 収 益
３，４４６，０２４３，５３２，４２３共 済 付 加 収 入

７，６０２１５，５５２共 済 貸 付 金 利 息
２２５，１９２２１９，１７９そ の 他 の 収 益
２５７，３４６２７０，０６８（４） 共 済 事 業 費 用
７，５８２１５，５４９共 済 借 入 金 利 息
２０５，０９３２０６，２５７共 済 推 進 費
２２，７３０２６，７４８共 済 保 全 費
２１，９３９２１，５１３そ の 他 の 費 用

－（２２）（うち貸倒引当金繰入額）
(△３０)－（うち貸倒引当金戻入益）

３，４２１，４７３３，４９７，０８６共済事業総利益
９，７４５，１４７９，６０７，７８４（５） 購 買 事 業 収 益
９，６３６，９５３９，４９８，９３７購 買 品 供 給 高
５２，１９０４９，９１２修 理 サ ー ビ ス 料
５６，００４５８，９３５そ の 他 の 収 益

８，５８１，８９０８，４２６，９６５（６） 購 買 事 業 費 用
８，３８２，８６０８，２３６，７０１購 買 品 供 給 原 価
１１３，０７８１１３，４０８購 買 供 給 費
７，４９９７，５１０修 理 サ ー ビ ス 費
７８，４５１６９，３４４そ の 他 の 費 用
（１，６９７）－（うち貸倒引当金繰入額）

－（△１３，６６９）（うち貸倒引当金戻入益）
１，１６３，２５７１，１８０，８１９購買事業総利益
６，６８８，５５９５，９６９，４４３（７） 販 売 事 業 収 益
５，８４３，６８９５，２０２，５１２販 売 品 販 売 高
３８７，７９３４０３，５０７販 売 手 数 料
４５７，０７６３６３，４２２そ の 他 の 収 益

５，８４７，６６５５，２３２，４２９（８） 販 売 事 業 費 用
５，１８１，９９１４，４６８，１９５販 売 品 販 売 原 価
４２０，６７１３１４，２０５販 売 費
２４５，００２４５０，０２８そ の 他 の 費 用

－（１５５）（うち貸倒引当金繰入額）
（△１，０５４）－（うち貸倒引当金戻入益）
８４０，８９４７３７，０１４販売事業総利益
８１，９３９６５，７５４（９） 保 管 事 業 収 益
４４，６５６３５，２５６（１０） 保 管 事 業 費 用
３７，２８２３０，４９８保管事業総利益
６６８，３９３６４２，７１５（１１） 利 用 事 業 収 益
５４３，１０２５１３，１５２（１２） 利 用 事 業 費 用
１２５，２９１１２９，５６３利用事業総利益
３１，９０８２７，１７９（１３） 旅 行 事 業 収 益
６，２１９７，６５０（１４） 旅 行 事 業 費 用
２５，６８８１９，５２９旅行事業総利益

当組合は、平成２８年３月１日にいわき市農業協同組合、郡山市農業協同組合、たむら農業協同組合、いわき中部農
業協同組合、ふたば農業協同組合が合併していることから、平成２７年度以前の数値については、存続組合であるいわき
市農業協同組合の数値を記載しております。（以下の開示項目についても同様）

１，１１３，１９７１，１０１，６６８（１５） 福 祉 事 業 収 益
９２３，０７７９２９，３８８（１６） 福 祉 事 業 費 用
（２５）（５３）（うち貸倒引当金繰入額）

１９０，１２０１７２，２７９福祉事業総利益
９５３８６１（１７）農用地利用調整事業収益
４１８６５６（１８）農用地利用調整事業費用
５３４２０５農用地利用調整事業総利益

３４５，８９９５５０，６０４（１９） そ の 他 事 業 収 益
３２３，９１０３５８，６９６（２０） そ の 他 事 業 費 用
２１，９８８１９１，９０８その他事業総利益
２３８，４８３９９６，５４８（２１） 指 導 事 業 収 入
４５６，６８９１，０３９，５２０（２２） 指 導 事 業 支 出
△２１８，２０６△４２，９７１指導事業収支差額
９，４１５，４８９９，５９５，３６２２．事業管理費
６，３８１，６２０６，５３４，６６６（１） 人 件 費
８８１，０８６８７３，２２６（２） 業 務 費
３４０，０８８３５９，３９１（３） 諸 税 負 担 金

１，８０６，４０２１，８２０，０８５（４） 施 設 費
６，２９１７，９９１（５） そ の 他 費 用
７０１，４３６９１２，８８７事業利益
６４６，２６３６３８，１７９３．事業外収益
１１，４９８１１，６３８（１） 受 取 雑 利 息
３０５，８４３２９９，３９２（２） 受 取 出 資 配 当 金
１０４，２６６１０９，３９２（３） 賃 貸 料
１０，０５５７，８６４（４） 償 却 債 権 取 立 益
１４，６７０－（５） 災害損失引当金戻入益
１９９，９３０２０９，８９０（６） 雑 収 入
２８６，１５８１４７，５７７４．事業外費用
１８，９８６１，０８８（１） 寄 付 金
３６，３５２１９，０２０（２） 賃 貸 費 用
１７１，０９３－（３） 地域農業振興・生活支援費用
５９，７２６１２７，４６８（４） 雑 損 失

（△３，７７４）（△３，３９２）（うち貸倒引当金戻入益）
１，０６１，５４２１，４０３，４８９経常利益
９９７，６２８１，４８１，０３４５．特別利益
３，０６５２５，９４６（１） 固 定 資 産 処 分 益
１９，２４５５９，６０７（２） 一 般 補 助 金
２４５，３１３１，１７３，５８９（３） 受 取 損 害 賠 償 金
６７６，６８４－（４） 受 取 収 用 補 償 金

－２０５，８０２（５） 災害損失引当金戻入益
５３，３１９１６，０８９（６） そ の 他 の 特 別 利 益
４９５，５２５８２６，５８１６．特別損失
３９，４６６２，２９４（１） 固 定 資 産 処 分 損
１９，２４５５９，６０７（２） 固 定 資 産 圧 縮 損
６１，９０３５９，２２５（３） 減 損 損 失
２４６，６２６１２４，５３３（４） 損 害 賠 償 関 連 費 用

－５７３，４７５（５） 災害損失引当金繰入額
１２８，２８４－（６） 資産除去債務関連費用

－７，４４５（７） そ の 他 の 特 別 損 失
１，５６３，６４５２，０５７，９４２税引前当期利益
２２２，５４８６７４，０２９法人税・住民税及び事業税

－△８，４７７過年度法人税等還付税額
１００，９７４△７６，２９８法人税等調整額
３２３，５２２５８９，２５３法人税等合計

１，２４０，１２２１，４６８，６８９当 期 剰 余 金
１，１０８，６９８８９９，３８８当 期 首 繰 越 剰 余 金

－△２６３，７６８会計方針の変更による累積的影響額
１８２，１６９５９，２２５経営安定化積立金取崩額
△２９３１３，２９０土地再評価差額金取崩額
３３０１，２４２耕作放棄地再生支援事業積立金取崩額

１，５７８６５５プレミアムあさか舞生産積立金取崩額
１４１，９９９８１，９０２ＪＡいわき市地域農業振興・生活支援積立金取崩額
２９，０９３２３，８３４旧たむら農協農業振興・地域社会振興積立金取崩額

２，７０３，６９９２，２８４，４６０当 期 未 処 分 剰 余 金
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３．注記表（２事業年度分）

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法

①満期保有目的の債券：償却原価法（定額法）

②子会社株式：移動平均法による原価法

③その他有価証券

ア．時価のあるもの：期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）

イ．時価のないもの：移動平均法による原価法

なお、取得価額と債券金額との差額のうち金

利調整と認められる部分については償却原価法

による取得価額の修正を行っています。

⑵ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

購買品：売価還元法による低価法

販売品：総平均法による原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）

主な販売品（買取米）

その他の棚卸資産：総平均法による原価法（収益

性の低下による簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法

⑴ 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、平成１０年

４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除

く）並びに平成２８年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については、定額法を採用し

ています。

⑵ 無形固定資産

定額法によっています。

⑶ リース資産

①所有権移転ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法

と同一の方法

②所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法により処理しています。

３．引当金の計上基準

⑴ 貸倒引当金

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法

①満期保有目的の債券：償却原価法（定額法）

②子会社株式：移動平均法による原価法

③その他の有価証券

ア．時価のあるもの：期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）

イ．時価のないもの：移動平均法による原価法

なお、取得価額と債券金額との差額のうち金

利調整と認められる部分については償却原価法

による取得価額の修正を行っています。

⑵ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

購買品：売価還元法による低価法

販売品：総平均法による原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）

宅地等：個別法による原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）

その他の棚卸資産：総平均法による原価法（収益

性の低下による簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法

⑴ 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、平成１０年

４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除

く）並びに平成２８年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については、定額法を採用し

ています。

⑵ 無形固定資産

定額法によっています。

⑶ リース資産

①所有権移転ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法

と同一の方法

②所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法により処理しています。

３．引当金の計上基準

⑴ 貸倒引当金
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貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産査定

規程、経理規程及び資産の償却・引当規程に則り、

次のとおり計上しています。

破産、特別清算等法的に経営破綻に事実が発生

している債務者（破綻先）に係る債権及びそれと

同等の状況にある債務者（実質破綻先）に係る債

権については、債権額から、担保の処分可能見込

額及び保証による回収可能見込額を控除し、その

残額を計上しています。

また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経

営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者

（破綻懸念先）に係る債権については、債権額か

ら担保の処分可能見込額及び保証による回収が可

能と認められる額を控除し、その残額のうち、債

務者の支払能力を総合的に判断して必要と認めら

れる額を計上しています。

破綻懸念先に対する債権のうち債権の元本の回

収に係るキャッシュ・フローを合理的に見積もる

ことができる債権については、当該キャッシュ・

フローと債権の帳簿価額から担保の処分可能見込

額及び保証による回収可能見込額を控除した残額

との差額を引き当てています。

上記以外の債権については、貸倒実績率等で算

定した金額で計上しています。

すべての債権は、資産査定規程に基づき、資産

査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立

した査定監査部署が査定結果を監査しており、そ

の査定結果に基づいて上記の引当を行っています。

⑵ 賞与引当金

職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額のうち当事業年度負担分を計上してい

ます。

⑶ 退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度に発生していると認められる額を

計上しています。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額

を当事業年度までの期間に帰属させる方法につい

ては、期間定額基準によっています。

貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産査定

規程、経理規程及び資産の償却・引当規程に則り、

次のとおり計上しています。

破産、特別清算等法的に経営破綻に事実が発生

している債務者（破綻先）に係る債権及びそれと

同等の状況にある債務者（実質破綻先）に係る債

権については、債権額から、担保の処分可能見込

額及び保証による回収可能見込額を控除し、その

残額を計上しています。

また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経

営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者

（破綻懸念先）に係る債権については、債権額か

ら担保の処分可能見込額及び保証による回収が可

能と認められる額を控除し、その残額のうち、債

務者の支払能力を総合的に判断して必要と認めら

れる額を計上しています。

破綻懸念先に対する債権のうち債権の元本の回

収に係るキャッシュ・フローを合理的に見積もる

ことができる債権については、当該キャッシュ・

フローと債権の帳簿価額から担保の処分可能見込

額及び保証による回収可能見込額を控除した残額

との差額を引き当てています。

上記以外の債権については、貸倒実績率等で算

定した金額で計上しています。

すべての債権は、資産査定規程に基づき、資産

査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立

した査定監査部署が査定結果を監査しており、そ

の査定結果に基づいて上記の引当を行っています。

⑵ 賞与引当金

職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額のうち当事業年度負担分を計上してい

ます。

⑶ 退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度に発生していると認められる額を

計上しています。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額

を当事業年度までの期間に帰属させる方法につい

ては、期間定額基準によっています。
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②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理

方法

数理計算上の差異については、合併以前に発生

し承継した未認識額は、合併前の処理方法を継続

し、定率法で１０年での償却とし、また、平成２８年

度以降に発生する数理計算上の差異については、

各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（１０年）による定額法によ

り按分した額により、それぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することとしています。

過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定額法

により費用処理しています。

⑷ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰

労金引当規程に基づく期末要支給額を計上してい

ます。

⑸ 外部出資等損失引当金

当組合の外部出資先への出資に係る損失に備え

るため、出資形態が株式のものについては有価証

券の評価と同様の方法により、株式以外のものに

ついては貸出債権と同様の方法により、必要と認

められる額を計上しています。

⑹ ポイント引当金

事業利用の促進を目的とする総合ポイント制度

に基づき組合員・利用者に付与したポイントの使

用による費用発生に備えるため、当事業年度末に

おいて将来使用されると見込まれる額を計上して

います。

⑺ 災害損失引当金

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災に伴

う復旧費用等の支出に備えるため、その見積額を

計上しています。

４．消費税及び地方消費税の会計処理の方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっています。ただし、固定資産にかかる控除

対象外消費税等は「雑資産」に計上し、５年間で

均等償却を行っています。

５．決算書類に記載した金額の端数処理の方法

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示してお

り、金額千円未満の科目については「０」で表示

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理

方法

数理計算上の差異については、合併以前に発生

し承継した未認識額は、合併前の処理方法を継続

し、定率法で１０年での償却とし、また、平成２８年

度以降に発生する数理計算上の差異については、

各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（１０年）による定額法によ

り按分した額により、それぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することとしています。

過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定額法

により費用処理しています。

⑷ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰

労金引当規程に基づく期末要支給額を計上してい

ます。

⑸ 外部出資等損失引当金

当組合の外部出資先への出資に係る損失に備え

るため、出資形態が株式のものについては有価証

券の評価と同様の方法により、株式以外のものに

ついては貸出債権と同様の方法により、必要と認

められる額を計上しています。

⑹ ポイント引当金

事業利用の促進を目的とする総合ポイント制度

に基づき組合員・利用者に付与したポイントの使

用による費用発生に備えるため、当事業年度末に

おいて将来使用されると見込まれる額を計上して

います。

⑺ 災害損失引当金

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災に伴

う復旧費用等の支出に備えるため、その見積額を

計上しています。

４．消費税及び地方消費税の会計処理の方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっています。ただし、固定資産にかかる控除

対象外消費税等は「雑資産」に計上し、５年間で

均等償却を行っています。

５．決算書類に記載した金額の端数処理の方法

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示してお

り、金額千円未満の科目については「０」で表示
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しております。

Ⅱ 貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産に係る圧縮記帳額

国庫補助金の受入により、有形固定資産の取得

価額から控除している圧縮記帳累計額は４，１０９，８２５

千円であり、その内訳は次のとおりです。

○建物 ２，０４５，７０５千円 ○構築物 １６７，３６６千円

○機械装置 １，７９６，２８４千円

○車両運搬具 １８，２３４千円

○器具・備品 ８２，２３６千円

２．担保に供している資産等

担保に供している資産は以下のとおりです。

しております。

Ⅱ 会計方針の変更に関する注記

（販売高計上基準の変更）

当組合における棚卸資産（買取米）については、

従来、販売先からの入金状況や販売先との取引内

容などを勘案して決算期末までに所有権を移転す

ることができると判断した時点で収益を認識して

おりましたが、当事業年度より出荷の事実に応じ

て販売高を計上する方法に変更しました。

これは、今後、米買取方式の取扱いが増加する

ことが見込まれることに加え、今後新しい収益認

識に関する会計基準等が適用されることに伴い販

売先との契約内容及び倉庫保管体制の実情を踏ま

えて検討した結果、客観的な出荷という事実をよ

り重視して収益を認識することが適当と判断した

ものであります。

当該会計方針の変更は遡及適用され、当事業年

度の期首の純資産に対する累積的影響額が反映さ

れたことにより、利益剰余金の当事業年度の期首

残高は２６３，７６８千円減少しております。

Ⅲ 貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産に係る圧縮記帳額

国庫補助金の受入により、有形固定資産の取得

価額から控除している圧縮記帳累計額は４，０９０，５８０

千円であり、その内訳は次のとおりです。

○建物 ２，０４５，７０５千円 ○構築物 １４８，１２１千円

○機械装置 １，７９６，２８４千円

○車両運搬具 １８，２３４千円

○器具・備品 ８２，２３６千円

２．担保に供している資産等

担保に供している資産は以下のとおりです。

担保に係る債務担保に供している資産

期末残高内 容担保権の種類期末帳簿価額種類

―市公金

根質権
（郡山市収納代
理金融機関事務
取扱担保ほか）

１２，６００千円
定期
預金

―
未決済
為 替

根質権
（為替決済担保）

２５，４１０，０００千円
定期
預金

４，４００，０００千円
手 形
借入金

質 権４，７００，０００千円
定期
預金

担保に係る債務担保に供している資産

期末残高内 容担保権の種類期末帳簿価額種類

―市公金

根質権
（郡山市収納代
理金融機関事務
取扱担保ほか）

７，６００千円
定期
預金

―
未決済
為 替

根質権
（為替決済担保）

２５，４１０，０００千円
定期
預金

４，４００，０００千円
手 形
借入金

質 権４，７００，０００千円
定期
預金
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３．子会社に対する金銭債権及び金銭債務の総額

⑴子会社に対する金銭債権の総額 ８８１，０４８千円

⑵子会社に対する金銭債務の総額１，６７４，７４４千円

４．役員との間の取引による役員に対する金銭債

権の総額

理事び監事に対する金銭債権 ２２０，５３７千円

５．貸出金のうちリスク管理債権の合計額及びその内訳

貸出金のうち、破綻先債権額は８，５０８千円、延

滞債権額は２，６０８，０９７千円です。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息支払の遅

延が相当期間継続していることその他の事由によ

り元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがない

ものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸

倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計

上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令

（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイ

からホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定す

る事由が生じている貸出金です。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金で

あって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支

援を図ることを目的として利息の支払を猶予した

貸出金以外の貸出金です。

貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額はありま

せん。

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息

の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延し

ている貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当し

ないものです。

貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は３，０４０千

円です。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再

建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払い猶予、元本の返済猶予、債権放棄そ

の他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金

で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権

に該当しないものです。

破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債

権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は

２，６１９，６４５千円です。

なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除

前の金額です。

３．子会社に対する金銭債権及び金銭債務の総額

⑴子会社に対する金銭債権の総額 ９８０，１１１千円

⑵子会社に対する金銭債務の総額１，４９９，７４６千円

４．役員との間の取引による役員に対する金銭債

権の総額

理事び監事に対する金銭債権 ２３７，６１３千円

５．貸出金のうちリスク管理債権の合計額及びその内訳

貸出金のうち、破綻先債権額は１２，１４５千円、延

滞債権額は１，８５７，７３９千円です。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息支払の遅

延が相当期間継続していることその他の事由によ

り元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがない

ものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸

倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計

上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令

（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイ

からホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定す

る事由が生じている貸出金です。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金で

あって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支

援を図ることを目的として利息の支払を猶予した

貸出金以外の貸出金です。

貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額はありま

せん。

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息

の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延し

ている貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当し

ないものです。

貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は４，５６０千

円です。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再

建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払い猶予、元本の返済猶予、債権放棄そ

の他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金

で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権

に該当しないものです。

破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債

権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は

１，８７４，４４４千円です。

なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除

前の金額です。
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６．土地の再評価に関する法律に基づく再評価

「土地の再評価に関する法律」（平成１０年３月

３１日公布法律第３４号）及び「土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律」（平成１１年３月３１

日公布法律第２４号）に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、再評価差額については、当該評価差

額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負

債」として負債の部に計上し、これを控除した金

額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計

上しています。

・再評価を行った年月日 平成１２年２月２９日

・再評価を行った土地の当事業年度末における時

価の合計額が再評価後の帳簿価格の合計額を下

回る金額７３３，９８０千円

・同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年

３月３１日公布政令第１１９号）第２条第３号に定

める、当該事業用土地について地方税法第３４１

条第１０号の土地課税台帳又は同条第１１号の土地

補充課税台帳に登録されている価格（固定資産

税評価額）並びに土地の再評価に関する法律施

行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第

２条第４号に定める、当該事業用土地について

地価税法第１６条に規定する地価税の課税価格の

計算の基礎となる土地の価格を算定するために

国税庁長官が定めて公表した方法により算定し

た価格（路線価）に合理的な調整を行って算出

した価格及び土地の再評価に関する法律施行令

（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条

第５号に定める、不動産鑑定士による鑑定評価

額としています。

なお、合併により承継しました旧いわき市農

業協同組合（旧遠野町農業協同組合を除く）お

よび旧いわき中部農業協同組合の土地について

は、土地の再評価を行っていません。

Ⅲ 損益計算書に関する注記

１．子会社との取引高の総額

⑴子会社との取引による収益総額 ３１５，９５２千円

うち事業取引高 １５４，４１４千円

うち事業取引以外の取引高 １６１，５３８千円

⑵子会社との取引による費用総額 １６１，６６３千円

６．土地の再評価に関する法律に基づく再評価

「土地の再評価に関する法律」（平成１０年３月

３１日公布法律第３４号）及び「土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律」（平成１１年３月３１

日公布法律第２４号）に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、再評価差額については、当該評価差

額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負

債」として負債の部に計上し、これを控除した金

額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計

上しています。

・再評価を行った年月日 平成１２年２月２９日

・再評価を行った土地の当事業年度末における時

価の合計額が再評価後の帳簿価格の合計額を下

回る金額７４１，８５７千円

・同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年

３月３１日公布政令第１１９号）第２条第３号に定

める、当該事業用土地について地方税法第３４１

条第１０号の土地課税台帳又は同条第１１号の土地

補充課税台帳に登録されている価格（固定資産

税評価額）並びに土地の再評価に関する法律施

行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第

２条第４号に定める、当該事業用土地について

地価税法第１６条に規定する地価税の課税価格の

計算の基礎となる土地の価格を算定するために

国税庁長官が定めて公表した方法により算定し

た価格（路線価）に合理的な調整を行って算出

した価格及び土地の再評価に関する法律施行令

（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条

第５号に定める、不動産鑑定士による鑑定評価

額としています。

なお、合併により承継しました旧いわき市農

業協同組合（旧遠野町農業協同組合を除く）お

よび旧いわき中部農業協同組合の土地について

は、土地の再評価を行っていません。

Ⅳ 損益計算書に関する注記

１．子会社との取引高の総額

⑴子会社との取引による収益総額 ２６９，７４４千円

うち事業取引高 １６２，４９７千円

うち事業取引以外の取引高 １０７，２４７千円

⑵子会社との取引による費用総額 １６３，０６９千円
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うち事業取引高 １６１，６１３千円

うち事業取引以外の取引高 ５０千円

２．減損会計に関する注記

⑴ 資産をグルーピング化した方法の概要及び減

損損失を認識した資産又は資産グループの概要

当組合は、場所別の管理会計上の区分を基本に、

郡山地区は信用・共済・購買事業を支店ごとに、

たむら、いわき、ふたば地区は信用・共済事業を

支店ごとに、給油所、ガスセンター、葬祭施設は

店舗ごとに、福祉施設は地区ごとに一般資産とし

てグルーピングしています。

本店は全体の共用資産とし、地区本部、営農経

済センター、農業関連施設（カントリーエレベー

タ・選果場）、及び直売所は、地理的に区分した

組合員のＪＡの事業利用を促進することで、各地

区の一般資産のキャッシュ・フローの生成に寄与

していると考えられるため、地区ごとの共用資産

としています。賃貸資産および遊休資産は物件ご

とにグルーピングしています。

当事業年度に減損を計上した固定資産は、以下

のとおりです。

⑵ 減損の認識に至った経緯

①の営業用店舗

該当店舗の営業収支が２期連続赤字であると同

時に、短期的に業績の回復が見込まれないことか

ら、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失して認識しました。

②の営業用店舗

該当グループの営業収支が２期連続赤字である

と同時に、短期的に業績の回復が見込まれないこ

とから、グループの帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失して認識しました。

うち事業取引高 １５６，９７７千円

うち事業取引以外の取引高 ６，０９２千円

２．減損会計に関する注記

⑴ 資産をグルーピング化した方法の概要及び減

損損失を認識した資産又は資産グループの概要

当組合は、場所別の管理会計上の区分を基本に、

郡山地区は信用・共済・購買事業を支店ごとに、

たむら、いわき、ふたば地区は信用・共済事業を

支店ごとに、給油所、ガスセンター、葬祭施設は

店舗ごとに、福祉施設は地区ごとに一般資産とし

てグルーピングしています。

本店は全体の共用資産とし、地区本部、営農経

済センター、農業関連施設（カントリーエレベー

タ・選果場）、及び直売所は、地理的に区分した

組合員のＪＡの事業利用を促進することで、各地

区の一般資産のキャッシュ・フローの生成に寄与

していると考えられるため、地区ごとの共用資産

としている。賃貸資産および遊休資産は物件ごと

にグルーピングしています。

当事業年度に減損を計上した固定資産は、以下

の通りです。

⑵ 減損の認識に至った経緯

①及び②営業用店舗

該当店舗の営業収支が２期連続赤字であると同

時に、短期的に業績の回復が見込まれないことか

ら、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失して認識しました。

③遊休資産

遊休資産とされ早期処分対象であることから、

処分可能額で評価しその差額を減損損失として認

識しました。

その他種 類用 途場 所

土地及び建物営業用店舗①桜支店

土地及び建物営業用店舗
②西部グループ
（三春支店）

建物及び
建築物等

営業用店舗③内郷支店

建物及び
建築物等

営業用店舗④鹿島支店

業務外
固定資産

建物及び
建築物等

賃貸資産⑤勿来給油所

その他種 類用 途場 所

土地・建物
及び器具備品

営業用店舗①移支店

土地・建物
及び器具備品

営業用店舗②七郷支店

業務外
固定資産

土地遊休資産③小野ＳＳ跡地
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③及び④の営業用店舗、⑤の賃貸資産

該当店舗及び賃貸用固定資産は令和元年度に解

体予定のため、使用範囲又は方法について回収可

能性を著しく低下させる変化があり、減損の兆候

の対象になると考えられ、それぞれの施設の原状

回復費用が回収可能価格を上回るため、帳簿価格

を備忘価格まで減額し、当該減少額を減損損失と

して認識しました。

⑶ 減損損失の金額について、特別損失に計上した

金額と主な固定資産の種類毎の減損損失の内訳

①桜支店 ９，４６８千円

（土地８４８千円、建物８，６１９千円）

②西部グループ （三春支店）１２，１２７千円

（土地２，４１３千円、建物９，７１４千円）

③内郷支店 ８，８０２千円

（建物８，５４４千円、器具・備品１７７千円、無形固定資産８０千円）

④鹿島支店 ７，２６５千円

（建物６，５１０千円、車両運搬具６１５千円、器具・備品１４０千円）

⑤勿来給油所 ２４，２３８千円

（建物１８，７７１千円、構築物１，５０３千円、車両運搬具４２千円、

無形固定資産３，９２１千円）

合 計 ６１，９０３千円

（土地３，２６１千円、建物５２，１６０千円、構築物１，５０３千円、車両運

搬具６５７千円、器具・備品３１７千円、無形固定資産４，００２千円）

⑷ 回収可能性額が正味売却価額の場合にはその

旨及び時価の算出方法、回収可能性額が使用価

値の場合にはその旨及び割引率

①桜支店 正味売却価額を採用

（不動産鑑定評価額）

②西部グループ 正味売却価額を採用

（不動産鑑定評価額）

③内郷支店 正味売却価額を採用

（不動産鑑定評価額）

④鹿島支店 正味売却価額を採用

（不動産鑑定評価額）

⑤勿来給油所 正味売却価額を採用

（不動産鑑定評価額）

Ⅳ 金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

⑴ 金融商品に対する取組方針

当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を

⑶ 減損損失の金額について、特別損失に計上した

金額と主な固定資産の種類毎の減損損失の内訳

①移支店 ２２，７１９千円

（土地５，０５１千円、建物１７，１３７千円、器具備品５３０千円）

②七郷支店 ３１，３０５千円

（土地６，１１０千円、建物２４，４４０千円、器具備品７５５千円）

③小野ＳＳ跡地 ５，２００千円

（土地５，２００千円）

合 計 ５９，２２５千円

（土地１６，３６１千円、建物４１，５７８千円、器具備品１，２８５千円）

⑷ 回収可能性額が正味売却価額の場合にはその

旨及び時価の算出方法、回収可能性額が使用価

値の場合にはその旨及び割引率

①移支店 正味売却可能価額を採用

（不動産鑑定評価額）

②七郷支店 正味売却可能価額を採用

（不動産鑑定評価額）

③小野ＳＳ跡地 正味売却可能価額を採用

（不動産鑑定評価額）

Ⅴ 金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

⑴ 金融商品に対する取組方針

当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を
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原資に、農家組合員や地域内の企業や団体などへ

貸付け、残った余裕金を農林中央金庫へ預けてい

るほか、国債や地方債などの債券等の有価証券に

よる運用を行っています。

⑵ 金融商品の内容及びそのリスク

当組合が保有する金融資産は、主として当組合

管内の組合員等に対する貸出金及び有価証券であ

り、貸出金は、組合員等の契約不履行によっても

たらされる信用リスクに晒されています。

また、有価証券は、主に債券であり、満期保有

目的及び純投資目的(その他有価証券)で保有して

います。これらは発行体の信用リスク、金利の変

動リスク及び市場価格の変動リスクに晒されてい

ます。

⑶ 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスクの管理

当組合は、個別の重要案件又は大口案件につい

ては理事会において対応方針を決定しています。

また、通常の貸出取引については、本店にリスク

管理部保全審査課を設置し各支店と連携を図りな

がら、与信審査を行っています。審査にあたって

は、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還

能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳

格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。

貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図

るため、資産の自己審査を厳正に行っています。

不良債権については管理・回収方針を作成・実施

し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資

産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産

の償却・引当規程」に基づき必要額を計上し、資

産及び財務の健全化に努めています。

② 市場リスクの管理

当組合では、金利リスク、価格変動リスクなど

の市場性リスクを的確にコントロールすることに

より、収益化及び財務の安定化を図っています。

このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバ

ランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の

金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化に

機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めて

います。

とりわけ、有価証券運用については、市場動向

原資に、農家組合員や地域内の企業や団体などへ

貸付け、残った余裕金を農林中央金庫へ預けてい

るほか、国債や地方債などの債券等の有価証券に

よる運用を行っています。

⑵ 金融商品の内容及びそのリスク

当組合が保有する金融資産は、主として当組合

管内の組合員等に対する貸出金及び有価証券であ

り、貸出金は、組合員等の契約不履行によっても

たらされる信用リスクに晒されています。

また、有価証券は、主に債券であり、満期保有

目的及び純投資目的(その他有価証券)で保有して

います。これらは発行体の信用リスク、金利の変

動リスク及び市場価格の変動リスクに晒されてい

ます。

⑶ 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスクの管理

当組合は、個別の重要案件又は大口案件につい

ては理事会において対応方針を決定しています。

また、通常の貸出取引については、本店にリスク

管理部保全審査課を設置し各支店と連携を図りな

がら、与信審査を行っています。審査にあたって

は、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還

能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳

格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。

貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図

るため、資産の自己審査を厳正に行っています。

不良債権については管理・回収方針を作成・実施

し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資

産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産

の償却・引当規程」に基づき必要額を計上し、資

産及び財務の健全化に努めています。

② 市場リスクの管理

当組合では、金利リスク、価格変動リスクなど

の市場性リスクを的確にコントロールすることに

より、収益化及び財務の安定化を図っています。

このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバ

ランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の

金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化に

機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めて

います。

とりわけ、有価証券運用については、市場動向
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や経済見通しなどの投資環境分析及び当組合の保

有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを

考慮し、理事会において運用方針を定めるととも

に、経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開

催して、日常的な情報交換及び意思決定を行って

います。運用部門は、理事会で決定した運用方針

及びＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、

有価証券の売買やリスクヘッジを行っています。

運用部門が行った取引についてはリスク管理部門

が適切な執行を行っているかどうかチェックし定

期的にリスク量の測定を行い経営層に報告してい

ます。

市場リスクに係る定量的情報

（トレーディング目的以外の金融商品）

当組合で保有している金融商品はすべてトレー

ディング目的以外の金融商品です。当組合におい

て、主要なリスク変数である金利リスクの影響を

受ける主たる金融商品は、預金、有価証券のうち

その他有価証券に分類している債券、貸出金、貯

金及び借入金です。

当組合では、これらの金融資産及び金融負債に

ついて、期末後１年程度の金利の合理的な予想変

動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リ

スクの管理にあたっての定量的分析に利用してい

ます。

金利以外のすべてのリスク変数が一定であると

仮定し、当事業年度末現在、指標となる金利が

０．１％上昇したものと想定した場合には、経済価

値が１４，６８７千円減少するものと把握しています。

当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の

場合を前提としており、金利とその他のリスク変

数の相関を考慮していません。

また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動

が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる

可能性があります。

なお、経済価値変動額の計算において、分割実

行案件にかかる未実行金額についても含めて計算

しています。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理

当組合では、資金繰りリスクについては、運

用・調達について月次に資金計画を作成し、安定

や経済見通しなどの投資環境分析及び当組合の保

有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを

考慮し、理事会において運用方針を定めるととも

に、経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開

催して、日常的な情報交換及び意思決定を行って

います。運用部門は、理事会で決定した運用方針

及びＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、

有価証券の売買やリスクヘッジを行っています。

運用部門が行った取引についてはリスク管理部門

が適切な執行を行っているかどうかチェックし定

期的にリスク量の測定を行い経営層に報告してい

ます。

市場リスクに係る定量的情報

（トレーディング目的以外の金融商品）

当組合で保有している金融商品はすべてトレー

ディング目的以外の金融商品です。当組合におい

て、主要なリスク変数である金利リスクの影響を

受ける主たる金融商品は、預金、有価証券のうち

その他有価証券に分類している債券、貸出金、貯

金及び借入金です。

当組合では、これらの金融資産及び金融負債に

ついて、期末後１年程度の金利の合理的な予想変

動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リ

スクの管理にあたっての定量的分析に利用してい

ます。

金利以外のすべてのリスク変数が一定であると

仮定し、当事業年度末現在、指標となる金利が

０．０８％下落したものと想定した場合には、経済価

値が５７，８４６千円減少するものと把握しています。

当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の

場合を前提としており、金利とその他のリスク変

数の相関を考慮していません。

また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動

が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる

可能性があります。

なお、経済価値変動額の計算において、分割実

行案件にかかる未実行金額についても含めて計算

しています。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理

当組合では、資金繰りリスクについては、運

用・調達について月次に資金計画を作成し、安定
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的な流動性の確保に努めています。また、市場流

動性リスクについては、投資判断を行う上での重

要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性

（換金性）を把握したうえで、運用方針などの策

定の際に検討を行っています。

⑷ 金融商品の時価等に関する事項についての補

足説明

金融商品の時価（時価に代わるものを含む）に

は、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな

い場合には合理的に算定された価額（これに準ず

る価額を含む）が含まれています。当該価額の算

定においては一定の前提条件等を採用しているた

め、異なる前提条件等によった場合、当該価額が

異なることもあります。

２．金融商品の時価に関する事項

⑴ 金融商品の貸借対照表計上額及び時価等

当事業年度末における貸借対照表計上額、時価

及びこれらの差額は、次のとおりです。

なお、時価を把握することが極めて困難と認め

られるものについては、次表には含めず⑶に記載

しています。

（＊１）貸出金には、貸借対照表上雑資産に計上し

ている職員厚生貸付金１１０，４３１千円を含めています。

（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別

貸倒引当金を控除しています。

⑵ 金融商品の時価の算定方法

【資 産】

①預金

満期のない預金については、時価は帳簿価額と

近似していることから、当該帳簿価額によってい

的な流動性の確保に努めています。また、市場流

動性リスクについては、投資判断を行う上での重

要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性

（換金性）を把握したうえで、運用方針などの策

定の際に検討を行っています。

⑷ 金融商品の時価等に関する事項についての補

足説明

金融商品の時価（時価に代わるものを含む）に

は、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな

い場合には合理的に算定された価額（これに準ず

る価額を含む）が含まれています。当該価額の算

定においては一定の前提条件等を採用しているた

め、異なる前提条件等によった場合、当該価額が

異なることもあります。

２．金融商品の時価に関する事項

⑴ 金融商品の貸借対照表計上額及び時価等

当事業年度末における貸借対照表計上額、時価

及びこれらの差額は、次のとおりです。

なお、時価を把握することが極めて困難と認め

られるものについては、次表には含めず⑶に記載

しています。

（＊１）貸出金には、貸借対照表上雑資産に計上し

ている職員厚生貸付金１３８，２４２千円を含めています。

（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別

貸倒引当金を控除しています。

⑵ 金融商品の時価の算定方法

【資 産】

①預金

満期のない預金については、時価は帳簿価額と

近似していることから、当該帳簿価額によってい

（単位：千円）

差額時価貸借対照表計上額種 類

△３９，２８０５２３，９６４，６４７５２４，００３，９２７預金

有価証券

１４０，６２９３，４００，１３５３，２５９，５０５満期保有目的有価証券

－１４，１４８，７９０１４，１４８，７９０その他有価証券

１１１，７５５，７４６貸出金(＊1)

△１，０９４，８５５貸倒引当金(＊2)

２，３１９，２９６１１２，９８０，１８７１１１，６６０，８９０貸倒引当金控除後

２，４２０，６４５６５４，４９３，７５９６５２，０７３，１１４資産計

４３，７１８６５２，１１８，１８４６５２，０７４，４６６貯金

１９７４，４６６，４５７４，４６６，２６０借入金

４３，９１６６５６，５８４，６４２６５６，５４０，７２６負債計

（単位：千円）

差額時価貸借対照表計上額種 類

△３８，０９３５１１，２１８，１７４５１１，２５６，２６７預金

有価証券

１１７，４６０３，１２３，６４４３，００６，１８３満期保有目的有価証券

－１８，３０１，２４０１８，３０１，２４０その他有価証券

－－１２２，９３１，９７９貸出金(＊1)

－△９５２，５３２貸倒引当金(＊2)

３，３９６，９７７１２５，３７６，４２３１２１，９７９，４４６貸倒引当金控除後

３，４７６，３４４６５８，０１９，４８２６５４，５４３，１３８資産計

△５６，９９９６５１，８３７，５８６６５１，８９４，５８６貯金

△１，２３８４，４５３，４０５４，４５４，６４３借入金

△５８，２３７６５６，２９０，９９１６５６，３４９，２２９負債計
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ます。満期のある預金については、期間に基づく

区分ごとに、リスクフリーレートである円Ｌｉｂ

ｏｒ・スワップレートで割り引いた現在価値を時

価に代わる金額として算定しています。

②有価証券

債券は取引金融機関等から提示された価格に

よっています。

③貸出金

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間

で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が

実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価

額と近似していることから当該帳簿価額によって

います。

一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及

び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリ

スクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップ

レートで割り引いた額から貸倒引当金を控除して

時価に代わる金額として算定しています。

なお、分割実行案件で未実行額がある場合には、

未実行額も含めた元利金の合計額をリスクフリー

レートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割

り引いた額に、帳簿価額に未実行額を加えた額に

対する帳簿価額の割合を乗じ、貸倒引当金を控除

した額を時価に代わる金額として算定しています。

また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪

失した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金

を控除した額を時価に代わる金額としています。

【負 債】

①貯金

要求払貯金については、決算日に要求された場

合の支払額(帳簿価額)を時価とみなしています。

また、定期性貯金については、期間に基づく区分

ごとに、将来のキャッシュ・フローをリスクフ

リーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレート

で割り引いた現在価値を時価に代わる金額として

算定しています。

②借入金

借入金のうち、変動金利によるものは、短期間

で市場金利を反映し、また、当組合の信用状態は

実行後大きく異なっていないことから、時価は帳

簿価額と近似していると考えられるため、当該帳

ます。満期のある預金については、期間に基づく

区分ごとに、リスクフリーレートである円Ｌｉｂ

ｏｒ・スワップレートで割り引いた現在価値を時

価に代わる金額として算定しています。

②有価証券

債券は取引金融機関等から提示された価格に

よっています。

③貸出金

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間

で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が

実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価

額と近似していることから当該帳簿価額によって

います。

一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及

び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリ

スクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップ

レートで割り引いた額から貸倒引当金を控除して

時価に代わる金額として算定しています。

なお、分割実行案件で未実行額がある場合には、

未実行額も含めた元利金の合計額をリスクフリー

レートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割

り引いた額に、帳簿価額に未実行額を加えた額に

対する帳簿価額の割合を乗じ、貸倒引当金を控除

した額を時価に代わる金額として算定しています。

また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪

失した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金

を控除した額を時価に代わる金額としています。

【負 債】

①貯金

要求払貯金については、決算日に要求された場

合の支払額(帳簿価額)を時価とみなしています。

また、定期性貯金については、期間に基づく区分

ごとに、将来のキャッシュ・フローをリスクフ

リーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレート

で割り引いた現在価値を時価に代わる金額として

算定しています。

②借入金

借入金のうち、変動金利によるものは、短期間

で市場金利を反映し、また、当組合の信用状態は

実行後大きく異なっていないことから、時価は帳

簿価額と近似していると考えられるため、当該帳
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簿価額によっています。

固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分

した当該借入金の元利金の合計額をリスクフリー

レートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割

り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定

しています。

⑶ 時価を把握することが極めて困難と認められ

る金融商品

時価を把握することが極めて困難と認められる

金融商品は次のとおりであり、これらは⑴の金融

商品の時価情報には含まれていません。

（＊１）外部出資のうち、市場価格のある株式以

外のものについては、時価を把握することが極め

て困難であると認められるため、時価開示の対象

とはしていません。

⑷ 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後

の償還予定額

（＊１）貸出金のうち、当座貸越８１８，２１８千円につ

いては「１年以内」に含めています。また、期限

のない劣後特約付ローンについては「５年超」に

含めています。

（＊２）貸出金のうち、３カ月以上延滞が生じてい

る債権・期限の利益を喪失した債権等８７８，７５６千

円は償還の予定が見込まれないため、含めていま

せん。

（＊３）貸出金の分割実行案件のうち、貸付決定金

額の一部実行案件１８，２３４千円は償還日が特定でき

ないため、含めていません。

簿価額によっています。

固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分

した当該借入金の元利金の合計額をリスクフリー

レートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割

り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定

しています。

⑶ 時価を把握することが極めて困難と認められ

る金融商品

時価を把握することが極めて困難と認められる

金融商品は次のとおりであり、これらは⑴の金融

商品の時価情報には含まれていません。

（＊１）外部出資のうち、市場価格のある株式以

外のものについては、時価を把握することが極め

て困難であると認められるため、時価開示の対象

とはしていません。

⑷ 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後

の償還予定額

（＊１）貸出金のうち、当座貸越７６１，７２３千円につ

いては「１年以内」に含めています。また、期限

のない劣後特約付ローンについては「５年超」に

含めています。

（＊２）貸出金のうち、３カ月以上延滞が生じてい

る債権・期限の利益を喪失した債権等１，０７４，００６

千円は償還の予定が見込まれないため、含めてい

ません。

（＊３）貸出金の分割実行案件のうち、貸付決定金

額の一部実行案件１０，６１２千円は償還日が特定でき

ないため、含めていません。

（単位：千円）

貸借対照表計上額種 類

２３，４２２，５３３外部出資(＊1)

△２８，３２１外部出資等損失引当金

２３，３９４，２１２合 計

（単位：千円）

貸借対照表計上額種 類

２３，４５８，８７３外部出資(＊1)

△２２，９８４外部出資等損失引当金

２３，４３５，８８９合 計

（単位：千円）

５年超
４年超

５年以内

３年超

４年以内

２年超

３年以内

１年超

２年以内
１年以内

－－－－－５２４,００３,９２７預金

有価証券

１,４４６,０００１５２,８００１５２,８００１５２,８００１,０２５,３００２３７,８００
満期保有

目的の債券

３,０００,０００２,９００,０００１,８００,０００３,０００,０００１,４００,０００１,５００,０００
その他有価証券のう

ち満期があるもの

７５,３９９,６９５５,３８５,３３１５,８７３,７５７６,２９８,４４０６,８５４,１２９１０,２９７,３９５貸出金(＊１，２，３)

７９,８４５,６９５８,４３８,１３１７,８２６,５５７９,４５１,２４０９,２７９,４２９５３６,０３９,１２３合 計

（単位：千円）

５年超
４年超

５年以内

３年超

４年以内

２年超

３年以内

１年超

２年以内
１年以内

－－－－－５１１,２５６,２６７預金

８,１９０,４８０１,９５２,８００３,０５２,８００１,９５２,８００３,１５２,８００２,４２８,０２０有価証券

１,０９３,２００３５２,８００１５２,８００１５２,８００１５２,８００１,０２５,３００
満期保有

目的の債券

７,０９７,２８０１,６００,０００２,９００,０００１,８００,０００３,０００,０００１,４０２,７２０
その他有価証券のう

ち満期があるもの

８５,５０３,０６２５,９１７,５８４６,２４４,９２８６,７５０,６９４７,２５２,００５９,８３５,７２９貸出金(＊１，２，３)

９３,６９３,５４２７,８７０,３８４９,２９７,７２８８,７０３,４９４１０,４０４,８０５５２３,５２０,０１７合 計
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⑸ 借入金及びその他の有利子負債の決算日後の

返済予定額

（＊１）貯金のうち、要求払貯金については「１年

以内」に含めて開示しています。

Ⅴ 有価証券に関する注記

１．有価証券の時価及び評価差額に関する事項等

有価証券の時価及び評価差額に関する事項は次

のとおりです。

⑴ 満期保有目的の債券で時価のあるもの

満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借

対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりです。

⑵ その他有価証券で時価のあるもの

その他有価証券において、種類ごとの貸借対照

表計上額、取得原価又は償却原価及びこれらの差

額については、次のとおりです。

（＊）なお、上記差額から繰延税金負債１４０，６４２千

円を差し引いた額３７６，８０５千円が、その他有価証

券評価差額金に含まれています。

２．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券

はありません。

３．当事業年度中に売却したその他有価証券はあ

りません。

４．当事業年度中において、保有目的が変更に

なった有価証券はありません。

⑸ 借入金及びその他の有利子負債の決算日後の

返済予定額

（＊１）貯金のうち、要求払貯金については「１年

以内」に含めて開示しています。

Ⅵ 有価証券に関する注記

１．有価証券の時価及び評価差額に関する事項等

有価証券の時価及び評価差額に関する事項は次

のとおりです。

⑴ 満期保有目的の債券で時価のあるもの

満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借

対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりです。

⑵ その他有価証券で時価のあるもの

その他有価証券において、種類ごとの貸借対照

表計上額、取得原価又は償却原価及びこれらの差

額については、次のとおりです。

（＊）なお、上記差額から繰延税金負債１４９，４０３千

円を差し引いた額４００，２７７千円が、その他有価証

券評価差額金に含まれています。

２．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券

はありません。

３．当事業年度中に売却したその他有価証券はあ

りません。

４．当事業年度中において、保有目的が変更に

なった有価証券はありません。

（単位：千円）

差 額時 価貸借対照表計上額種 類

１６８,５０９４,２６７,７４２４,０９９,２３２地方債
時価が貸借対照表計
上額を超えるもの

１６８,５０９４,２６７,７４２４,０９９,２３２合 計

（単位：千円）

差 額時 価貸借対照表計上額種 類

１１７,４６０３,１２３,６４４３,００６,１８３地方債
時価が貸借対照表計
上額を超えるもの

１１７,４６０３,１２３,６４４３,００６,１８３合 計

（単位：千円）

差額（＊）取得原価又は償却原価貸借対照表計上額種 類

２５９,３８０６,９９１,６２９７,５２１,０１０国 債

貸借対照表計上額が

取得原価又は償却原

価を超えるもの

１３３,１７９６,０９８,７００６,２３１,８８０地方債

８４,４５８３,２９３,２５１３,３７７,７１０政府保証債

４０,４２９１,４００,２１０１,４４０,６４０社 債

５１７,４４８１７,７８３,７９１１８,３０１,２４０合 計

（単位：千円）

５年超
４年超

５年以内

３年超

４年以内

２年超

３年以内

１年超

２年以内
１年以内

４４７１,６９２,１５１１,７７９,２６７９,３０８,５９５９,６３５,２３６６２９,４７７,９１８貯金（＊１）

２,０５２７,９６０１０,６５２１１,３５１１１,３００４,４１１,３２６借入金

２,４９９１,７００,１１１１,７８９,９１９９,３１９,９４６９,６４６,５３７６３３,８８９,２４５合 計

（単位：千円）

５年超
４年超

５年以内

３年超

４年以内

２年超

３年以内

１年超

２年以内
１年以内

―１,５２６,７３５１,３９３,２６６５,３５５,９８５１０,８１４,７２６６３２,９８２,７３２貯金（＊１）

１０,０１２１０,６５２１１,３５１１１,３００１１,３２６４,４１１,６１６借入金

１０,０１２１,５３７,３８８１,４０４,６１７５,３６７,２８６１０,８２６,０５３６３７,３９４,３４９合 計

（単位：千円）

差額（＊）貸借対照表計上額取得原価又は償却原価種 類

３３４,７３５７,１９０,９１４７,５２５,６５０国 債

貸借対照表計上額が

取得原価又は償却原

価を超えるもの

１４４,３３７４,２０８,２３２４,３５２,５７０地方債

８,６９２５９９,９３７６０８,６３０政府保証債

１６０１００,０００１００,１６０金融債

６１,７５４１,５００,０２５１,５６１,７８０社 債

５４９,６８０１３,５９９,１０９１４,１４８,７９０合 計
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Ⅵ 退職給付に関する注記

１．退職給付制度の概要等

⑴ 採用している退職給付制度の概要

職員の退職給付にあてるため、退職給与規程に

基づき、退職一時金制度を採用しています。また、

この制度に加え、同規程に基づき退職給付の一部

にあてるため、一般財団法人全国農林漁業団体共

済会との契約による退職金共済制度を採用してい

ます。

⑵ 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

⑶ 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

⑷ 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借

対照表に計上された退職給付引当金の調整表

⑸ 退職給付費用及びその内訳項目の金額

Ⅶ 退職給付に関する注記

１．退職給付制度の概要等

⑴ 採用している退職給付制度の概要

職員の退職給付にあてるため、退職給与規程に

基づき、退職一時金制度を採用しています。また、

この制度に加え、同規程に基づき退職給付の一部

にあてるため、一般財団法人全国農林漁業団体共

済会との契約による退職金共済制度を採用してい

ます。

⑵ 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

⑶ 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

⑷ 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借

対照表に計上された退職給付引当金の調整表

⑸ 退職給付費用及びその内訳項目の金額

５，４５５，１２４千円①期首における退職給付債務

２３８，００８千円②勤務費用

４２，００４千円③利息費用

７７，２８７千円④数理計算上の差異の発生額

△８００，４２９千円⑤退職給付の支払額

５，０１１，９９６千円⑥期末における退職給付債務

３，４９５，１２０千円①期首における年金資産

２６，８９１千円②期待運用収益

△５０８千円③数理計算上の差異の発生額

２１６，２５７千円④特定退職共済制度への拠出金

△５３４，７３０千円⑤退職給付の支払額

３，２０３，０２９千円⑥期末における年金資産

５，０１１，９９６千円①退職給付債務

△３，２０３，０２９千円②特定退職共済制度

１，８０８，９６６千円③未積立退職給付債務

△７６，３７７千円④未認識過去勤務費用

△１６１，９６６千円⑤未認識数理計算上の差異

１，５７０，６２３千円⑥貸借対照表計上額純額

１，５７０，６２３千円⑦退職給付引当金

３，６３３，２６８千円①期首における年金資産

２８，２８７千円②期待運用収益

△３，９６６千円③数理計算上の差異の発生額

２０９，９９１千円④特定退職共済制度への拠出金

△３７２，４５９千円⑤退職給付の支払額

３，４９５，１２０千円⑥期末における年金資産

５，４５５，１２４千円①退職給付債務

△３，４９５，１２０千円②特定退職共済制度

１，９６０，００３千円③未積立退職給付債務

△８７，２８８千円④未認識過去勤務費用

△１１０，１０７千円⑤未認識数理計算上の差異

１，７６２，６０７千円⑥貸借対照表計上額純額

１，７６２，６０７千円⑦退職給付引当金

５，６８３，６９６千円①期首における退職給付債務

２４５，０１８千円②勤務費用

４３，７０５千円③利息費用

３８，１０５千円④数理計算上の差異の発生額

△５５５，４０２千円⑤退職給付の支払額

５，４５５，１２４千円⑥期末における退職給付債務

２３８，００８千円①勤務費用

４２，００４千円②利息費用

△２６，８９１千円③期待運用収益

２５，９３８千円④数理計算上の差異の費用処理額

１０，９１１千円⑤過去勤務費用の費用処理額

２８９，９７１千円合 計

２４５，０１８千円①勤務費用

４３，７０５千円②利息費用

△２８，２８７千円③期待運用収益

２９，７０２千円④数理計算上の差異の費用処理額

１０，９１１千円⑤過去勤務費用の費用処理額

３０１，０５０千円合 計
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⑹ 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は次

のとおりです。

①債権 ７０％

②年金保険投資 ２３％

③現金及び預金 ４％

④その他 ３％

合計 １００％

⑺ 長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、

現在及び予想される年金資産の配分と年金資産を

構成する多様な資産からの現在及び将来期待され

る長期の収益率を考慮しています。

⑻ 割引率その他の数理計算上の計算基礎に関す

る事項

２．特例業務負担金の将来見込額

人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険

制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を

図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止

する等の法律附則第５７条に基づき、旧農林共済組

合（存続組合）が行う特例年金等の業務に要する

費用に充てるため拠出した特例業務負担金９３，０１７

千円を含めて計上しています。

なお、同組合より示された平成３０年３月現在に

おける令和１４年３月までの特例業務負担金の将来

見込額は、１，２２８，６８５千円となっています。

Ⅶ 税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別

の主な内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 １６６，４７６千円

退職給付引当金 ４２６，８９５千円

賞与引当金 ２７，０４８千円

役員退職慰労引当金 ３８，０６３千円

外部出資等損失引当金 ７，０６２千円

未払事業税 １２，６５８千円

未払費用否認額 ５９，４２４千円

固定資産減損損失及び減価償却超過額 １９３，６９７千円

貸倒損失否認額 ９，９３０千円

⑹ 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は次

のとおりです。

①債権 ７３％

②年金保険投資 ２１％

③現金及び預金 ４％

④その他 ２％

合計 １００％

⑺ 長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、

現在及び予想される年金資産の配分と年金資産を

構成する多様な資産からの現在及び将来期待され

る長期の収益率を考慮しています。

⑻ 割引率その他の数理計算上の計算基礎に関す

る事項

２．特例業務負担金の将来見込額

人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険

制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を

図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止

する等の法律附則第５７条に基づき、旧農林共済組

合（存続組合）が行う特例年金等の業務に要する

費用に充てるため拠出した特例業務負担金９４，３６８

千円を含めて計上しています。

なお、同組合より示された平成２９年３月現在に

おける平成４４年３月までの特例業務負担金の将来

見込額は、１，３１６，９１２千円となっています。

Ⅷ 税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別

の主な内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 ２１３，７５０千円

退職給付引当金 ４７９，０７６千円

賞与引当金 ３８，３４７千円

役員退職慰労引当金 ３２，７５７千円

外部出資等損失引当金 ８，５１３千円

未払事業税 ４０，５４６千円

未払費用否認額 ６３，１３１千円

固定資産減損損失及び減価償却超過額 ２０５，１４２千円

貸倒損失否認額 ９，９３０千円

０．７７％①割引率

０．７５％②長期期待運用収益率

０．７７％①割引率

０．７５％②長期期待運用収益率
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平 成 ２９ 年 度 平 成 ３０ 年 度

資産除去債務 ３６，５１０千円

災害損失引当金 ２７１，６３２千円

その他 ３０，８５８千円

繰延税金資産小計 １，２８０，２５９千円

評価性引当額 △６２０，９７５千円

繰延税金資産合計 （Ａ） ６５９，２８３千円

繰延税金負債

資産除去債務に伴う固定資産 △３，０９１千円

その他有価証券評価差額金 △１４０，６４２千円

繰延税金負債合計 （Ｂ） △１４３，７３３千円

繰延税金資産の純額（Ａ）＋（Ｂ） ５１５，５４９千円

２．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主

な原因

法定実効税率 ２７．１８％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 ２．３１％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △２．９４％

住民税均等割等 １．０６％

評価性引当金の増減 △５．１８％

事業分量配当金 △０．８４％

収用特別控除 △０．８７％

その他 △０．０３％

税効果会計適用後の法人税等の負担率２０．６９％

Ⅷ その他の注記

１．リース取引に関する注記

オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能

のものに係る未経過リース料は次のとおりです。

２．資産除去債務に関する注記

資産除去債務のうち貸借対照表に計上している

もの

⑴ 当該資産除去債務の概要

資産除去債務 １，４８４千円

災害損失引当金 ２８８，６０１千円

繰越宅地評価損 ６，０７１千円

買取米の収益認識変更 ６２，９３１千円

その他 １０，８３９千円

繰延税金資産小計 １，４６１，１２２千円

評価性引当額 △７０１，９３６千円

繰延税金資産合計 （Ａ） ７５９，１８５千円

繰延税金負債

資産除去債務に伴う固定資産 △９１１千円

その他有価証券評価差額金 △１４９，４０３千円

繰延税金負債合計 （Ｂ） △１５０，３１５千円

繰延税金資産の純額（Ａ）＋（Ｂ） ６０８，８７０千円

２．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主

な原因

法定実効税率 ２７．１８％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 １．８３％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △１．０４％

住民税均等割等 ０．９３％

評価性引当金の増減 ４．３３％

事業分量配当金 △０．６３％

会計変更に伴う遡及会計 △３．４８％

その他 △０．４９％

税効果会計適用後の法人税等の負担率２８．６３％

（追加情報）

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第２６号 平成２８年３

月２８日）を当事業年度から適用しています。

Ⅸ その他の注記

１．リース取引に関する注記

オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能

のものに係る未経過リース料は次のとおりです。

２．資産除去債務に関する注記

資産除去債務のうち貸借対照表に計上している

もの

⑴ 当該資産除去債務の概要

合 計１年超１年以内

７，５７１千円４，０７６千円３，４９４千円未経過リース料

合 計１年超１年以内

１１，０６５千円７，５７１千円３，４９４千円未経過リース料
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平 成 ２９ 年 度 平 成 ３０ 年 度

当組合の集出荷倉庫等の一部は、設置の際に土

地所有者との事業用定期借地権契約を締結してお

り賃借期間終了による原状回復義務に対し、及び

支店・給油所の普通借地権契約については、移転

等により原状回復の履行時期が見積れるものに関

し、資産除去債務を計上しています。また、一部

の建物に使用されている有害物質を除去する義務

に関しても資産除去債務を計上しています。

⑵ 当該資産除去債務の金額の算定方法

資産除去債務の見積もりにあたり、支出までの

見込期間は１年～７年、割引率は０．０％～１．４７３％

を採用しています。

⑶ 当事業年度末における当該資産除去債務の総

額の増減

期首残高 １０，７６６千円

利息費用計上 ７６千円

定期借地権契約解除 １５３，８８４千円

期末残高 １６４，７２７千円

貸借対照表に計上している以外の資産除去債務

当組合は、建物に関して、不動産賃借契約に基

づき、退去時における原状回復にかかる義務を有

していますが、当該建物は当組合が事業を継続す

る上で必須の施設であり、現時点で除去は想定し

ていません。また、移転が行われる予定もないこ

とから、資産除去債務の履行時期を合理的に見積

ることができません。そのため、当該義務に見合

う資産除去債務を計上していません。

当組合の集出荷倉庫等の一部は、設置の際に土

地所有者との事業用定期借地権契約を締結してお

り、賃借期間終了による原状回復義務に関し資産

除去債務を計上しています。また、一部の建物に

使用されている有害物質を除去する義務に関して

も資産除去債務を計上しています。

⑵ 当該資産除去債務の金額の算定方法

資産除去債務の見積もりにあたり、支出までの

見込期間は２年～８年、割引率は０．０％～１．４７３％

を採用しています。

⑶ 当事業年度末における当該資産除去債務の総

額の増減

期首残高 １５，２７８千円

利息費用計上 ８２千円

定期借地権契約解除 △４，５９４千円

期末残高 １０，７６６千円

貸借対照表に計上している以外の資産除去債務

当組合は、建物に関して、不動産賃借契約に基

づき、退去時における原状回復にかかる義務を有

していますが、当該建物は当組合が事業を継続す

る上で必須の施設であり、現時点で除去は想定し

ていません。また、移転が行われる予定もないこ

とから、資産除去債務の履行時期を合理的に見積

ることができません。そのため、当該義務に見合

う資産除去債務を計上していません。

期末残高当該資産名

３，５７３千円たむら地区本部事務所

２，０９２千円中央集荷場

５，１００千円大浦集出荷倉庫

期末残高当該資産名

３，６２２千円たむら地区本部事務所

２，１２１千円中央集荷場

５，１００千円大浦集出荷倉庫

３５，４７４千円南部営農倉庫

２６，２００千円富岡ヘルパー

１９，６８０千円旧ふたば本店

２６，５５０千円北部営農センター

１３，３２０千円Ａコープ双葉

７，０６０千円苅野支店

１２，７２０千円勿来給油所

６，１３０千円鹿島支店

６，７５０千円内郷支店
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４．剰余金処分計算書（２事業年度分） （単位：円）

平成３０年度平成２９年度科 目

２，７０３，６９９，６９７２，２８４，４６０，３１０１．当期未処分剰余金

６９，５８１，０００１，１１１，０００２．任意積立金取崩額

－１，１１１，０００園芸作物基盤強化積立金

６９，５８１，０００－被災ＪＡ財政支援積立金

１，７０２，７０４，４１２１，１７５，７６１，６９４３．剰余金処分額

３００，０００，０００３００，０００，０００（１）利益準備金

１，２２６，１６９，４３６６５９，２２５，６１０（２）任意積立金

２００，０００，０００３００，０００，０００金融事業基盤強化積立金

２００，０００，０００３００，０００，０００施設整備積立金

１８２，１６９，４３６５９，２２５，６１０経営安定化積立金

６４４，０００，０００－震災復興積立金

１２８，４８７，９７６１６８，８７９，７３４（３）出資配当金

４８，０４７，０００４７，６５６，３５０（４）事業分量配当金

１，０７０，５７６，２８５１，１０８，６９８，６１６４．次期繰越剰余金

（注）

【平成２９年度】

１．出資配当金は、年２．０％の割合です。

ただし、年度内の増資および新加入については日割計算とします。

２．事業の利用分量に対する配当の基準は、平成２９年産米出荷用米袋（ＪＡ米・買取米・備

蓄米・加工用米）１袋（３０㎏）当たり５０円（税別）とします。

３．任意積立金のうち目的積立金の種類および積立目的、積立目標額、取崩基準等は次のと

おりです。

⑴ 金融事業基盤強化積立金

① 積 立 目 的：競争力のあるＪＡ金融事業を確立し、組合の事業の改善発展に資する

ために積み立てます。

② 積立目標額：累積目標額は、毎事業年度末の貯金残高の１，０００分の１５とします。

③ 取 崩 基 準：事業年度末の貯金残高の１，０００分の５の範囲内で理事会に付議したう

えで取り崩すものとします。

⑵ 施設整備積立金

① 積 立 目 的：施設の取得および既存施設の修繕整備撤去等に備えるため積み立てます。

② 積立目標額：積立目標額は、１０億円とします。

③ 取 崩 基 準：次の範囲内で理事会に付議したうえで取り崩すものとします。

ア．土地の取得は、取得に係る自己資本支出相当額とします。

イ．減価償却資産の取得（資本的支出を含む）は、年度における減価

償却費相当額とします。

ウ．減価償却資産の修繕整備撤去等費用は、修繕整備撤去等に要した

費用相当額とします。
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⑶ 経営安定化積立金

① 積 立 目 的：会計制度の適用などにより資産の時価評価等で発生する損失への対応

を図ることにより、組合の経営安定及び健全な発展に資することを目

的とします。

② 積立目標額：積立目標額は、５３億円とします。

③ 積 立 基 準：毎事業年度の当期剰余金の１０分の１以上を積み立てます。

④ 取 崩 基 準：次の場合に該当する合計金額が１，０００万円以上の場合に、理事会に付

議したうえで取り崩すものとします。

ア．減損会計の適用により発生した費用相当額

イ．退職給付会計制度の変更等により発生した費用相当額

ウ．棚卸資産会計の適用により発生した費用相当額

エ．資産除去会計の適用により発生した費用相当額

オ．新たな会計基準の適用により発生した費用相当額

４．次期繰越剰余金には、営農指導、生活・文化改善事業の費用に充てるための繰越額

８０，０００，０００円が含まれています。

【平成３０年度】

１．出資配当金は、年１．５％の割合です。

ただし、年度内の増減および新加入については日割計算とします。

２．事業の利用分量に対する配当の基準は、平成３０年産米出荷用米袋（ＪＡ米・買取米・備

蓄米・加工用米）１袋（３０㎏）当たり５０円（税別）とします。

３．任意積立金のうち目的積立金の種類および積立目的、積立目標額、取崩基準等は次のと

おりです。

⑴ 金融事業基盤強化積立金

① 積 立 目 的：競争力のあるＪＡ金融事業を確立し、組合の事業の改善発展に資する

ために積み立てます。

② 積立目標額：累積目標額は、毎事業年度末の貯金残高の１，０００分の１５とします。

③ 取 崩 基 準：事業年度末の貯金残高の１，０００分の５の範囲内で理事会に付議したう

えで取り崩すものとします。

⑵ 施設整備積立金

① 積 立 目 的：施設の取得および既存施設の修繕整備撤去等に備えるため積み立てます。

② 積立目標額：積立目標額は、１０億円とします。

③ 取 崩 基 準：次の範囲内で理事会に付議したうえで取り崩すものとします。

ア．土地の取得は、取得に係る自己資本支出相当額とします。

イ．減価償却資産の取得（資本的支出を含む）は、年度における減価

償却費相当額とします。

ウ．減価償却資産の修繕整備撤去等費用は、修繕整備撤去等に要した

費用相当額とします。

⑶ 経営安定化積立金
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① 積 立 目 的：会計制度の適用等により資産の時価評価等で発生する損失への対応を

図ることにより、組合の経営安定および健全な発展に資することを目

的とします。

② 積立目標額：積立目標額は、５３億円とします。

③ 積 立 基 準：毎事業年度の当期剰余金の１０分の１以上を積み立てます。

④ 取 崩 基 準：次の場合に該当する合計金額が１，０００万円以上の場合に、理事会に付

議したうえで取り崩すものとします。

ア．減損会計の適用により発生した費用相当額

イ．退職給付会計制度の変更等により発生した費用相当額

ウ．棚卸資産会計の適用により発生した費用相当額

エ．資産除去会計の適用により発生した費用相当額

オ．新たな会計基準の適用により発生した費用相当額

⑷ 震災復興積立金

① 積 立 目 的：将来、震災復興のための固定資産新規取得及び施設整備費用に必要な

資金を積み立てることを目的とする。

② 積立目標額：積立目標額は、３５億円とします。

③ 積 立 基 準：当期末未処分剰余金から利益準備金と組合員の教育情報資金を控除し

た金額のうち必要額を積み立てる。

④ 取 崩 基 準：この積立金は、上記固定資産の新規取得及び施設整備にかかる減価償

却費及び整備費用の範囲内で、理事会に附議したうえ取り崩します。

ただし、１件１百万円未満のときはこの限りでない。

４．次期繰越剰余金には、営農指導、生活・文化改善事業の費用に充てるための繰越額

７０，０００，０００円が含まれています。
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５．部門別損益計算書

⑴ 平成２９年度 （単位：千円）

（注）１．共通管理費等及び営農指導事業の他部門への配賦基準等

⑴ 共通管理費等

「（人頭割＋共通管理費配賦前の人件費を除いた事業管理費割＋共通管理費配賦前の事業損益割）／３」

ただし、生活その他事業及び営農指導事業の支出のうち、（農事組合活動費、ＪＡまつり等経費）共通

管理費的要素の経費等についての調整を行っています。

⑵ 営農指導事業

「均等割（５０％）＋事業総利益割（５０％）」

２．配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦割合）は次のとおりです。

共通管理費
等

営農指導
事 業

生活その他
事 業

農業関連
事 業

共済事業信用事業計区 分

２５５，８０９５，２３３，８０１１３，４７２，９４９３，７６７，１５５５，３８０，９３０２８，１１０，６４７①事業収益

４０９，８４５４，５４３，９１９１１，５８９，９５１２７０，０６８７８８，６１２１７，６０２，３９７②事業費用

△１５４，０３５６８９，８８１１，８８２，９９８３，４９７，０８６４，５９２，３１８１０，５０８，２４９③事業総利益（①－②）

４０７，５２３１，０５３，０８１１，９４２，０２３２，７５２，８８１３，４３９，８５２９，５９５，３６２④事業管理費

５，４４２６５，９１４２５６，７３４１０４，２４３１９９，７４６６３２，０８４⑤（うち減価償却費）

３１９，９１４８２１，０７２１，２１４，５４２２，１２１，５９５２，０５７，０４５６，５３４，１７０⑤’（うち人件費）

△１，６３２，７９０４４，９７５１４４，７９７３３４，５２５４２１，２７３６８７，２１９⑥※うち共通管理費

△１５１，７００４，１７８１３，４５２３１，０８０３９，１３９６３，８４８⑦（うち減価償却費）

△４６４，２１３１２，７８６４１，１６６９５，１０７１１９，７７０１９５，３８１⑦’（うち人件費）

△５６１，５５８△３６３，２００△５９，０２４７４４，２０４１，１５２，４６５９１２，８８７⑧事業利益（③－④）

１１，６５２１７４，２０６１１３，８８１１０９，１４７２２９，２９１６３８，１７９⑨事業外収益

△４２３，０４０１１，６５２３７，５１５８６，６７２１０９，１４７１７８，０５１⑩※うち共通分

４，０６５１３，０８７３０，２３５３８，０７６６２，１１３１４７，５７７⑪事業外費用

△１４７，５７７４，０６５１３，０８７３０，２３５３８，０７６６２，１１３⑫※うち共通分

△５５３，９７０△２０２，０８１２４，６２０８１５，２７６１，３１９，６４３１，４０３，４８９⑬経常利益（⑧＋⑨－⑪）

４０，７９５１３１，３３９３０３，４３３３８２，１１９６２３，３４６１，４８１，０３４⑭特別利益

△１，４８１，０３４４０，７９５１３１，３３９３０３，４３３３８２，１１９６２３，３４６⑮※うち共通分

２２，７６８７３，３０１１６９，３４９２１３，２６４３４７，８９６８２６，５８１⑯特別損失

△８２６，５８１２２，７６８７３，３０１１６９，３４９２１３，２６４３４７，８９６⑰※うち共通分

△５３５，９４３△１４４，０４３１５８，７０４９８４，１３０１，５９５，０９３２，０５７，９４２⑱税引前当期利益（⑬＋⑭－⑯）

△５３５，９４３８４，３３１１１４，３１７１５４，８８４１８２，４１０⑲営農指導事業分配賦額

△２２８，３７５４４，３８７８２９，２４６１，４１２，６８３２，０７５，９４２⑳
営農指導事業分配賦後
税引前当期利益（⑱－⑲）

※⑥、⑩、⑫、⑮、⑰は、各事業に直課できない部分

計営農指導事業生活その他事業農業関連事業共済事業信用事業区 分

１００．００％２．７５％８．８７％２０．４９％２５．８０％４２．０９％共通管理費等

１００．００％１５．７４％２１．３３％２８．９０％３４．０４％営農指導事業

共通資産
農業関連
生活その他
営農指導事業

共済事業信用事業計区 分

２８，１１９，５８０１２，２４６，６２５１，９６１，９８８６６３，１２５，１４５７０５，４５３，３４０業別の総資産

２１，２７５，９８１
（６，４６４，９３５）

９，２１７，０７１
（２，０５４，０９５）

６７４，９６０，２８７
（３，９３５，９２３）

７０５，４５３，３４０
（１２，４５４，９５４）

総資産（共通資産配分後）
（うち固定資産）

３．部門別の資産 （単位：千円）
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⑵ 平成３０年度 （単位：千円）

（注）１．共通管理費等及び営農指導事業の他部門への配賦基準等

⑴ 共通管理費等

「（人頭割＋共通管理費配賦前の人件費を除いた事業管理費割＋共通管理費配賦前の事業損益割）／３」

ただし、生活その他事業及び営農指導事業の支出のうち、（農事組合活動費、ＪＡまつり等経費）共通

管理費的要素の経費等についての調整を行っています。

⑵ 営農指導事業

「均等割（５０％）＋事業総利益割（５０％）」

２．配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦割合）は次のとおりです。

共通管理費
等

営農指導
事 業

生活その他
事 業

農業関連
事 業

共済事業信用事業計区 分

２３２，２２７５，０８０，５６７１３，６０１，６８６３，６７８，８１９５，３８７，３３８２７，９８０，６３９①事業収益

３６１，６７３４，３９２，１３３１１，９７３，８２３２５７，３４６８７８，７３６１７，８６３，７１３②事業費用

△１２９，４４６６８８，４３３１，６２７，８６３３，４２１，４７３４，５０８，６０１１０，１１６，９２６③事業総利益（①－②）

３６９，８６３１，０７５，８４５１，９５６，４２２２，６６８，２９３３，３４５，０６４９，４１５，４８９④事業管理費

５，１２６７１，７６７２６６，１１２９８，２８６１８８，４９０６２９，７８４⑤（うち減価償却費）

２８１，７５２８６３，８８３１，２４８，３８８２，０２７，２７７１，９６０，３１８６，３８１，６２０⑤’（うち人件費）

△１，７９７，４７８４７，３１５１５４，１２２３４５，４９３４７３，４４６７７７，１０１⑥※うち共通管理費

△１４３，０６６３，９４０１２，６８７２９，３１１３６，９１２６０，２１４⑦（うち減価償却費）

△５２９，９３０１３，９４９４５，４３８１０１，８５７１３９，５８０２２９，１０４⑦’（うち人件費）

△４９９，３０９△３８７，４１１△３２８，５５８７５３，１８０１，１６３，５３６７０１，４３６⑧事業利益（③－④）

１１，８７６１９２，５１４１１３，１７１１１１，２４７２１７，４５４６４６，２６３⑨事業外収益

△４３１，１７６１１，８７６３８，２３７８８，３３９１１１，２４７１８１，４７６⑩※うち共通分

７，８８２２５，３７６５８，６２８７３，８３１１２０，４４０２８６，１５８⑪事業外費用

△２８６，１５８７，８８２２５，３７６５８，６２８７３，８３１１２０，４４０⑫※うち共通分

△４９５，３１５△２２０，２７４△２７４，０１５７９０，５９６１，２６０，５５０１，０６１，５４２⑬経常利益（⑧＋⑨－⑪）

２７，４７９８８，４７０２０４，３９３２５７，３９６４１９，８８７９９７，６２８⑭特別利益

△９９７，６２８２７，４７９８８，４７０２０４，３９３２５７，３９６４１９，８８７⑮※うち共通分

１３，６４９４３，９４３１０１，５２２１２７，８４９２０８，５５９４９５，５２５⑯特別損失

△４９５，５２５１３，６４９４３，９４３１０１，５２２１２７，８４９２０８，５５９⑰※うち共通分

△４８１，４８４△１７５，７４７△１７１，１４４９２０，１４３１，４７１，８７９１，５６３，６４５⑱税引前当期利益（⑬＋⑭－⑯）

△４８１，４８４７６，３６０９８，４３２１４０，５７４１６６，１１６⑲営農指導事業分配賦額

△２５２，１０７△２６９，５７７７７９，５６８１，３０５，７６２１，５６３，６４５⑳
営農指導事業分配賦後
税引前当期利益（⑱－⑲）

※⑥、⑩、⑫、⑮、⑰は、各事業に直課できない部分

計営農指導事業生活その他事業農業関連事業共済事業信用事業区 分

１００．００％２．６３％８．５８％１９．２２％２６．３４％４３．２３％共通管理費等

１００．００％１５．８６％２０．４４％２９．２０％３４．５０％営農指導事業

共通資産
農業関連
生活その他
営農指導事業

共済事業信用事業計区 分

２４，７２６，１０６６，８７８，９９５５０，５５６６６２，０３９，３３４７０５，８３３，０１７業別の総資産

１９，９０３，４９３
（５，５００，９１９）

９，０７０，５３９
（２，５０７，２５９）

６７６，８５９，１５２
（４，１３０，０１２）

７０５，８３３，０１７
（１２，１３８，１９２）

総資産（共通資産配分後）
（うち固定資産）

３．部門別の資産 （単位：千円）
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損益の状況Ⅱ

１．最近の５事業年度の主要な経営指標 （単位：百万円）

（注）１．経常収益は各事業収益の合計額を表しています。

２．当期剰余金は、銀行等の当期利益に相当するものです。

３．信託業務の取り扱いは行っていません。

４．「単体自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための

基準」（平成１８年金融庁・農水省告示第２号）に基づき算出しております。

平成３０年度平成２９年度平成２８年度平成２７年度平成２６年度項 目

２７，９８０２８，１１０２８，９０５５，０８４４，９６０経常収益（事業収益）

５，３８７

３，６７８

１３，６０１

５，０８０

２３２

５，３８０

３，７６７

１３，４７２

５，２３３

２５５

５，５４７

３，７９０

１３，４６８

５，７９１

３０７

１，３９０

９３２

１，７６８

８４４

１４８

１，４２９

９０９

１，７０６

７６１

１５３

信用事業収益

共済事業収益

農業関連事業収益

生活その他事業収益

営農指導事業収益

１，０６１１，４０３１，４１０１８９１７４経常利益

１，２４０１，４６８１，０９０６９７６当期剰余金（注）

８，８１６

（８，８１６，５８４口）

８，６７６

（８，６７６，８３１口）

８，５７８

（８，５７８，０４３口）

１，７４０

（１，７４０，９１７口）

１，６９６

（１，６９６，６２０口）

出 資 金

（出資口数）

３３，９２２３２，７７５３１，８１９８，０５９７，９６４純資産額

７０５，８３３７０２，４５３６６５，０７７１３０，６５５１３３，０５６総資産額

６５１，８９４６５２，０７４６１６，５２１１１７，９６９１２０，４４８貯金等残高

１２２，８２１１１１，６１７１０２，８６０４２，３４６４２，４７６貸出金残高

２１，３０７１７，４０８１９，５２２７，４５７７，８１０有価証券残高

１７６２１６２１６１１８４７剰余金配当金額

１２８

４８

１６８

４７

１６７

４９

１１８

０

３３

１４

出資配当の額

事業利用分量配当の額

１，４８６人１，５５４人１，４８７人３５１人３４１人職 員 数

１３．３７%１３．０７％１３．７０％１３．１９％１４．９６％単体自己資本比率
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２．利益総括表

増 減平成３０年度平成２９年度項 目

２１

△４

△１９

５，１２５

１７３

８８

５，１０４

１６８

１０７

資 金 運 用 収 支

役 務 取 引 収 支

その他信用事業収支

△８３

（０．１０）

４，５０８

（０．８１%）

４，５９２

（０．７１％）

信 用 事 業 粗 利 益

（信用事業粗利益率）

３９１

（△０．０７）

１０，１１６

（１．４３％）

１０，５０８

（１．５０％）

事 業 粗 利 益

（ 事 業 粗 利 益 率 ）

（単位：百万円）

３．資金運用収支の内訳

平成３０年度平成２９年度
項 目

利回り利 息平均残高利回り利 息平均残高

０．７３％４，７８０６４８，７１５０．７４％４，７６９６３９，４８２資 金 運 用 勘 定

０．５５％２，８６７５１４，３５６０．５６％２，８９２５１４，４５７う ち 預 金

１．１１％１９３１７，３４７１．１９％２０７１７，３８３う ち 有 価 証 券

１．４６％１，７１９１１７，０１２１．５５％１，６６９１０７，６４２う ち 貸 出 金

０．０３％２５５６５２，３１７０．０４％２８２６４５，４０４資 金 調 達 勘 定

０．０３％２５４６４７，９１７０．０４％２８１６４０，９２９うち貯金・定期積金

－－－－－－うち譲渡性貯金

０．０１％０４，４０００．０２％０４，４００う ち 借 入 金

０．３０％０．２７％総 資 金 利 ざ や

（単位：百万円、％）

（注）１．総資金利ざや＝資金運用利回り－資金調達原価率（資金調達利回＋経費率）

２．資金運用勘定の利息欄の預金には、農林中金からの「預金奨励金」、「特別配当

金」、「特別措置としての特別配当金」が含まれています。

４．受取・支払利息の増減額

平成３０年度増減額平成２９年度増減額項 目

１１△８８受 取 利 息

△２４△３２う ち 預 金

△１４△４１う ち 有 価 証 券

５０△１７う ち 貸 出 金

△２１△４１支 払 利 息

△２１△３９うち貯金・定期積金

－０うち譲渡性貯金

△０△２う ち 借 入 金

３２△４７差 引

（単位：百万円）

（注）１．増減額は前年度対比です。

２．受取利息の預金には、農林中金からの「預金奨励金」、「特別配当金」、「特別措

置としての特別配当金」が含まれています。
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事業の概況Ⅲ

１．信用事業

増 減平成３０年度平成２９年度種 類

△２６３２８７，５９３（ ４４．３％）２８７，８５６（ ４４．９％）流 動 性 貯 金

７，０３２３５９，８６６（ ５５．５％）３５２，８３４（ ５４．０％）定 期 性 貯 金

２１５４５３（ ０．０％）２３８（ ０．０％）そ の 他 の 貯 金

６，９８５６４７，９１４（１００．０％）６４０，９２９（１００．０％）計

－－－譲 渡 性 貯 金

６，９８５６４７，９１４（１００．０％）６４０，９２９（１００．０％）合 計

（単位：百万円）

⑴ 貯金に関する指標

① 科目別貯金平均残高

増 減平成３０年度平成２９年度種 類

△２，０６０３４３，７８３（１００．０％）３４５，８４７（１００．０％）定 期 貯 金

△２，０６０３４３，７８０（ ９９．９％）３４５，８４４（ ９９．９％）うち固定自由金利定期

０３（ ０．１％）３（ ０．１％）うち変動自由金利定期

（単位：百万円）② 定期貯金残高

増 減平成３０年度平成２９年度種 類

３１３４０（ ０．２％）３０９（ ０．２％）手 形 貸 出

９，３４４１０８，７４８（ ９２．９％）９９，４０３（ ９２．３％）証 書 貸 出

１８０４（ ０．６％）８０３（ ０．７％）当 座 貸 越

－－－割 引 手 形

０７，１３２（ ６．０％）７，１３２（ ６．６％）金 融 機 関 貸 付

９，３７７１１７，０２５（１００．０％）１０７，６４８（１００．０％）合 計

（単位：百万円）

⑵ 貸出金に関する指標

① 科目別貸出金平均残高

（注）１．流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金

２．定期性貯金＝定期貯金＋定期積金

３．（ ）内は構成比です。

（注）１．固定自由金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する自由金利定期貯金

２．変動自由金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する自由金

利定期貯金

３．（ ）内は構成比です。

（注）（ ）内は構成比です。
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増 減平成３０年度平成２９年度種 類

１０，５６４８１，８４１（ ６６．６％）７１，２７６（ ６３．８％）固 定 金 利 貸 出 金

５６０３８，５１７（ ３１．３％）３７，９５７（ ３４．０％）変 動 金 利 貸 出 金

７９２，４６２（ ２．０％）２，３８３（ ２．１％）そ の 他

１１，２０４１２２，８２１（１００．０％）１１１，６１７（１００．０％）合 計

（単位：百万円）② 貸出金の金利条件別内訳残高

（注）１．（ ）内は構成比です。

２．「その他」は、当座貸越、無利息等固定、変動の区分がないもの。

④ 債務保証の担保別内訳残高

増 減平成３０年度平成２９年度種 類

－－－貯金・定期積金等

－－－有 価 証 券

－－－動 産

－－－不 動 産

－－－そ の 他 担 保 物

－－－小 計

△３４４５９４９３信 用

△３４４５９４９３合 計

（単位：百万円）

増 減平成３０年度平成２９年度種 類

△７９１，０８４１，１６３貯金・定期積金等

０００有 価 証 券

△１４１６０１７５動 産

△３０４７２５０２不 動 産

△６６４７０そ の 他 担 保 物

△１３１１，７８１１，９１２小 計

３，７９７４１，０５９３７，２６２農業信用基金協会保証

１０，２３６４２，６３８３２，４０２そ の 他 保 証

１４，０３３８３，６９７６９，６６４小 計

△２，６９８３７，３４２４０，０４０信 用

１１，２０４１２２，８２１１１１，６１７合 計

（単位：百万円）③ 貸出金の担保別内訳残高

増 減平成３０年度平成２９年度種 類

１１，２０９１１３，８７５（ ９２．８％）１０２，６６６（ ９２．１％）設 備 資 金

△４８，９４６（ ７．２％）８，９５１（ ７．９％）運 転 資 金

１１，２０４１２２，８２１（１００．０％）１１１，６１７（１００．０％）合 計

（単位：百万円）⑤ 貸出金の使途別内訳残高

（注）（ ）内は構成比です。
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（単位：百万円）⑥ 貸出金の業種別残高

増 減平成３０年度平成２９年度種 類

△１７０７，３９２（ ６．０％）７，５６３（ ６．７％）農 業

△８１０６（ ０．０％）１１５（ ０．１％）林 業

△１１１１１（ ０．０％）１２２（ ０．１％）水 産 業

４９５５，２４５（ ４．２％）４，７５０（ ４．２％）製 造 業

６２３７１（ ０．３％）３０９（ ０．２％）鉱 業

４６９４，３４７（ ３．５％）３，８７７（ ３．４％）建 設 業

△３２６２，１３１（ １．７％）２，４５８（ ２．２％）不 動 産 業

２１２９７９（ ０．７％）７６７（ ０．６％）電気・ガス・熱供給・水道業

２１３２，７３４（ ２．２％）２，５２０（ ２．２％）運 輸 ・ 通 信 業

６２１，２２４（ ０．９％）１，１６２（ １．０％）卸売・小売業・飲食店

１，２４７８，４４４（ ６．８％）７，１９６（ ６．４％）サ ー ビ ス 業

７９８，０３０（ ６．５％）７，９５１（ ７．１％）金 融 ・ 保 険 業

△３６０４，２２８（ ３．４％）４，５８９（ ４．１％）地 方 公 共 団 体

９，２３８７７，４７０（ ６３．０％）６８，２３２（ ６１．１％）そ の 他

１１，２０４１２２，８２１（１００．０％）１１１，６１７（１００．０％）合 計

（注）（ ）内は構成比（貸出金全体に対する割合）です。

増 減平成３０年度平成２９年度種 類

４８６３，２０１２，７１５農 業

２２５６２５３穀 作

６１１６１２２野 菜 ・ 園 芸

０４４果 樹 ・ 樹 園 農 業

△１１０１２工 芸 作 物

２１１０１０７養豚・肉牛・酪農

－－－養 鶏 ・ 養 卵

－－－養 蚕

４８８２，７０２２，２１４そ の 他 農 業

－－－農 業 関 連 団 体 等

４８６３，２０１２，７１５合 計

（単位：百万円）

⑦ 主要な農業関係の貸出金残高

１） 営農類型別

（注）１．農業関係の貸出金とは、農業者、農業法人および農業関連団体等に対する農業生

産・農業経営に必要な資金や、農産物の生産・加工・流通に関係する事業に必要な

資金等が該当します。なお、上記⑥の貸出金の業種別残高の「農業」は、農業者や

農業法人等に対する貸出金の残高です。

２．「その他農業」には、複合経営で主たる業種が明確に位置づけられない者、農業

サービス業、農業所得が従となる農業者等がふくまれています。

３．「農業関連団体等」には、ＪＡや全農とその子会社等が含まれています。
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２） 資金種類別

〔貸出金〕 （単位：百万円）

増 減平成３０年度平成２９年度種 類

１２３２，１０６１，９８２プ ロ パ ー 資 金

３６２１，０９５７３２農 業 制 度 資 金

４１４９４９５３５農 業 近 代 化 資 金

△５１１４６１９７そ の 他 制 度 資 金

４８６３，２０１２，７１５合 計

（注）１．プロパー資金とは、当組合原資の資金を融資しているもののうち、制度資金以外

のものをいいます。

２．農業制度資金には、①地方公共団体が直接的または間接的に融資するもの、②地

方公共団体が利子補給等を行うことでＪＡが低利で融資するもの、③日本政策金融

公庫が直接融資するものがあり、ここでは①の転貸資金と②を対象としています。

３．その他制度資金には、農業経営改善促進資金（スーパーＳ資金）や農業経営負担

軽減支援資金などが該当します。

〔受託貸付金〕

該当する取引はありません。

（単位：百万円）⑧ リスク管理債権の状況

増 減平成３０年度平成２９年度区 分

△４８１２破 綻 先 債 権 額

７５１２，６０８１，８５７延 滞 債 権 額

‐‐‐３か月以上延滞債権額

△１３４貸出条件緩和債権額

７４５２，６１９１，８７４合 計

（注）１．破綻先債権

元本又は、利息の支払の遅延が相当期間継続していること、その他の理由により

元本又は、利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しな

かった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下｢未収利息不計上貸出金｣とい

う。）のうち、法人税法施行令第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又

は、同項第４号に規定する事由が生じている貸出金をいいます。

２．延滞債権額

未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は、支援を

図ることを目的として利息の支払を猶予したもの以外の貸出金をいいます。

３．３か月以上延滞債権について

元本又は、利息の支払が約定支払日の翌日から３か月以上遅延している貸出金で、

破綻先債権および延滞債権に該当しないものをいいます。

４．貸出条件緩和債権

債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金

で破綻先債権、延滞債権および３ヵ月以上延滞債権に該当しないものをいいます。
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（単位：百万円）

⑨ 金融再生法開示債権区分に基づく保全状況

平成２９年度

保全率

（Ｂ）／（Ａ）

保 全 額債権額

（Ａ）
債 権 区 分

合計（Ｂ）引 当担保・保証等

１００．００％１，３１５４９９８１５１，３１５破産更正債権及びこれらに準ずる債権

９２．０９％１，２００６６１，１３３１，３０３危 険 債 権

０％－－－３要 管 理 債 権

９５．９１％２，５１５５６６１，９４９２，６２２小 計

１２０，８６６正 常 債 権

１２３，４８９合 計

（単位：百万円）平成３０年度

保全率

（Ｂ）／（Ａ）

保 全 額債権額

（Ａ）
債 権 区 分

合計（Ｂ）引 当担保・保証等

１００．００％１，５５０６４５９０５１，５５０破産更正債権及びこれらに準ずる債権

６７．８５％２２８９０１３８３３６危 険 債 権

０％－－－４要 管 理 債 権

９４．０２％１，７７８７３５１，０４３１，８９１小 計

１１０，４３０正 常 債 権

１１２，３２２合 計

⑩ 元本補てん契約のある信託に係る貸出金のリスク管理債権の状況

該当する取引はありません。

（注）上記の債権区分は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成１０年法律

第１３２号）第６条に基づき、債務者の財政状態及び経営成績等を基礎として、次のと

おり区分したものです。なお、当ＪＡは同法の対象とはなっていませんが、参考とし

て同法の定める基準に従い債権額を記載しております。

①破産更生債権及びこれらに準ずる債権

法的破綻等による経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる

債権

②危険債権

経営破綻の状況にはないが、財政状況の悪化等により元本及び利息の回収ができ

ない可能性の高い債権

③要管理債権

３か月以上延滞貸出債権及び貸出条件緩和貸出債権

④正常債権

上記以外の債権
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開示基準別債権の分類・保全状況図

●破綻先
法的・形式的な経営破綻の事実
が発生している債務者
●実質破綻先
法的・形式的な経営破綻の事実
は発生していないものの、深刻な
経営難の状態におり、再建の見通
しがない状況にあると認められる
等実質的に経営破たんに陥ってい
る債務者
●破綻懸念先
現状経営破綻の状況にはないが、
経営難の状態にあり、経営改善計
画等の進捗状況が芳しくなく、今
後経営破綻に陥る可能性が大きい
と認められる債務者
●要管理先
要注意先の債務者のうち当該債
務者の債権の全部または一部が次
に掲げる要管理債権である債務者
ⅰ ３か月以上延滞債権
元金または利息の支払いが、
約定支払日の翌日を起算日とし
て３か月延滞している貸出債権
ⅱ 貸出条件緩和債権
経済的困難に陥った債務者の
再建または支援をはかり、当該
債権の回収を促進すること等を
目的に、債務者に有利な一定の
譲歩を与える約定条件の改定等
を行った貸出債権

●その他の要注意先
要管理先以外の要注意先に属す
る債務者
●正常先
業況が良好、かつ、財務内容に
も特設の問題がないと認められる
債務者

●破綻先債権
元本又は利息の支払の遅延が相
当期間継続していることその他の
事由により元本又は利息の取立て
又は弁済の見込みがないものとし
て未収利息を計上しなかった貸出
金（貸倒償却を行った部分を除く。
以下「未収利息不計上貸出金」と
いう。）のうち、法人税法施行令
第九十六条第一項第三号のイから
ホまでに掲げる事由又は同項第四
号に規定する事由が生じている貸
出金
●延滞債権
未収利息不計上貸出金であって、
破綻先債権及び債務者の経営再建
又は支援を図ることを目的として
利息の支払を猶予した貸出金以外
の貸出金
●３か月以上延滞債権
元本又は利息の支払が約定支払
日の翌日から三月以上遅延してい
る貸出金（破綻先債権及び延滞債
権を除く）
●貸出条件緩和債権
債務者の経営再建等を図ること
を目的として、金利の減免、利息
の支払猶予、元本の返済猶予、債
権放棄その他の債務者に有利とな
る取決めを行った貸出金（破綻先
債権、延滞債権及び３か月以上延
滞債権を除く）

●破産更生債権及びこれらに準ずる
債権
破産手続開始、更生手続開始、
再生手続開始の申立て等の事由に
より経営破綻に陥っている債務者
に対する債権及びこれらに準ずる
債権
●危険債権
債務者が経営破綻の状態には
至っていないが、財務状態及び経
営成績が悪化し、契約に従った債
権の元本の回収及び利息の受取り
ができない可能性が高い債権
●要管理債権
三月以上延滞債権及び貸出条件
緩和債権（経済的困難に陥った債
務者の再建又は支援を図り、当該
債権の回収を促進すること等を目
的に、債務者に有利な一定の譲歩
を与える約定条件の改定等を行っ
た貸出債権
●正常債権
債務者の財政状態及び経営成績
に特に問題がないものとして、同
項第一号から第三号までに掲げる
債権以外のものに区分される債権
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② 商品有価証券種類別平均残高

該当する取引はありません。

（単位：百万円）

⑷ 有価証券に関する指標

① 種類別有価証券平均残高

増 減平成３０年度平成２９年度種 類

△２４１７，０１５７，２５６国 債

１７１７，８７４７，７０３地 方 債

△１９５４０２３５金 融 債

７１４１，３１３５９９政 府 保 証 債

△４８８１，１０３１，５９１社 債

－－－株 式

－－－そ の 他 の 証 券

△３８１７，３４７１７，３８５合 計

（注）貸付有価証券は有価証券の種類ごとに区分しています。

（単位：千件、百万円）⑶ 内国為替取扱実績

平成３０年度平成２９年度
種 類

被仕向仕 向被仕向仕 向

６６８２１５６７８２３６件数送金・振込

為 替 ２０５，０４３１６６，８１０２２９，８１７１６４，５２３金額

００００件数代金取立

為 替 ９４８９８１４２金額

１４１５２５２６件数
雑 為 替

５，９２０７，４７０５，８１５７，２３９金額

６９２２３３７０４２６３件数
合 計

２１１，０５８１７４，３７０２３５，７１４１７１，８０５金額

（単位：百万円）⑪ 貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

平成３０年度平成２９年度

区 分 期末

残高

期中減少額期 中

増加額

期首

残高

期末

残高

期中減少額期 中

増加額

期首

残高 その他目的使用その他目的使用

３８５３５８３８５３５８３５８３３５３５８３３５一般貸倒引当金

５６６６０２１３３５６６７３５７３５８４５５２７３５８９７個別貸倒引当金

９５２９６０１３３９５２１，０９４１，０９４１，１８０５２１，０９４１，２３３合 計

⑫ 貸出金償却の額

平成３０年度平成２９年度項 目

－－貸 出 金 償 却 額

（単位：百万円）

該当する取引はありません。
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２．共済取扱実績

平成３０年度平成２９年度
種 類

保 有 高新契約高保 有 高新契約高

５２８，９１９１１，７４２５５３，８５３１７，１１４終 身 共 済

生

命

総

合

共

済

５，１８０１７３６，１４１２５０定 期 生 命 共 済

２９５，１３５７，５８５３３０，９９５９，３７３養 老 生 命 共 済

８０，３０７２，８７２８４，５２１２，８１６うち こども共済

１５，５０７２０２１６，８５８４６１医 療 共 済

１，５２３－１，５８０－が ん 共 済

２，４３１－２，６１１－定 期 医 療 共 済

７，３８７２５１７，３６９１，４３８介 護 共 済

５０３－５６８－年 金 共 済（ 計 ）

９４１，１１７１８９，０５５９４７，５９５１８２，２３４建 物 更 生 共 済

１，７９７，７０５２０９，０１０１，８６７，５７４２１０，８７２合 計

（単位：百万円）⑴ 長期共済新契約高・長期共済保有高

（注）金額は、保障金額（がん共済はがん死亡共済金額、医療共済及び定期医療共済は死

亡給付金額（付加された定期特約金額等を含む）、年金共済は付加された定期特約金

額）を表示しています。

平成３０年度平成２９年度
種 類

保有高新契約高保有高新契約高

２０７９２０３１２医 療 共 済

３６１３６１が ん 共 済

７－７－定 期 医 療 共 済

２５１１１２４８１３合 計

（単位：百万円）⑵ 医療系共済の入院共済金額保有高

（注）金額は、入院共済金額を表示しています。

平成３０年度平成２９年度
種 類

保有高新契約高保有高新契約高

１４，７０１４０８１５，５４３３，０９５介 護 共 済

１，５９３１，５９３－－
生 活 障 害 共 済

（ 一 時 金 型 ）

１９３１９３－－
生 活 障 害 共 済

（ 定 期 年 金 型 ）

１６，４３４２，１９５１５，５４３３，０９５合 計

⑶ 介護共済の介護共済金額保有高、生活障害共済の生活障害共済金額および生活障害年金保有高
（単位：百万円）

（注）金額は介護共済は介護共済金額について、生活障害共済は生活障害共済金額または

生活障害年金額を表示しています。
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（注）１．金額は、保障金額を表示しています。

２．自動車共済、賠償責任共済、自賠責共済は掛金総額です。

平成３０年度平成２９年度
種 類

掛金金額件数掛金金額件数

９２６９，２９４５，７９０件９７７１，４５１５，９２３件火 災 共 済

２，８７８５９，０３９件３，０２１５８，９０４件自 動 車 共 済

３０３７１，１７１８０，０１３件３２３８７，４０４８１，７６３件傷 害 共 済

－－－件－－－件団体定期生命共済

０３２１０件０３８１０件定額定期生命共済

３１，５９５件３１，５７２件賠 償 責 任 共 済

６４３２６，３７５件６５０２６，６２３件自 賠 責 共 済

３，６５０１７２，８２２件３，８０４１７４，７９５件合 計

（単位：件、百万円）⑸ 短期共済新契約高

平成３０年度平成２９年度
種 類

粗収益供給高粗収益供給高

２６８，０４０１，４６６，７４２２８４，６０５１，４８８，００９肥 料

５１，４５２８０９，８５８４６，５３９７３３，１９９飼 料

７４，８６１９８６，５６７７２，６４９９５２，４６２素 畜 ・ 種 子

１２７，１４７８７４，８８６１２４，１３９８３８，８０８農 薬

６１，１７７９３２，１６７６５，１０４８１４，１３２農 業 機 械

８６，７９７７０１，９２５８１，７６０６６７，３８６そ の 他

６６９，４７７５，７７５，１４８６７４，７９８５，４９３，９９８合 計

（単位：千円）⑴ 買取購買品（生産資材）取扱実績

３．農業関連事業取扱実績

平成３０年度平成２９年度
種 類

保有高新契約高保有高新契約高

６，１７０１，３６４５，３２７７３２年 金 開 始 前

３，０１８－２，９８３－年 金 開 始 後

９，１８６１，３６４８，３１１７３２合 計

（単位：百万円）⑷ 年金共済の年金保有高

（注）金額は、年金年額（利率変動型年金にあっては、最低保証年金額）を表示しています。
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平成３０年度平成２９年度
種 類

手数料販売高手数料販売高

６９，８９１１，０２８，６０５１０５，５５９１，８６４，０７２米 穀 類

９，０２０３７６，６４５９，１６９３９０，２２１果 実

７０，２６８２，４４７，９３０６０，８１６２，１８０，０４８野 菜

７，３０１２８２，７０９７，３３２２９６，６１３菌 茸 類

３，０７４１０３，０７２３，３７７１０９，０７６花 卉 ・ 特 産

７０，６４０３，６８５，５９４７３，７６９３，９２８，２１７畜 産 物

１５７，５９９１，２３９，７９４１４３，４８６１，３４３，７５１直 売 所

３８７，７９３９，１６４，３４９４０３，５０９１０，１１１，９９８合 計

（単位：千円）

⑵ 販売品取扱実績

① 受託販売品

平成３０年度平成２９年度項 目

４８，８３６３５，６７３保 管 料
収

益

９，８９７５，０９３荷 役 料

２３，２０５２４，９８７そ の 他 の 収 益

８１，９３９６５，７５４計

４７３０３保 管 材 料 費
費

用

４４，６０９３４，９５３保 管 雑 費

‐‐そ の 他 の 費 用

３７，２８２３５，２５６計

（単位：千円）⑶ 保管事業取扱実績

平成３０年度平成２９年度
種 類

粗利益販売高粗利益販売高

５６７，７２１５，３１５，８３８４５６，９５１４，７３２，３５２米

９３，９７６５２７，８５１２７７，３６６４７０，１６０直 売 所

６６１，６９８５，８４３，６８９７３４，３１７５，２０２，５１２合 計

（単位：千円）② 買取販売品
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平成３０年度平成２９年度
種 類

粗収益供給高粗収益供給高

２８，９５２３４２，２０９３９，１８７３４４，０７３米

７，４２７４７，３１９８，６７７５５，２８０生 鮮 食 品

９１，８１０４８９，７９９８５，８０７５０１，４５７一 般 食 品

３２，６０３１６２，０９４３３，８１５１５８，８４０衣 料 品

２４９，７１９１，３９８，２３７１４４，１００１，１４２，１８５燃 料

１５，２１６１４５，９１９２１，３６９２０９，４２４耐 久 消 費 財

５１，４７０５７４，４００５４，０５３６３８，４３０日 用 保 健 雑 貨

１７０８６２８８，７７４２２２，０９６家 庭 燃 料

１，０９１７０，６１９４，４６０７１，２６０自 動 車

１０６，１５６６３０，３４４１０７，１９１６６１，８９０そ の 他

５８４，６１６３，８６１，８０５５８７，４３３４，００４，９３５合 計

（単位：千円）⑴ 買取購買品（生活物資）取扱実績

４．生活その他事業取扱実績

平成３０年度平成２９年度
種 類

費 用収 益費 用収 益

１６４，５９６１７８，８３８１５４，４８０１７８，５５８水 稲 育 苗

３５３１０－４４１野 菜 育 苗

１４，３２８２２，２９３１８，４３６３０，１８３種 子 セ ン タ ー

６０，００２８１，６７７５９，１４５８６，９５４カ ン ト リ ー

５，９６６７，４４２８，７９０１０，６５８農 業 機 械 銀 行

‐２３，５２０‐２２，２６４パ イ プ ハ ウ ス

２７２，２９４２８７，７１８２４６，７４２２４７，６８５精 米 セ ン タ ー

２５，５０３６６，５８９２４，０３２６５，８８４そ の 他

５４２，７２９６６８，３９３５１１，６２５６４２，６２７合 計

（単位：千円）⑷ 利用事業取扱実績

（単位：千円）⑸ 加工事業取扱実績

平成３０年度平成２９年度
種 類

費 用収 益費 用収 益

３７２－１，５２８８８ト マ ト ジ ュ ー ス

３７２－１，５２８８８合 計
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平成３０年度平成２９年度項 目

２３０，２６７２４８，４６６訪 問 介 護

収

益

４２，３２５５４，３７３福 祉 用 具 貸 与

２，８４７４，４７７福 祉 用 具 販 売

９９，９９４１００，３５２居 宅 介 護 支 援

３２７，０７７３２２，４００通 所 介 護

２０４，５６０１６３，３４８小規模多機能型居宅支援

８１，９１６６２，９１４認知症対応型共同生活介護

５，０７６４，９３４高 齢 者 生 活 支 援

１１６，５８８１０９，７０９歯 科 診 療

１，４８６１，８３８購 買

１，０５７２８，８５２事 業 外

１，１１３，１９７１，１０１，６６８計

２２３，５４１２４０，６２９訪 問 介 護

費

用

３５，４６５４２，５０１福 祉 用 具 貸 与

２，１９１３，４５９福 祉 用 具 販 売

６４，０７０６２，９１３居 宅 介 護 支 援

２６０，１８８２５８，７２２通 所 介 護

１６２，１３２１４２，３４１小規模多機能型居宅支援

７０，８９５６２，９８２認知症対応型共同生活介護

１，９８９２，１６９高 齢 者 生 活 支 援

１０１，７３６１０３，７２５歯 科 診 療

３０購 買

８６２９，８９１事 業 外

９２３，０７７９２９，３８８計

（単位：千円）⑵ 福祉事業取扱実績

平成３０年度平成２９年度項 目

１４０，８３２１６３，２５１指 導 事 業 補 助 金収

入
９７，６５０８３３，２９６指 導 実 費 収 入

２３８，４８３９９６，５４８計

３６１，６７３９３７，６７５営 農 改 善 費

支

出

２４，６５７２１，３８９生 活 文 化 費

７０，３５８８０，４５５教 育 情 報 費

４５６，６８９１，０３９，５２０計

（単位：千円）５．指導事業

平成３０年度平成２９年度項 目

３１，９０８２７，１７９旅 行 収 益収
益 ３１，９０８２７，１７９計

６，２１９７，６５０旅 行 費 用費
用 ６，２１９７，６５０計

（単位：千円）⑶ 旅行事業取扱実績
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経営諸指標Ⅳ

１．利益率

増 減平成３０年度平成２９年度区 分

△０．０６０．１４０．２０総 資 産 経 常 利 益 率

△１．２１３．２７４．４８資 本 経 常 利 益 率

△０．０４０．１７０．２１総資産当期純利益率

△０．８７３．８２４．６９資 本 当 期 純 利 益 率

（単位：％）

（注）１．総資産経常利益率＝経常利益／総資産（債務保証見返りを除く）平均残高×１００

２．資本経常利益率＝経常利益／純資産勘定平均残高×１００

３．総資産当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／総資産（債務保証見返りを除く）

平均残高×１００

４．資本当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／純資産勘定平均残高×１００

２．貯貸率・貯証率

増 減平成３０年度平成２９年度区 分

１．７２１８．８４１７．１２期 末
貯 貸 率

１．２７１８．０６１６．７９期中平均

０．５９３．２６２．６７期 末
貯 証 率

△０．０４２．６７２．７１期中平均

（単位：％）

（注）１．貯貸率（期 末）＝貸出金残高／貯金残高×１００

２．貯貸率（期中平均）＝貸出金平均残高／貯金平均残高×１００

３．貯証率（期 末）＝有価証券残高／貯金残高×１００

４．貯証率（期中平均）＝有価証券平均残高／貯金平均残高×１００
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自己資本の充実の状況Ⅴ

１．自己資本の構成に関する事項 （単位：百万円）

経過措置に
よる不算入額

平成
３０年度

経過措置に
よる不算入額

平成
２９年度

項 目

コア資本に係る基礎項目（１）
３２，６９９３１，４８９普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本の額
８，８１６８，６７７うち、出資金及び資本準備金の額

うち、再評価積立金の額
２４，１１９２３，０９６うち、利益剰余金の額
１７６２１６うち、外部流出予定額（△）
△６０△６６うち、上記以外に該当するものの額
３９３３６６コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
３９３３６６うち、一般貸倒引当金コア資本算入額

うち、適格引当金コア資本算入額
適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
うち、回転出資金の額
うち、上記以外に該当するものの額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調
達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

２７１３１６土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに
相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

３３，３６１３２，１７３コア資本にかかる基礎項目の額（イ）
コア資本にかかる調整項目（２）

２７１０８６１９１無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額
うち、のれんに係るものの額

２７１０８６１９１うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額
繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
前払年金費用の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
特定項目に係る十パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

特定項目に係る十五パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

１０８９１コア資本に係る調整項目の額（ロ）
自己資本

３３，２５２３２，０８２自己資本の額（（イ）－（ロ））（ハ）
リスク・アセット等（３）

２２８，１１７２２４，１４７信用リスク・アセットの額の合計額
△１０，７０３△１０，６６８うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額

２７６１うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く）
うち、繰延税金資産
うち、前払年金費用

△１１，７３６△１１，７３６うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
１，００５１，００６うち、土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額に係るものの額

うち、上記以外に該当するものの額
２０，５０４２１，１４９オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額

信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額

２４８，６１９２４５，２９６リスク・アセット等の額の合計額（ニ）
自己資本比率

１３．３７％１３．０７％自己資本比率（（ハ）／（ニ））

（注）１．「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成１８年金融庁・農水省告示第２号）に基づき算出
しています。

２．当ＪＡは、信用リスク・アセット額の算出にあたっては標準的手法、適格金融資産担保の適用については信用リス
ク削除手法の簡便手法を、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたっては基礎的手法を採用しています。

３．当ＪＡが有するすべての自己資本とリスクを対比して、自己資本比率を計算しています。
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２．自己資本の充実度に関する事項

① 信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳 （単位：百万円）

平成３０年度平成２９年度

所要

自己資本額

ｂ＝ａ×４％

リスク・

アセット額

ａ

エクスポージャー

の期末残高

所要

自己資本額

ｂ＝ａ×４％

リスク・

アセット額

ａ

エクスポージャー

の期末残高

００７，０１０００７，２１０我が国の中央政府及び中央銀行向け

００１３，３６９００１２，０９４我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け

２６０６０３２６０１，１０６地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け

１３０３，５９８３９０１，００５我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け

－－５００－－－地 方 三 公 社 向 け

４，１３３１０３，３３０５１６，６５３４，２３６１０５，９０２５２９，５１１金融機関及び第一種金融商品取引業者向け

１３８３，４６０４，２０４１５７３，９４１５，０４４法 人 等 向 け

１，３７７３４，４４４４７，８５６１，０６７２６，６９９３７，４０６中 小 企 業 等 向 け 及 び 個 人 向 け

１７６４，４１７１２，７３０１９６４，９１５１４，２１４抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン

４８１，２２１１，２４０５８１，４５２１，４６７不 動 産 取 得 等 事 業 向 け

５４１，３６４１，７１１２７６８７１，０８２三 月 以 上 延 滞 等

０８４００８４４取 立 未 済 手 形

１６３４，０７５４１，０７４１４７３，６９５３７，２７６信 用 保 証 協 会 等 に よ る 保 証 付

００４１００６６４共 済 約 款 貸 付

８６２，１５８２，１８１８５２，１４５２，１４５出 資 等

２，３４７５８，６８２２３，４７２２，３４７５８，６８０２３，４７２他の金融機関等の対象資本調達手段

３２８０２３２１４２１，０５２４２１特定項目のうち調整項目に算入されないもの

－－－－－－
複数の資産を裏付とする資産（所謂ファン
ド）のうち、個々の資産の把握が困難な資産

△４２８△１０，７０３－△４２６△１０，６６８－
経過措置によりリスク・アセットの額に
算 入 、 不 算 入 と な る も の

９９０２４，７６３２８，５１２１，０１９２５，４８２２５，４９９上 記 以 外

９，１２４２２８，１１７７０５，１２４８，９６５２２４，１４７７０４，２６８標準的手法を適用するエクスポージャー別計

－－－－－－Ｃ Ｖ Ａ リ ス ク 相 当 額 ÷ ８ ％

－－－－－－中 央 清 算 機 関 関 連 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー

９，１２４２２８，１１７７０１，３８７８，９６５２２４，１４７７０４，２６８信用リスク・アセットの額の合計額

（注）１．「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクスポー
ジャーの種類ごとに記載しています。

２．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、具体
的には貸出金や有価証券等が該当しています。

３．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債務者に
係るエクスポージャー及び「金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等において
リスク・ウエイトが１５０％になったエクスポージャーのことです。

４．「出資等」とは、出資等エクスポージャー、重要な出資のエクスポージャーが該当します。
５．「経過措置によりリスク・アセットの額に算入・不算入となるもの」とは、他の金融機関等の対象資本調
達手段、コア資本に係る調整項目（無形固定資産、前払年金費用、繰延税金資産等）および土地評価差額
金に係る経過措置により、リスク・アセットに算入したもの、不算入としたものが該当します。

６．「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以
外の公共部門向け・国際開発銀行向け・取立未済手形・未決済取引・その他の資産（固定資産等）・間接
清算参加者向け・信用リスク削減手法として用いる保証またはクレジットデリバティブの免責額が含まれ
ます。

７．当ＪＡでは、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたって、基本的手法を採用しています。
〈オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額の算出方法（基本的手法）〉
（粗利益（正の値の場合に限る）×１５％）の直近３年間の合計額

÷８％直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数

所要自己資本額
オペレーショナル・リスク
相当額を８％で除して得た額

所要自己資本額
オペレーショナル・リスク
相当額を８％で除して得た額オペレーショナル・リスクに

対する所要自己資本の額

(基礎的手法)
ｂ＝ａ×４％ａｂ＝ａ×４％ａ

８２０２０，５０４８４５２１，１４９

所要自己資本額
リスク・アセット等
（分母）計

所要自己資本額
リスク・アセット等
（分母）計

所要自己資本額計
ｂ＝ａ×４％ａｂ＝ａ×４％ａ

９，９４４２４８，６２１９，８１１２４５，２９６
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３．信用リスクに関する事項

① 標準的手法に関する事項

当ＪＡでは自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法

により算出しています。また、信用リスク・アセットの算出にあたって、リスク・ウエイト

の判定に当たり使用する格付等は次のとおりです。

契 リスク・ウエイトの判定に当たり使用する格付けは、以下の適格格付機関による依頼格

付けのみ使用し、非依頼格付は使用しないこととしています。

（注）「リスク・ウエイト」とは、当該資産を保有するために必要な自己資本額を算出す

るための掛目のことです。

形 リスク・ウエイトの判定に当たり使用する適格格付機関の格付またはカントリー・リス

ク・スコアは、主に以下のとおりです。

適 格 格 付 機 関

株式会社格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）

株式会社日本格付研究所（JCR）

ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's）

スタンダード・アンド・プア一ズ・レーティング・サービシズ（S&P）

フィッチ・レーティングスリミテッド（Fitch）

カントリー・リスク・スコア適格格付機関エクスポージャー

日本貿易保険金融機関向けエクスポージャー

R&I,Moody's,JCR,S&P,Fitch法人向けエクスポージャー（長期）

R&I,Moody's,JCR,S&P,Fitch法人向けエクスポージャー（短期）
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② 信用リスクに関するエクスポージャー（地域別、業種別、残存期間別）及び三ヵ月以上延

滞エクスポージャーの期末残高 （単位：百万円）

平成３０年度平成２９年度

信用リスクに関するエクスポージャーの残高信用リスクに関するエクスポージャーの残高

三カ月以上延滞
エクスポージャー

うち債券
うち
貸出金等

三カ月以上延滞
エクスポージャー

うち債券
うち
貸出金等

１，７１１２０，８５６１２３，２８６７０５，１２４１，０８２１６，９１６１１１，９８１７０４，７６１信用リスク期末残高

１３７－８，３１３８，３８３１１５－８，９６０９，０６１農業

５－８６８６－－９２９２林業

－－４２４２－－５２５２水産業

－－２，１４０２，１４０－－１，９１２１，９１２製造業

－－２５１２５１－－２１８２１８鉱業

－－３，４８８３，４８８１３０２３，１０９３，４１１建設・不動産業

－－５８０５８０－－４７１４７１電気・ガス熱供給・水道業

３３，９９８１，１５７５，１５５－３００１，０５３１，３５３運輸・通信業

－－７，７３５５０６，６６１－１，６０９７，７８２５２８，９７１金融・保険業

４１０－３，４３２３，４３２７０－３，１５２３，１５２卸売・小売・飲食・サービス業

－１６，１４３６，６４５２２，７９０－１４，７０４６，６５０２１，３５５日本国政府・地方公共団体

１，１５６７１３８９，４１７１５２，１１６８９５－７８，５２５１３４，７０８上記以外

１，７１１２０，８５６１２３，２８６７０５，１２４１，０８２１６，９１６１１１，９８１７０４，７６１業種別残高計

－２，２７８２，０５６５０７，８９９－１，５０８２，８９２５２８，７２５１年以下

－４，８１０２，３４３７，１５４－５，３７０２，３０９７，６７９１年超３年以下

－４，７０３５，００６９，７０９－４，７０４４，３１４９，０１９３年超５年以下

－１，４１３１１，１７７１２，５９０－３，０１５１１，３２６１４，３４２５年超７年以下

－－７，７６７７，７６７－２０１７，６２０７，８２１７年超１０年以下

－７，６４０９２，１７０９９，８１１－２，２８５８０，７１４８２，８３１１０年超

－－２，２１３１１，２９７－－２，７８９４，０９２期間の定めのないもの

－２０，８５６１２３，２８６７０５，１２４－１６，９１６１１１，９８１７０４，７６１残存期間別残高計

（注）１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、

証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ・バランス取引を含み

ます。

２．「貸出金等」とは、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以外

のオフ・バランスシート・エクスポージャーを含んでいます。「コミットメント」

とは、契約した期間および融資枠の範囲でお客様のご請求に基づき、金融機関が融

資を実行する契約のことをいいます。「貸出金等」にはコミットメントの融資可能

残額も含めています。

３．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日

から３ヵ月以上延滞しているエクスポージャーをいいます。

４．「その他」には、ファンドのうち個々の資産の把握が困難な資産や固定資産等が該

当します。

５．当ＪＡでは国内の限定されたエリアで事業活動を行っているため、地域別の区分は

省略しております。
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③ 貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 （単位：百万円）

（注）当ＪＡは国内の限定されたエリアで事業活動を行っているため、地域別の区分は省略

しております。

平成３０年度平成２９年度

区 分 期末
残高

期中減少額期中
増加額

期首
残高

期末
残高

期中減少額期中
増加額

期首
残高 その他目的使用その他目的使用

３９３３６６－３９３３６６３６６３４５－３６６３４５一 般 貸 倒 引 当 金

６１２６５０１３６６１２７８６７８６９１１５２７８６９６３個 別 貸 倒 引 当 金

④ 業種別の個別貸倒引当金の期末残高・期中増減額及び貸出金償却の額 （単位：百万円）

平成３０年度平成２９年度

区 分 貸出金
償却

期末
残高

期中減少額期中
増加額

期首
残高

貸出金
償却

期末
残高

期中減少額期中
増加額

期首
残高 その他目的使用その他目的使用

－３３－３３－３－－３－農 業

法

人

－－－－－－－－－－－－林 業

－－－－－－－－－－－－水 産 業

－－－－－－－－－－－－製 造 業

－－－－－－－－－－－－鉱 業

－－－－－－－－－－－－建 設 ･不 動 産 業

－－－－－－－－－－－－電気･ガス･熱供給･水道業

－－－－－－－－－－－－運 輸 ･通 信 業

－－－－－－－－－－－－金 融 ･保 険 業

－２３８２１２－２３８２１２－２１２－－２１２－卸売･小売･飲食･サービス業

－１９９－１９９－９２３２－－２４１上 記 以 外

－３５２４２６１３６３５２５６２－５６０６７９５２５７１７２２個 人

－６１２６５０１３６６１２７８６－７８６９１１５２７８６９６３業 種 別 計
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⑤ 信用リスク削減効果勘案後の残高及びリスク・ウエイト１２５０％を適用する残高

（単位：百万円）

平成３０年度平成２９年度

計格付なし格付あり計格付なし格付あり

２４，１５８２４，１５８－２４，５６７２４，５６７－リスク・ウエイト０％

信
用
リ
ス
ク
削
減
効
果
勘
定
後
残
高

－－－－－－リスク・ウエイト２％

－－－－－－リスク・ウエイト４％

４５，２７６４５，２７６－３８，４６０３８，４６０－リスク・ウエイト１０％

５１７，１９４５１７，１９４－５２９，５５５５２９，５５５－リスク・ウエイト２０％

１２，７３０１２，７３０－１４，０８７１４，０８７－リスク・ウエイト３５％

６９９６９９－３３２３３２－リスク・ウエイト５０％

４７，８５６４７，８５６－３５，９０１３５，９０１－リスク・ウエイト７５％

３３，８１１３３，８１１－３４，９１１３４，９１１－リスク・ウエイト１００％

７４３７４３－１４７１４７－リスク・ウエイト１５０％

２３，４７２２３，４７２－２３，４７２２３，４７２－リスク・ウエイト２００％

３２１３２１－４２１４２１－リスク・ウエイト２５０％

－－－－－－そ の 他

－－－－－－リスク・ウエイト１２５０％

７０６，２６５７０６，２６５－７０１，８５６７０１，８５６－計

（注）１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、

証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派

生商品取引の与信相当額を含みます。

２．「格付あり」にはエクスポージャーのリスク・ウエイト判定において格付を使用し

ているもの、「格付なし」にはエクスポージャーのリスク・ウエイト判定において

格付を使用していないものを記載しています。なお、格付は適格格付機関による依

頼格付のみ使用しています。

３．経過措置によってリスク・ウエイトを変更したエクスポージャーについては、経過

措置適用後のリスク・ウエイトによって集計しています。また、経過措置によって

リスク・アセットを算入したものについても集計の対象としています。

４．１２５０％には、非当時決済取引に係るもの、信用リスク削減手法として用いる保証又

はクレジット・デリバティブの免責額に係るもの、重要な出資に係るエクスポー

ジャーなどリスク・ウエイト１２５０％を適用したエクスポージャーがあります。
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４．信用リスク削減手法に関する事項

① 信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要

「信用リスク削減手法」とは、自己資本比率算出における信用リスク・アセット額の算出

において、エクスポージャーに対して一定の要件を満たす担保や保証等が設定されている場

合に、エクスポージャーのリスク・ウエイトに代えて、担保や保証人に対するリスク・ウエ

イトを適用するなど信用リスク・アセット額を軽減する方法です。

当ＪＡでは、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出要領」にて定めています。

信用リスク削減手法として、「適格金融資産担保」、「保証」、「貸出金と自組合貯金の相

殺」を適用しています。

適格金融資産担保付取引とは、エクスポージャーの信用リスクの全部または一部が、取引

相手または取引相手のために第三者が提供する適格金融資産担保によって削減されている取

引をいいます。

当ＪＡでは、適格金融資産担保取引について信用リスク削減手法の簡便手法を用いています。

保証については、被保証債権の債務者よりも低いリスク・ウエイトが適用される中央政府

等、我が国の地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、外国の中央政

府以外の公共部門、国際開発銀行、及び金融機関または第一種金融商品取引業者、これら以

外の主体で長期格付がＡ－またはＡ３以上の格付を付与しているものを適格保証人とし、エ

クスポージャーのうち適格保証人に保証された被保証部分について、被保証債権のリスク・

ウエイトに代えて、保証人のリスク･ウエイトを適用しています。

貸出金と自組合貯金の相殺については、①取引相手の債務超過、破産手続開始の決定その

他これらに類する事由にかかわらず、貸出金と自組合貯金の相殺が法的に有効であることを

示す十分な根拠を有していること、②同一の取引相手との間で相殺契約下にある貸出金と自

組合貯金をいずれの時点においても特定することができること、③自組合貯金が継続されな

いリスクが監視及び管理されていること、④貸出金と自組合貯金殺後の額が、監視および管

理されていること、の条件をすべて満たす場合に、相殺契約下にある貸出金と自組合貯金の

相殺後の額を信用リスク削減手法適用後のエクスポージャー額としています。

担保に関する評価及び管理方針は、一定のルールのもと定期的に担保確認及び評価の見直

しを行っています。なお、主要な担保の種類は自組合貯金です。
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② 信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額 （単位：百万円）

平成３０年度平成２９年度

区 分
保 証

適格金融
資産担保

保 証
適格金融
資産担保

－－５０３－地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け

３，２９８－１００－我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け

５００－－－地 方 三 公 社 向 け

－－－－金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け

２９３４０７３５１４７６法 人 等 向 け

１，３４２１４３１，０３３１６０中 小 企 業 等 向 け 及 び 個 人 向 け

７－７－抵 当 権 住 宅 ロ ー ン

－－－－不 動 産 取 得 等 事 業 向 け

－－－－三 月 以 上 延 滞 等

－－－－中 央 清 算 機 関 関 連

－０－０上 記 以 外

５，４４１５５１１，９９７６３７合 計

（注）１．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含

む）のことをいい、主なものとしては貸出金や有価証券等が該当します。

２．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上

延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「金融機関向け及び第一種金融商

品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウエイトが１５０％になったエ

クスポージャーのことです。

３．「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向

け・外国の中央政府等以外の公共部門向け・国際開発銀行向け・取立未済手形・未

決済取引・その他の資産（固定資産等）が含まれます。

５．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

該当する取引はありません。

６．証券化エクスポージャーに関する事項

該当する取引はありません。

７．出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項

① 出資その他これに類するエクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要

「出資その他これに類するエクスポージャー」とは、主に貸借対照表上の有価証券勘定及

び外部出資勘定の株式又は出資として計上されているものであり、当ＪＡにおいては、これ

らを①子会社株式、②その他有価証券、③系統および系統外出資に区分して管理しています。

① 子会社株式については、経営上も密接な連携を図ることにより、当ＪＡの事業のより効

率的運営を目的として、株式を保有しています。
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これらの会社の経営については毎期の決算書類の分析の他、毎月定期的な連絡会議を行

う等適切な業況把握に努めています。

② その他有価証券については中長期的な運用目的で保有するものであり、適切な市場リス

クの把握およびコントロールに努めています。

具体的には、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及びポートフォリオの状況やＡ

ＬＭなどを考慮し、理事会で運用方針を定めるとともに経営層で構成するＡＬＭ委員会を

定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決定を行っています。

運用部門は理事会で決定した運用方針及びＡＬＭ委員会で決定された取引方針などに基

づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行っています。

運用部門が行った取引については企画管理部門が適切な執行を行っているかどうか

チェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

③ 系統出資については、会員としての総会等への参画を通じた経営概況の監督に加え、日

常的な協議を通じた連合会等の財務健全化を求めており、系統外出資についても同様の対

応を行っています。

なお、これらの出資その他これに類するエクスポージャーの評価等については、①子会社

株式については、取得原価を記載し、毀損の状況に応じて子会社等損失引当金を、②その他

有価証券については時価評価を行った上で、取得原価との取評価差額については、「その他

有価証券評価差額金」として純資産の部に計上しています。

③系統および系統外出資については、取得原価を記載し、毀損の状況に応じて外部出資等

損失引当金を設定しています。

また、評価等重要な会計方針の変更等があれば、注記表にその旨記載することとしています。

② 出資その他これに類するエクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価 （単位：百万円）

平成３０年度平成２９年度

時価評価額貸借対照表計上額時価評価額貸借対照表計上額

－－－－上 場

２３，４４８２３，４４８２３，４２２２３，４２２非 上 場

２３，４４８２３，４４８２３，４２２２３，４２２合 計

平成３０年度平成２９年度

償却額売却損売却益償却額売却損売却益

－－－－－－

③ 出資その他これに類するエクスポージャーの売却及び償却に伴う損益 （単位：百万円）

（注）「時価評価額」は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表計上額の合計

額です。
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平成３０年度平成２９年度

評価損評価益評価損評価益

－－－－

④ 貸借対照表で認識され、損益計算書で認識されない評価損益の額

（保有的区分をその他有価証券としている株式・出資の評価損益等） （単位：百万円）

平成３０年度平成２９年度

評価損評価益評価損評価益

－－－－

⑤ 貸借対照表で認識され、損益計算書で認識されない評価損益額

（子会社・関連会社株式の評価損益等） （単位：百万円）

① 金利リスクの算定方法の概要

金利リスクとは、金利変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利又は期間のミス

マッチが存在する中で金利が変動することにより、利益が減少ないし損失を被るリスクをい

います。

当ＪＡでは、金利リスク量を計算する際の基本的な事項を「金利リスク量計算要領」に、

またリスク情報の管理・報告にかかる事項を「余裕金運用等にかかるリスク管理手続」に定

め、適切なリスクコントロールに努めています。具体的な金利リスクの算定方法、管理方法

は以下のとおりです。

・市場金利が上下に２％変動した時（ただし０％を下限）に発生する経済価値の変化額

（低下額）を金利リスク量として毎月算出しています。

・要求払貯金の金利リスク量は、明確な金利改定間隔がなく、貯金者の要求によって随時

払い出される要求払貯金のうち、引き出されることなく長期間金融機関に滞在する貯金

をコア貯金と定義し①過去５年の最低残高、②過去５年の最大年間流出量を現残高から

差し引いた残高、③現残高の５０％相当額のうち、最小の額を上限とし、０～５年の期間

に均等に振り分けて（平均残存２．５年）リスク量を算定しています。

・金利リスクは、運用勘定の金利リスク量と調達勘定の金利リスク量を相殺して算定します。

金利リスク ＝ 運用勘定の金利リスク量 ＋ 調達勘定の金利リスク量（△）

算出した金利リスク量は毎月経営層に報告するとともに、四半期ごとにＡＬＭ委員会に報

告して承認を得ています。

② 金利ショックに対する損益・経済価値の増減額 （単位：百万円）

平成３０年度平成２９年度

△３３２２６金利ショックに対する損益・経済価値の増減額

８．金利リスクに関する事項
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４．単体自己資本比率

⑴ グループの事業系統図

ＪＡ福島さくらのグループは、当ＪＡ、子会社９社で構成されています。

このうち、当年度及び前年度において連結自己資本比率を算出する対象となる連結子会社

は、９社です。なお、連結自己資本比率を算出する対象となる連結グループと、連結財務諸

表規則に基づき連結の範囲に含まれる会社に、相違ありません。

１．グループの概況

連 結 情 報Ⅵ

⑵ 子会社等の状況（平成３１年２月末時点）

当ＪＡの
議決権比率

資本金設立年月日業 務 内 容所 在 地名 称

９９．３０％１０百万円
平成８年
１月１８日

農作業受委託業務
施設業務受託業務

郡山市朝日二丁目
１４－７

㈱ＪＡ郡山市
農 業 受 委 託

１００．００％１０百万円
昭和４８年
６月７日

総合葬祭事業
郡山市富田町字
愛宕前３６

㈱ＪＡ郡山市
協同サービス

１００．００％１０百万円
平成１６年
１月１９日

食料品・日用品・酒類の
販売、食材の宅配事業

郡山市日和田町字
北ノ入６６

㈱ＪＡ郡山市
食材サービス

１００．００％１０百万円
平成１６年
１月１９日

石油製品・ＬＰＧの販売
ガソリンスタンドの経営

郡山市片平町字
木藤田５３

㈱ＪＡ郡山市
燃料サービス

９９．８０％２０百万円
平成２７年
７月２１日

穀類、野菜類、果樹等、
水稲等の生産及び販売

田村市船引町船引字
南町通１６０

㈱ＪＡアグリ
サポートたむら

１００．００％５０百万円
平成２７年
７月２１日

日刊新聞及び書籍・雑誌
の販売

田村市船引町船引字
南町通１５５－１

㈱ Ｊ Ａ 新 聞
センターたむら

１００．００％１００百万円
平成８年
６月５日

総合葬祭事業
いわき市平字
九品寺町１－８－２

㈱ＪＡいわき市
協同サービス

１００．００％１００百万円
平成１２年
１２月１４日

石油製品・ＬＰＧの販売
ガソリンスタンドの経営

いわき市平谷川瀬字
泉町７８－１

㈱ＪＡいわき市
燃料サービス

９９．３４％６０百万円
平成３０年
３月１日

畜産経営
田村市常葉町常葉字
上野２番地

㈱ＪＡ和牛ファーム
福 島 さ く ら

ＪＡ福島さくら ＪＡ福島さくら
本 店 １
地区本部 ４
支 店 ６１

子会社
株式会社 ＪＡ郡山市農業受委託
株式会社 ＪＡ郡山市協同サービス
株式会社 ＪＡ郡山市食材サービス
株式会社 ＪＡ郡山市燃料サービス
株式会社 ＪＡアグリサポートたむら
株式会社 ＪＡ新聞センターたむら
株式会社 ＪＡいわき市協同サービス
株式会社 ＪＡいわき市燃料サービス
株式会社 ＪＡ和牛ファーム福島さくら



－84－

ディスクロージャー誌 ２０１９

⑶ 連結事業概況

① 事業の概況

平成３０年度の当組合の連結決算は、子会社９社を連結しております。

連結決算の内容は、連結事業利益９５７百万円、連結経常利益１，１９２百万円、連結当期剰余

金は１，３０９百万円、連結純資産３５，４８６百万円、連結総資産７０６，４０９百万円、連結自己資本比

率は１４．１６％となりました。

② 連結子会社等の事業概況

〔株式会社ＪＡ郡山市農業受委託〕

当社は農産物の生産販売業務をしており、売上高は９３，００１千円で当期利益は１９８千円

となりました。

〔株式会社ＪＡ郡山市協同サービス〕

当社は総合葬祭事業をしており、売上高は８４９，６４７千円で、当期利益は２８，４４１千円と

なりました。

〔株式会社ＪＡ郡山市食材サービス〕

当社は食材の宅配事業を行っており、売上高は３３４，９８６千円で、当期利益は９６８千円と

なりました。

〔株式会社ＪＡ郡山市燃料サービス〕

当社は燃料事業を行っており、売上高は１，２１２，８２４千円で、当期利益は１５，１２９千円と

なりました。

〔株式会社ＪＡいわき市協同サービス〕

当社は総合葬祭事業をしており、売上高は１，３６９，０９２千円で、当期利益は６２，４２５千円

となりました。

〔株式会社ＪＡいわき市燃料サービス〕

当社は燃料事業を行っており、売上高は１，５３８，５１８千円で、当期損失は１１，１０５千円と

なりました。

〔株式会社ＪＡアグリサポートたむら〕

当社は農産物の生産販売業務をしており、売上高は５７，２３２千円で当期利益は６４４千円

となりました。

〔株式会社ＪＡ新聞センターたむら〕

当社は新聞事業をしており、売上高は２１１，４５０千円で、当期利益は４，０３４千円となりま

した。
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⑷ 最近５年間の連結事業年度の主要な経営指標

平成３０年度平成２９年度平成２８年度平成２７年度平成２６年度

３３，２９５３３，６３６３３，３４７７，０７５７，０９２連結経常収益（事業収益）

５，３７１５，３６３５，５２９１，３５２１，４２４信 用 事 業 収 益

３，６７７３，７６５３，７９０９３１９０８共 済 事 業 収 益

１５，０８４１５，１６４１４，８５５３，８０５３，８３０購 買 事 業 収 益

６，６８８５，９６９５，６３８１９２１５２販 売 事 業 収 益

２，４７３３，３７３３，５３３７９３７７７そ の 他 事 業 収 益

１，１９２１，６３１１，６１１２６７３３０連 結 経 常 利 益

１，３０９１，６０６１，２１２１１０１６３連 結 当 期 剰 余 金

３５，４８６３４，２４３３３，１４７８，５７６８，４４０連 結 純 資 産 額

７０６，４０９７０６，１０１６６５，６７１１３１，０９３１３３，５３７連 結 総 資 産 額

１４．１６％１３．６６％１４．２８％１４．０９％１５．７５％連 結 自 己 資 本 比 率

（単位：百万円）

（注）１．連結経常収益は各事業収益の合計額を表しています。

２．当期剰余金は、銀行等の当期利益に相当するものです。

３．信託業務の取り扱いは行っていません。

４．「連結自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するた

めの基準」（平成１８年金融庁・農水省告示第２号）に基づき算出しております。

〔株式会社ＪＡ和牛ファーム福島さくら〕

当社は畜産事業行うために平成３０年３月１日に設立し、稼働に向けた準備を行ってま

いりました。売り上げは令和元年度以降となることから、当期損失は２，３７６千円となっ

ております。
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⑸ 連結貸借対照表 （単位：千円）

金 額

科 目 平成３０年度
（平成３１年２月２８日現在）

平成２９年度
（平成３０年２月２８日現在）

（資産の部）

６６１，２９０，４７４６５９，６５３，２７８１．信用事業資産

５１５，０１６，９６４５２８，６３５，８２１⑴現 金 及 び 預 金

２１，３０７，４２３１７，４０８，２９５⑵有 価 証 券

１２２，０４６，４１４１１０，７８７，３７５⑶貸 出 金

３，４１０，６３５３，４２０，３９１⑷その他の信用事業資産

４５８，６４６４９２，９９６⑸債 務 保 証 見 返

△９４９，６１０△１，０９１，６０１⑹貸 倒 引 当 金

５０，５５６６７９，１２８２．共済事業資産

４１，８７０６６４，７９８⑴共 済 貸 付 金

８，６８８１４，３６４⑵その他の共済事業資産

△２△３３⑶貸 倒 引 当 金

７，１６９，３５２７，０３６，８１９３．経済事業資産

２，０１８，７２７２，０６７，９７９⑴受取手形及び経済事業未収金

１２３，２７３３１５，９２４⑵経 済 受 託 債 権

４，８１０，１０８４，４２９，６６４⑶棚 卸 資 産

２６６，２９７２７１，４４９⑷その他の経済事業資産

△４９，０５５△４８，１９７⑸貸 倒 引 当 金

６９６，４２２１，０８３，９６４４．雑資産

１３，５８４，０７５１３，９４７，６９２５．固定資産

１３，４４６，２５１１３，７９１，４９４⑴有 形 固 定 資 産

２５，８３０，９０３２５，５５６，９２４減 価 償 却 資 産

△１６，９２２，５３９△１６，２６２，０４２減価償却累計額

４，５２８，０５１４，４９６，６１３土 地

９，８３６－建 設 仮 勘 定

１３７，８２４１５６，１９７⑵無 形 固 定 資 産

２３，０９５，９７９２３，０８４，３０２６．外部出資

２３，１１８，９６３２３，１１２，６２３⑴外 部 出 資

△２２，９８４△２８，３２１⑵外部出資等損失引当金

－－７．特別会計

５２２，１２７６１５，０７３８．繰延税金資産

－－９．再評価にかかる繰延税金資産

４８２１，３０８１０．繰延資産

７０６，４０９，４７１７０６，１０１，５６７資産の部合計

金 額

科 目 平成３０年度
（平成３１年２月２８日現在）

平成２９年度
（平成３０年２月２８日現在）

（負債の部）

６５８，３４９，８２７６５８，２４４，６３６１．信用事業負債

６５０，２５１，６４３６５０，６０３，２６３⑴貯 金

４，４５４，６４３４，４６６，２６０⑵借 入 金

３，１８４，８９４２，６８２，１１６⑶その他の信用事業負債

４５８，６４６４９２，９９６⑷債 務 保 証

２，２９９７，７８６２，８４１，３９９２．共済事業負債

４２，０６１６５４，２５９⑴共 済 借 入 金

１，２４６，６６７１，１３５，４１１⑵共 済 資 金

１，００９，０５７１，０５１，７２６⑶その他の共済事業負債

４，８４０，０２９４，７４４，２０９３．経済事業負債

１，１７５，３８８１，２９５，５９４⑴支払手形及び経済事業未払金

３，６６４，６４０３，４４８，６１５⑵その他の経済事業負債

１，５１３，６５１１，８１５，０７１４．雑負債

３，５８５，９９６３，８７５，２７０５．諸引当金

１１６，２５０１６２，６８２⑴賞 与 引 当 金

１，６１６，２７７１，７９２，１２８⑵退職給付引当金

１，８５３，４６９１，９２０，４５９⑷そ の 他 引 当 金

３３５，９９４３３７，１０２６．再評価にかかる繰延税金負債

６７０，９２３，２８６６７１，８５７，６９１負債の部合計

（純資産の部）

３４，４３９，９０６３３，１７４，４１９１．組合員資本

８，８４６，８７４８，６７６，９２１⑴出 資 金

２６８２６８⑵資 本 剰 余 金

２５，６５７６９９２４，５６８，４２１⑶利 益 剰 余 金

△６０，３１４△６６，６７０⑷処 分 未 済 持 分

△４，６２１△４，５２１⑸子会社の所有する親組合出資金

１，０４６，２７８１，０６９，４５６２．評価・換算差額等

３７６，８０５４００，２７７⑴その他有価証券評価差額金

６６９，４７２６６９，１７８⑵土地再評価差額金

－－３．非支配株主持分

３５，４８６，１８５３４，２４３，８７６純資産の部合計

７０６，４０９，４７１７０６，１０１，５６７負債及び純資産の部合計
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ディスクロージャー誌 ２０１９

⑹ 連結損益計算書 （単位：千円）

平成３０年度
（平成３０年３月１日～
平成３１年２月２８日）

平成２９年度
（平成２９年３月１日～
平成３０年２月２８日）

科 目

１１，７９２，８９７１２，３４４，２９６１．事業総利益

５，３７１，０５３５，３６３，３５８⑴信 用 事 業 収 益

５，１１０，１６８５，０７８，８１２資 金 運 用 収 益

（２，８６７，７７８）（２，８９２，０８６）（うち預金利息）

（１９３，７３０）（２０７，８６５）（うち有価証券利息）

（１，７０３，６８９）（１，６５２，５９１）（うち貸出金利息）

（３４４，９６９）（３３５，２６７）（うちその他受入利息）

１７２，４５９１６７，９１４役務取引等収益

－－その他事業直接収益

８８，４２５１０７，６３１その他経常収益

８７５，７０４７８２，１３２⑵信 用 事 業 費 用

２５８，７９１２８２，７９９資 金 調 達 費 用

（２５４，４６０）（２７５，７８２）（うち貯金利息）

（３，４９１）（６，０２４）（うち給付補填備金繰入）

（８３９）（９９２）（うち借入金利息）

－８４，７４１その他事業直接費用

６１６，９１２４１４，５９１その他経常費用

（△１０，８３２）（△８９，３０１）（うち貸倒引当金戻入益）

（７，１７１）（１，４５７）（うち貸出金償却）

４，４９５，３４８４，５８１，２２５信用事業総利益

３，６７７，７５５３，７６５，９５１⑶共 済 事 業 収 益

３，４４４，９６０３，５３１，２１９共 済 付 加 収 入

２３２，７９５２３４，７３１そ の 他 の 収 益

２５７，３４６２６９，１６５⑷共 済 事 業 費 用

２２７，８２３２３２，１０２共済推進費及び共済保全費

７，５８２１５，５４９共済借入金利息

２１，９３９２１，５１３そ の 他 の 費 用

３，４２０，４０９３，４９６，７８５共済事業総利益

１５，０８４，４３４１５，１６４，２０４⑸購 買 事 業 収 益

１４，８８２，４６３１４，９５９，９９７購 買 品 供 給 高

２０１，９７１２０４，２０７そ の 他 の 収 益

１２，４８０，８６０１２，２４０，９２３⑹購 買 事 業 費 用

１２，３１３，３３６１２，２５２，８２６購買品供給原価

１１５，５３８１０９，９１８購 買 品 供 給 費

５１，９８４△１２１，８２１そ の 他 の 費 用

２，６０３，５７４２，９２３，２８０購買事業総利益

６，６８８，５５９５，９６９，４４３⑺販 売 事 業 収 益

５，８４３，６８９５，２０２，５１２販 売 品 販 売 高

３８７，７９３４０３，５０７販 売 手 数 料

４５７，０７６３６３，４２２そ の 他 の 収 益

５，７９５，７５８５，１７４，４３５⑻販 売 事 業 費 用

５，１８７，１３５４４６８，１９５販売品販売原価

４２０，６７１３１４，２０５販 売 費

１８７，９５１３９２，０３４そ の 他 の 費 用

８９２，８０１７９５，００８販売事業総利益

平成３０年度
（平成３０年３月１日～
平成３１年２月２８日）

平成２９年度
（平成２９年３月１日～
平成３０年２月２８日）

科 目

８１，９３９６５，７５４⑼保 管 事 業 収 益

４４，６５６３５，２５６⑽保 管 事 業 費 用

３７，２８２３０，４９８保管事業総利益

－８８⑾加 工 事 業 収 益

３７２１，５２８⑿加 工 事 業 費 用

△３７２△１，４３９加工事業総損失

７４４，６１２６８４，８５４⒀利 用 事 業 収 益

４９７，７４２４６１，１０５⒁利 用 事 業 費 用

２４６，８６９２２３，７４８利用事業総利益

３１，９０８２７，１７９⒂旅 行 事 業 収 益

６，２１９７，６５０⒃旅行供給事業費用

２５，６８８１９，５２９旅行事業総利益

１，３７６，９１０１，５９９，０８２⒄その他事業収益

１，０８７，４０８１，２５１，０６７⒅そ の 他 事 業 費 用

２８９，５０２３４８，０１５その他事業総利益

２３８，４８３９９６，５４８⒆指 導 事 業 収 入

４５６，６８９１，０３９，５２０⒇指 導 事 業 支 出

△２１８，２０６△４２，９７１指導事業収支差額

１０，８３５，７２０１１，０９８，８４４２．事業管理費

７，３６６，３２９７，４８３，１８２⑴人 件 費

３，４６９，３９０３，６１５，６６１⑵その他事業管理費

９５７，１７７１，２７８，４５１事 業 利 益

５４１，１８５５０４，８６３３．事業外収益

１１，４９８１１，９１０⑴受 取 雑 利 息

２７４，６９１２７６，０９１⑵受 取 出 資 配 当 金

２５４，９９５２１６，８６２⑶その他の事業外収益

３０５，８９７１５１，６５５４．事業外費用

０－⑴支 払 雑 利 息

３０５，８９７１５１，６５５⑵その他の事業外費用

１，１９２，４６４１，６３１，６５９経 常 利 益

９９９，９０６１，４８３，６９６５．特別利益

３，０６５２５，９４６⑴固 定 資 産 処 分 益

１９，２４５５９，６０７⑵一 般 補 助 金

９７７，５９６１，３９８，１４３⑶その他の特別利益

４９６，２９２８２７，３７３６．特別損失

１４，７５８２，３１９⑴固 定 資 産 処 分 損

１９，２４５５９，６０７⑵固 定 資 産 圧 縮 損

６１，９０３５９，２２５⑶減 損 損 失

４００，３８６７０６，２２１⑷その他の特別損失

１，６９６，０７８２，２８７，９８２税金等調整前当期利益

２８５，３１３７６１，４６５法人税・住民税及び事業税

１００，８３６△７９，８３６法人税等調整額

３８６，１４９６８１，６２９法人税等合計

１，３０９，９２８１，６０６，３５３当期剰余金



－88－

ディスクロージャー誌 ２０１９

⑺ 連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：千円）

平成３０年度
（自 平成３０年３月１日～
至 平成３１年２月２８日）

平成２９年度
（自 平成２９年３月１日～
至 平成３０年２月２８日）

科 目

１．事業活動によるキャッシュ・フロー

１，６９６，０７８
７４８，３２２
３，２６１

△１３４，７１２
△５，３３７
△４６，４３２
△１７５，８５０
△６６，９９０

△４，５７１，４６７
２５８，７９１
△７，６０２
７，５８２

△２８６，１８９
０

１１，６９２

△１１，２５９，０３９
６５，０１２，１００
△３５１，６２０
△１１，６１６
△１２，７４２
５５０，９０４

６２２，９２７
△６１２，１９８
１１１，２５６
△３８，９４８

３６９
△７７４
２，３５７

４９，２５２
１９２，６５０
△３８０，４４４
△１２０，２０５
２１５，１１６
５，１５１
９０８

３７７，７４６
１４３，３０９
△２，１９６

４，５９４，１６４
△３０７，１１６
１４，０５３
△１４，０３３

－

２，２８７，９８２
７８７，２６６
５７，９３９

△１５０，１５９
－

△６，０７８
△８７，４８６
１５０，６９７

△４，５４４，６７８
２８２，７９９
△１５，５５２
１５，５４９

△２８８，００１
－

△２３，６２６

△８，８０１，６８１
△３０，９１９，７００
３５，３４７，１１１
△１０，９８７
△４４，３６０
４８６，９８４

△６０，４１１
４９，９８７

△１５８，０２９
△４６，８９９

１８３
△３，１８６
△８０４

９０，３２７
△１８２，１１３

△２，８５５，２０７
２７７，５１０

３，１９６，９１４
３，２１６
８７２

９０，８４８
７４，１０３
△５４，７７４
４，５３３，９２７
△３００，９９９
１４，７３８
△１４，７３５
△４９，０６９

税金等調整前当期利益

減価償却費

減損損失

貸倒引当金の増減額

外部出資等損失引当金の増減額

賞与引当金の増減額

退職給付に係る負債の増減額

役員退職慰労引当金の増減額

信用事業資金運用収益

信用事業資金調達費用

共済貸付金利息

共済借入金利息

受取雑利息及び受取出資配当金

支払雑利息

固定資産売却損益（△）

（信用事業活動による資産及び負債の増減）

貸出金の純増（△）減

預金の純増（△）減

貯金の純増減（△）

信用事業借入金の純増減（△）

その他の信用事業資産の純増（△）減

その他の信用事業負債の純増減（△）

（共済事業活動による資産及び負債の増減）

共済貸付金の純増（△）減

共済借入金の純増減（△）

共済資金の純増減（△）

未経過共済付加収入の純増減（△）

共済未払費用の純増減（△）

その他の共済事業資産の純増（△）減

その他の共済事業負債の純増減（△）

（経済事業活動による資産及び負債の増減）

受取手形及び経済事業未収金の純増（△）減

経済受託債権の純増（△）減

棚卸資産の純増（△）減

支払手形及び経済事業未払金の純増減（△）

経済事業受託債務の純増減（△）

その他の経済事業資産の純増（△）減

その他の経済事業負債の純増減（△）

（その他の資産及び負債の純増減）

その他の資産の純増（△）減

その他の負債の純増減（△）

未払消費税等の純増減（△）

信用事業資金運用による収入

信用事業資金調達による支出（△）

共済貸付金利息による収入

共済借入金利息による支出（△）

その他

５６，２１２，４７９△８６９，５８２小 計
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（単位：千円）

平成３０年度
（自 平成３０年３月１日～
至 平成３１年２月２８日）

平成２９年度
（自 平成２９年３月１日～
至 平成３０年２月２８日）

科 目

２８７，１０８
△５３４

△７６６，３１２

２８５，７２３
－

△５１３，２５０

雑利息及び出資配当金の受取額

雑利息の支払額

法人税等の支払額

５５，７３３，２７４△１，０９７，１０９事業活動によるキャッシュ・フロー

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

△５，７０２，３１０
１，７７０，９４９
１９，２４５

△９３５，７１５
５１６，８０９
△６，６７０
３３０

△１４，６９３
１，９５３，０２７
５９，６０７

△６０５，０７９
１１０，４８９
△２，５６０

７２

有価証券の取得による支出（△）

有価証券の償還による収入

補助金の受入による収入

固定資産の取得による支出（△）

固定資産の売却による収入

外部出資の取得による支出（△）

外部出資の売却等による収入

△４，３３７，３６１１，５００，８６２投資活動によるキャッシュ・フロー

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

５６５，１６１
△３６３，０９８
△５３，９５８
６６，６７０

△１６９，６８７
－

△５０，４２５

４５７，４３１
△３３７，８１８
△６９，３７６
６３，９６４

△１６７，４０６
△２６３，７６８
４９，０６９

出資の増額による収入

出資の払戻しによる支出（△）

持分の取得による支出（△）

持分の譲渡による収入

出資配当金の支払額（△）

会計方針の変更による累積的影響額

その他

△２，６６９△２６７，９０４財務活動によるキャッシュ・フロー

－－４．現金及び現金同等物に係る換算差額

５１，３９３，２４３１３５，８４７５．現金及び現金同等物の増加額（Ａ）

１９，６５６，１２１１９，５２０，２７３６．現金及び現金同等物の期首残高（Ｂ）

－－７．合併に伴う現金及び現金同等物の期首残高

７１，０４９，３６４１９，６５６，１２１８．現金及び現金同等物の期末残高（Ｃ）
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⑻ 連結注記表

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要

な事項に関する注記

１．連結の範囲に関する事項

⑴ 連結される子会社 ８社

株式会社ＪＡ郡山市農業受委託

株式会社ＪＡ郡山市協同サービス

株式会社ＪＡ郡山市食材サービス

株式会社ＪＡ郡山市燃料サービス

株式会社ＪＡいわき市協同サービス

株式会社ＪＡいわき市燃料サービス

株式会社ＪＡアグリサポートたむら

株式会社ＪＡ新聞センターたむら

株式会社ＪＡ郡山市農業受委託、株式会社

ＪＡ郡山市協同サービス、株式会社ＪＡ郡山

市食材サービス、株式会社ＪＡ郡山市燃料

サービス、株式会社ＪＡアグリサポートたむ

ら、株式会社ＪＡ新聞センターたむらについ

ては、合併によりそれぞれ当連結会計年度か

ら連結子会社に含めることとしております。

２．持分法の適用に関する事項

株式会社ＪＡ郡山市農業受委託の持分は９９．５％、

株式会社ＪＡアグリサポートたむらの持分は

９９．８％となっています。そのほかの子会社６社は

１００％ＪＡ福島さくら出資の子会社であり持分法

の適用はありません。

３．連結される子会社の事業年度に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しています。

４．剰余金処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会計期間において確

定した利益処分に基づいて作成しています。

５．連結キャッシュ・フロー計算書における現金

及び現金同等物の範囲

① 現金及び現金同等物の資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金

の範囲は、連結貸借対照表上の「現金」及び

「預金」のうち、「現金」及び「預金」中の当

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要

な事項に関する注記

１．連結の範囲に関する事項

⑴ 連結される子会社 ９社

株式会社ＪＡ郡山市農業受委託

株式会社ＪＡ郡山市協同サービス

株式会社ＪＡ郡山市食材サービス

株式会社ＪＡ郡山市燃料サービス

株式会社ＪＡいわき市協同サービス

株式会社ＪＡいわき市燃料サービス

株式会社ＪＡアグリサポートたむら

株式会社ＪＡ新聞センターたむら

株式会社ＪＡ和牛ファーム福島さくら

２．持分法の適用に関する事項

株式会社ＪＡ郡山市農業受委託の持分は

９９．３０％、株式会社ＪＡアグリサポートたむらの

持分は９９．８０％、株式会社ＪＡ和牛ファーム福島

さくらの持分は９９．３４％となっています。そのほ

かの子会社６社は１００％ＪＡ福島さくら出資の子

会社であり持分法の適用はありません。

３．連結される子会社の事業年度に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しています。

４．剰余金処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会計期間において確

定した利益処分に基づいて作成しています。

５．連結キャッシュ・フロー計算書における現金

及び現金同等物の範囲

① 現金及び現金同等物の資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金

の範囲は、連結貸借対照表上の「現金」及び

「預金」のうち、「現金」及び「預金」中の当
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座預金、普通預金及び通知預金となっています。

② 現金及び現金同等物期末残高と連結貸借対照

表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 ５２８，６３５，８２１千円

定期預金 △５０８，９７９，７００千円

現金及び現金同等物 １９，６５６，１２１千円

Ⅱ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的の債券：償却原価法（定額法）

② その他の有価証券

ア．時価のあるもの：期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

イ．時価のないもの：移動平均法による原価法

なお、取得価額と債券金額との差額のうち金

利調整と認められる部分については償却原価法

による取得価額の修正を行っています。

⑵ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

購買品：売価還元法による低価法

販売品：総平均法による原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）

宅地等：個別法による原価法（収益性の低下によ

る簿価切下げの方法）

その他の棚卸資産：総平均法による原価法（収益

性の低下による簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法

⑴ 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、平成１０年

４月１日以降に取得した建物（建物付属設備は除

く）並びに平成２８年４月１日以降に取得した建物

付属設備及び構築物については、定額法を採用し

ています。

⑵ 無形固定資産

定額法によっています。

⑶ リース資産

①所有権移転ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

座預金、普通預金及び通知預金となっています。

② 現金及び現金同等物期末残高と連結貸借対照

表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 ５１５，０１６，９６４千円

定期預金 △４４３，９６７，６００千円

現金及び現金同等物 ７１，０４９，３６４千円

Ⅱ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的の債券：償却原価法（定額法）

② 子会社株式：移動平均法による原価法

③ その他有価証券

ア．時価のあるもの：期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

イ．時価のないもの：移動平均法による原価法

なお、取得価額と債券金額との差額のうち金

利調整と認められる部分については償却原価法

による取得価額の修正を行っています。

⑵ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

購買品：売価還元法による低価法

販売品：総平均法による原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）

主な販売品（買取米）

その他の棚卸資産：総平均法による原価法（収益

性の低下による簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法

⑴ 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、平成１０年

４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除

く）並びに平成２８年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については、定額法を採用し

ています。

⑵ 無形固定資産

定額法によっています。

⑶ リース資産

①所有権移転ファイナンス・リース取引に係る

リース資産
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自己所有の固定資産に適用する減価償却方法

と同一の方法

②所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法により処理しています。

３．引当金の計上基準

⑴ 貸倒引当金

貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産査定

規程、経理規程及び資産の償却・引当規程に則り、

次のとおり計上しています。

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生

している債務者（破綻先）に係る債権及びそれと

同等の状況にある債務者（実質破綻先）に係る債

権については、債権額から、担保の処分可能見込

額及び保証による回収可能見込額を控除し、その

残額を計上しています。

また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経

営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者

（破綻懸念先）に係る債権については、債権額か

ら担保の処分可能見込額及び保証による回収が可

能と認められる額を控除し、その残額のうち、債

務者の支払能力を総合的に判断して必要と認めら

れる額を計上しています。

破綻懸念先に対する債権のうち債権の元本の回

収に係るキャッシュ・フローを合理的に見積もる

ことができる債権については、当該キャッシュ・

フローと債権の帳簿価額から担保の処分可能見込

額及び保証による回収可能見込額を控除した残額

との差額を引き当てています。

上記以外の債権については、貸倒実績率で算定

した金額で計上しています。

すべての債権は、資産査定規程に基づき、資産

査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立

した査定監査部署が査定結果を監査しており、そ

の査定結果に基づいて上記の引当を行っています。

⑵ 賞与引当金

職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額のうち当事業年度負担分を計上してい

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法

と同一の方法

②所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法により処理しています。

３．引当金の計上基準

⑴ 貸倒引当金

貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産査定

規程、経理規程及び資産の償却・引当規程に則り、

次のとおり計上しています。

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生

している債務者（破綻先）に係る債権及びそれと

同等の状況にある債務者（実質破綻先）に係る債

権については、債権額から、担保の処分可能見込

額及び保証による回収可能見込額を控除し、その

残額を計上しています。

また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経

営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者

（破綻懸念先）に係る債権については、債権額か

ら担保の処分可能見込額及び保証による回収が可

能と認められる額を控除し、その残額のうち、債

務者の支払能力を総合的に判断して必要と認めら

れる額を計上しています。

破綻懸念先に対する債権のうち債権の元本の回

収に係るキャッシュ・フローを合理的に見積もる

ことができる債権については、当該キャッシュ・

フローと債権の帳簿価額から担保の処分可能見込

額及び保証による回収可能見込額を控除した残額

との差額を引き当てています。

上記以外の債権については、貸倒実績率等で算

定した金額で計上しています。

すべての債権は、資産査定規程に基づき、資産

査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立

した査定監査部署が査定結果を監査しており、そ

の査定結果に基づいて上記の引当を行っています。

⑵ 賞与引当金

職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額のうち当事業年度負担分を計上してい
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ます。

⑶ 退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込み額に基

づき、当事業年度に発生していると認められる額

を計上しています。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込

額を当事業年度までの期間に帰属させる方法に

ついては、期間定額基準によっています。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理

方法

数理計算上の差異については、合併以前に発

生し承継した未認識額は、合併前の処理方法を

継続し、定率法で１０年での償却とし、また、平

成２８年度以降に発生する数理計算上の差異につ

いては、各事業年度の発生時における職員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）によ

る定額法により按分した額により、それぞれ発

生の翌事業年度から費用処理することとしてい

ます。

過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定

額法により費用処理しています。

⑷ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰

労金引当規程に基づく期末要支給額を計上してい

ます。

⑸ 外部出資等損失引当金

当組合の外部出資先への出資に係る損失に備え

るため、出資形態が株式のものについては有価証

券の評価と同様の方法により、株式以外のものに

ついては貸出債権と同様の方法により、必要と認

められる額を計上しています。

⑹ ポイント引当金

事業利用の促進を目的とする総合ポイント制度

に基づき組合員・利用者に付与したポイントの使

用による費用発生に備えるため、当事業年度末に

おいて将来使用されると見込まれる額を計上して

ます。

⑶ 退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度に発生していると認められる額を

計上しています。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込

額を当事業年度までの期間に帰属させる方法に

ついては、期間定額基準によっています。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理

方法

数理計算上の差異については、合併以前に発

生し承継した未認識額は、合併前の処理方法を

継続し、定率法で１０年での償却とし、また、平

成２８年度以降に発生する数理計算上の差異につ

いては、各事業年度の発生時における職員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）によ

る定額法により按分した額により、それぞれ発

生の翌事業年度から費用処理することとしてい

ます。

過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定

額法により費用処理しています。

⑷ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰

労金引当規程に基づく期末要支給額を計上してい

ます。

⑸ 外部出資等損失引当金

当組合の外部出資先への出資に係る損失に備え

るため、出資形態が株式のものについては有価証

券の評価と同様の方法により、株式以外のものに

ついては貸出債権と同様の方法により、必要と認

められる額を計上しています。

⑹ ポイント引当金

事業利用の促進を目的とする総合ポイント制度

に基づき組合員・利用者に付与したポイントの使

用による費用発生に備えるため、当事業年度末に

おいて将来使用されると見込まれる額を計上して
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います。

⑺ 災害損失引当金

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災に伴

う復旧費用等の支出に備えるため、その見積額を

計上しています。

４．消費税及び地方消費税の会計処理の方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっています。ただし、固定資産にかかる控除

対象外消費税等は「雑資産」に計上し、５年間で

均等償却を行っています。

５．決算書類に記載した金額の端数処理の方法

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示してお

り、金額千円未満の科目については「０」で表示

しております。

Ⅲ 会計方針の変更に関する注記

（販売高計上基準の変更）

当組合における棚卸資産（買取米）については、

従来、販売先からの入金状況や販売先との取引内

容などを勘案して決算期末までに所有権を移転す

ることができると判断した時点で収益を認識して

おりましたが、当事業年度より出荷の事実に応じ

て販売高を計上する方法に変更しました。

これは、今後、米買取方式の取扱いが増加する

ことが見込まれることに加え、今後新しい収益認

識に関する会計基準等が適用されることに伴い販

売先との契約内容及び倉庫保管体制の実情を踏ま

えて検討した結果、客観的な出荷という事実をよ

り重視して収益を認識することが適当と判断した

ものであります。

当該会計方針の変更は遡及適用され、当事業年

度の期首の純資産に対する累積的影響額が反映さ

れたことにより、利益剰余金の当事業年度の期首

残高は２６３，７６８千円減少しております。

Ⅳ 連結貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産に係る圧縮記帳額

国庫補助金の受入により、有形固定資産の取得

価額から控除している圧縮記帳累計額は４，０９０，５８０

千円であり、その内訳は次のとおりです。

○建 物 ２，０４５，７０５千円

います。

⑺ 災害損失引当金

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災に伴

う復旧費用等の支出に備えるため、その見積額を

計上しています。

４．消費税及び地方消費税の会計処理の方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっています。ただし、固定資産にかかる控除

対象外消費税等は「雑資産」に計上し、５年間で

均等償却を行っています。

５．決算書類に記載した金額の端数処理の方法

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示してお

り、金額千円未満の科目については「０」で表示

しております。

Ⅲ 貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産に係る圧縮記帳額

国庫補助金の受入により、有形固定資産の取得

価額から控除している圧縮記帳累計額は４，１０９，８２５

千円であり、その内訳は次のとおりです。

○建 物 ２，０４５，７０５千円
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○構 築 物 １４８，１２１千円

○機 械 装 置 １，７９６，２８４千円

○車両運搬具 １８，２３４千円

○器具・備品 ８２，２３６千円

２．担保に供している資産等

担保に供している資産は以下のとおりです。

３．子会社に対する金銭債権及び金銭債務の総額

⑴ 子会社に対する金銭債権の総額 ９８０，１１１千円

⑵ 子会社に対する金銭債務の総額 １，４９９，７４６千円

４．役員との間の取引による役員に対する金銭債権の総額

理事及び監事に対する金銭債権 ２３７，６１３千円

５．貸出金のうちリスク管理債権の合計額及びその内訳

貸出金のうち、破綻先債権額は１２，１４５千円、延

滞債権額は１，８５７，７３９千円です。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息支払の遅

延が相当期間継続していることその他の事由によ

り元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがない

ものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸

倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計

上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令

（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイ

からホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定す

る事由が生じている貸出金です。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金で

あって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支

援を図ることを目的として利息の支払を猶予した

貸出金以外の貸出金です。

貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額はありま

せん。

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息

の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延し

○構 築 物 １６７，３６６千円

○機 械 装 置 １，７９６，２８４千円

○車両運搬具 １８，２３４千円

○器具・備品 ８２，２３６千円

２．担保に供している資産等

担保に供している資産は以下のとおりです。

３．子会社に対する金銭債権及び金銭債務の総額

⑴ 子会社に対する金銭債権の総額 ８８１，０４８千円

⑵ 子会社に対する金銭債務の総額 １，６７４，７４４千円

４．役員との間の取引による役員に対する金銭債権の総額

理事及び監事に対する金銭債権 ２２０，５３７千円

５．貸出金のうちリスク管理債権の合計額及びその内訳

貸出金のうち、破綻先債権額は８，５０８千円、延

滞債権額は２，６０８，０９７千円です。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息支払の遅

延が相当期間継続していることその他の事由によ

り元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがない

ものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸

倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計

上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令

（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイ

からホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定す

る事由が生じている貸出金です。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金で

あって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支

援を図ることを目的として利息の支払を猶予した

貸出金以外の貸出金です。

貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額はありま

せん。

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息

の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延し

担保に係る債務担保に供している資産

期末残高内 容担保権の種類期末帳簿価額種類

―市公金

根質権
（郡山市収納代
理金融機関事務
取扱担保ほか）

７，６００千円
定期
預金

―
未決済
為 替

根質権
（為替決済担保）

２５，４１０，０００千円
定期
預金

４，４００，０００千円
手 形
借入金

質 権４，７００，０００千円
定期
預金

担保に係る債務担保に供している資産

期末残高内 容担保権の種類期末帳簿価額種類

―市公金

根質権
（郡山市収納代
理金融機関事務
取扱担保ほか）

１２，６００千円
定期
預金

―
未決済
為 替

根質権
（為替決済担保）

２５，４１０，０００千円
定期
預金

４，４００，０００千円
手 形
借入金

質 権４，７００，０００千円
定期
預金
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ている貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当し

ないものです。

貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は４，５６０千

円です。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再

建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払い猶予、元本の返済猶予、債権放棄そ

の他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金

で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権

に該当しないものです。

破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債

権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は

１，８７４，４４４千円です。

なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除

前の金額です。

６．土地の再評価に関する法律に基づく再評価

「土地の再評価に関する法律」（平成１０年３月

３１日公布法律第３４号）及び「土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律」（平成１１年３月３１

日公布法律第２４号）に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、再評価差額については、当該評価差

額に係る税金相当額を｢再評価に係る繰延税金負

債｣として負債の部に計上し、これを控除した金

額を｢土地再評価差額金｣として純資産の部に計上

しています。

・再評価を行った年月日 平成１２年２月２９日

・再評価を行った土地の当事業年度末における時

価の合計額が再評価後の帳簿価格の合計額を下

回る金額 ７４１，８５７千円

・同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３

月３１日公布政令第１１９号）第２条第３号に定める、

当該事業用土地について地方税法第３４１条第１０号

の土地課税台帳又は同条第１１号の土地補充課税台

帳に登録されている価格（固定資産税評価額）並

びに土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年

３月３１日公布政令第１１９号）第２条第４号に定め

る、当該事業用土地について地価税法第１６条に規

ている貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当し

ないものです。

貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は３，０４０千

円です。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再

建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払い猶予、元本の返済猶予、債権放棄そ

の他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金

で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権

に該当しないものです。

破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債

権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は

２，６１９，６４５千円です。

なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除

前の金額です。

６．土地の再評価に関する法律に基づく再評価

「土地の再評価に関する法律」（平成１０年３月

３１日公布法律第３４号）及び「土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律」（平成１１年３月３１

日公布法律第２４号）に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、再評価差額については、当該評価差

額に係る税金相当額を｢再評価に係る繰延税金負

債｣として負債の部に計上し、これを控除した金

額を｢土地再評価差額金｣として純資産の部に計上

しています。

・再評価を行った年月日 平成１２年２月２９日

・再評価を行った土地の当事業年度末における時

価の合計額が再評価後の帳簿価格の合計額を下

回る金額 ７３３，９８０千円

・同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３

月３１日公布政令第１１９号）第２条第３号に定める、

当該事業用土地について地方税法第３４１条第１０号

の土地課税台帳又は同条第１１号の土地補充課税台

帳に登録されている価格（固定資産税評価額）並

びに土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年

３月３１日公布政令第１１９号）第２条第４号に定め

る、当該事業用土地について地価税法第１６条に規
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定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地

の価格を算定するために国税庁長官が定めて公表

した方法により算定した価格（路線価）に合理的

な調整を行って算出した価格及び土地の再評価に

関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第

１１９号）第２条第５号に定める、不動産鑑定士に

よる鑑定評価額としています。

なお、合併により承継しました旧いわき市農業

協同組合（旧遠野町農業協同組合を除く）および

旧いわき中部農業協同組合の土地については、土

地の再評価を行っていません。

Ⅴ 連結損益計算書に関する注記

１．子会社との取引高の総額

⑴ 子会社との取引による収益総額２６９，７４４千円

うち事業取引高 １６２，４９７千円

うち事業取引以外の取引高 １０７，２４７千円

⑵ 子会社との取引による費用総額１６３，０６９千円

うち事業取引高 １５６，９７７千円

うち事業取引以外の取引高 ６，０９２千円

２．減損会計に関する注記

⑴ 資産をグルーピング化した方法の概要及び減

損損失を認識した資産又は資産グループの概要

当組合は、場所別の管理会計上の区分を基本に、

郡山地区は信用・共済・購買事業を支店ごとに、

たむら、いわき、ふたば地区は信用・共済事業を

支店ごとに、給油所、ガスセンター、葬祭施設は

店舗ごとに、福祉施設は地区ごとに一般資産とし

てグルーピングしています。

本店は全体の共用資産とし、地区本部、営農経

済センター、農業関連施設（カントリーエレベー

タ・選果場）、及び直売所は、地理的に区分した

組合員のＪＡの事業利用を促進することで、各地

区の一般資産のキャッシュ・フローの生成に寄与

していると考えられるため、地区ごとの共用資産

としている。賃貸資産および遊休資産は物件ごと

にグルーピングしています。

当事業年度に減損を計上した固定資産は、以下

の通りです。

定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地

の価格を算定するために国税庁長官が定めて公表

した方法により算定した価格（路線価）に合理的

な調整を行って算出した価格及び土地の再評価に

関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第

１１９号）第２条第５号に定める、不動産鑑定士に

よる鑑定評価額としています。

なお、合併により承継しました旧いわき市農業

協同組合（旧遠野町農業協同組合を除く）および

旧いわき中部農業協同組合の土地については、土

地の再評価を行っていません。

Ⅳ 連結損益計算書に関する注記

１．子会社との取引高の総額

⑴ 子会社との取引による収益総額３１５，９５２千円

うち事業取引高 １５４，４１４千円

うち事業取引以外の取引高 １６１，５３８千円

⑵ 子会社との取引による費用総額１６１，６６３千円

うち事業取引高 １６１，６１３千円

うち事業取引以外の取引高 ５０千円

２．減損会計に関する注記

⑴ 資産をグルーピング化した方法の概要及び減

損損失を認識した資産又は資産グループの概要

当組合は、場所別の管理会計上の区分を基本に、

郡山地区は信用・共済・購買・販売事業を支店ご

とに、たむら、いわき、ふたば地区は信用・共済

事業を支店ごとに、給油所、ガスセンター、葬祭

施設は店舗ごとに、福祉施設は地区ごとに一般資

産としてグルーピングしています。

本店は全体の共用資産とし、地区本部、営農経

済センター、農業関連施設（カントリーエレベー

タ・選果場）、及び直売所は、地理的に区分した

組合員のＪＡの事業利用を促進することで、各地

区の一般資産のキャッシュ・フローの生成に寄与

していると考えられるため、地区ごとの共用資産

としている。賃貸資産および遊休資産は物件ごと

にグルーピングしています。

当事業年度に減損を計上した固定資産は、以下

の通りです。
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⑵ 減損の認識に至った経緯

①及び②営業用店舗

該当店舗の営業収支が２期連続赤字であると同

時に、短期的に業績の回復が見込まれないことか

ら、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失して認識しました。

③遊休資産

遊休資産とされ早期処分対象であることから、

処分可能額で評価しその差額を減損損失として認

識しました。

⑶ 減損損失の金額について、特別損失に計上した

金額と主な固定資産の種類毎の減損損失の内訳

①移支店 ２２，７１９千円

（土地５，０５１千円、建物１７，１３７千円、器具備品５３０千円）

②七郷支店 ３１，３０５千円

（土地６，１１０千円、建物２４，４４０千円、器具備品７５５千円）

③小野ＳＳ跡地 ５，２００千円

（土地５，２００千円）

合 計 ５９，２２５千円

（土地１６，３６１千円、建物４１，５７８千円、器具備品１，２８５千円）

⑵ 減損の認識に至った経緯

①の営業用店舗

該当店舗の営業収支が２期連続赤字であると同

時に、短期的に業績の回復が見込まれないことか

ら、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失して認識しました。

②の営業用店舗

該当グループの営業収支が２期連続赤字である

と同時に、短期的に業績の回復が見込まれないこ

とから、グループの帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失して認識しました。

③及び④の営業用店舗、⑤の賃貸資産

該当店舗及び賃貸用固定資産は令和元年度に解

体予定のため、使用範囲又は方法について回収可

能性を著しく低下させる変化があり、減損の兆候

の対象になると考えられ、それぞれの施設の原状

回復費用が回収可能価格を上回るため、帳簿価格

を備忘価格まで減額し、当該減少額を減損損失と

して認識しました。

⑶ 減損損失の金額について、特別損失に計上した

金額と主な固定資産の種類毎の減損損失の内訳

①桜支店 ９，４６８千円

（土地８４８千円、建物８，６１９千円）

②西部グループ １２，１２７千円（三春支店）

（土地２，４１３千円、建物９，７１４千円）

③内郷支店 ８，８０２千円

（建物８，５４４千円、器具・備品１７７千円、無形固定資産８０千円）

④鹿島支店 ７，２６５千円

（建物６，５１０千円、車両運搬具６１５千円、器具・備品１４０千円）

⑤勿来給油所 ２４，２３８千円

その他種 類用 途場 所

土地及び
建物

営業用店舗①桜支店

土地及び
建物

営業用店舗
②西部グループ
（三春支店）

建物及び
構築物等

営業用店舗③内郷支店

建物及び
構築物等

営業用店舗④鹿島支店

業務外
固定資産

建物及び
構築物等

賃貸資産⑤勿来給油所

その他種 類用 途場 所

土地・建物
及び器具備品

営業用店舗①移支店

土地・建物
及び器具備品

営業用店舗②七郷支店

業務外
固定資産

土地遊休資産③小野ＳＳ跡地
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⑷ 回収可能性額が正味売却価額の場合にはその

旨及び時価の算出方法、回収可能性額が使用価

値の場合にはその旨及び割引率

①移支店 正味売却可能価額を採用

（不動産鑑定評価額）

②七郷支店 正味売却可能価額を採用

（不動産鑑定評価額）

③小野ＳＳ跡地 正味売却可能価額を採用

（不動産鑑定評価額）

Ⅵ 金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

⑴ 金融商品に対する取組方針

当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を

原資に、農家組合員や地域内の企業や団体などへ

貸付け、残った余裕金を農林中央金庫へ預けてい

るほか、国債や地方債などの債券等の有価証券に

よる運用を行っています。

⑵ 金融商品の内容及びそのリスク

当組合が保有する金融資産は、主として当組合

管内の組合員等に対する貸出金及び有価証券であ

り、貸出金は、組合員等の契約不履行によっても

たらされる信用リスクに晒されています。

また、有価証券は、主に債券であり、満期保有

目的及び純投資目的(その他有価証券)で保有して

います。これらは発行体の信用リスク、金利の変

動リスク及び市場価格の変動リスクに晒されてい

ます。

⑶ 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスクの管理

（建物１８，７７１千円、構築物１，５０３千円、

車両運搬具４２千円、無形固定資産３，９２１千円）

合 計 ６１，９０３千円

（土地３，２６１千円、建物５２，１６０千円、構築物１，５０３千円、

車両運搬具６５７千円、器具・備品３１７千円、

無形固定資産４，００２千円）

⑷ 回収可能性額が正味売却価額の場合にはその

旨及び時価の算出方法、回収可能性額が使用価

値の場合にはその旨及び割引率

①桜支店 正味売却価額を採用

（不動産鑑定評価額）

②西部グループ 正味売却価額を採用

（不動産鑑定評価額）

③内郷支店 正味売却価額を採用

（不動産鑑定評価額）

④鹿島支店 正味売却価額を採用

（不動産鑑定評価額）

⑤勿来給油所 正味売却価額を採用

（不動産鑑定評価額）

Ⅴ 金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

⑴ 金融商品に対する取組方針

当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を

原資に、農家組合員や地域内の企業や団体などへ

貸付け、残った余裕金を農林中央金庫へ預けてい

るほか、国債や地方債などの債券等の有価証券に

よる運用を行っています。

⑵ 金融商品の内容及びそのリスク

当組合が保有する金融資産は、主として当組合

管内の組合員等に対する貸出金及び有価証券であ

り、貸出金は、組合員等の契約不履行によっても

たらされる信用リスクに晒されています。

また、有価証券は、主に債券であり、満期保有

目的及び純投資目的(その他有価証券)で保有して

います。これらは発行体の信用リスク、金利の変

動リスク及び市場価格の変動リスクに晒されてい

ます。

⑶ 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスクの管理
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当組合は、個別の重要案件又は大口案件につい

ては理事会において対応方針を決定しています。

また、通常の貸出取引については、本店にリスク

管理部保全審査課を設置し各支店と連携を図りな

がら、与信審査を行っています。審査にあたって

は、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還

能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳

格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。

貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図

るため、資産の自己審査を厳正に行っています。

不良債権については管理・回収方針を作成・実施

し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資

産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産

の償却・引当規程」に基づき必要額を計上し、資

産及び財務の健全化に努めています。

② 市場リスクの管理

当組合では、金利リスク、価格変動リスクなど

の市場性リスクを的確にコントロールすることに

より、収益化及び財務の安定化を図っています。

このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバ

ランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の

金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化に

機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めて

います。

とりわけ、有価証券運用については、市場動向

や経済見通しなどの投資環境分析及び当組合の保

有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを

考慮し、理事会において運用方針を定めるととも

に、経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開

催して、日常的な情報交換及び意思決定を行って

います。運用部門は、理事会で決定した運用方針

及びＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、

有価証券の売買やリスクヘッジを行っています。

運用部門が行った取引についてはリスク管理部門

が適切な執行を行っているかどうかチェックし定

期的にリスク量の測定を行い経営層に報告してい

ます。

市場リスクに係る定量的情報

（トレーディング目的以外の金融商品）

当組合は、個別の重要案件又は大口案件につい

ては理事会において対応方針を決定しています。

また、通常の貸出取引については、本店にリスク

管理部保全審査課を設置し各支店と連携を図りな

がら、与信審査を行っています。審査にあたって

は、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還

能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳

格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。

貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図

るため、資産の自己審査を厳正に行っています。

不良債権については管理・回収方針を作成・実施

し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資

産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産

の償却・引当規程」に基づき必要額を計上し、資

産及び財務の健全化に努めています。

② 市場リスクの管理

当組合では、金利リスク、価格変動リスクなど

の市場性リスクを的確にコントロールすることに

より、収益化及び財務の安定化を図っています。

このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバ

ランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の

金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化に

機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めて

います。

とりわけ、有価証券運用については、市場動向

や経済見通しなどの投資環境分析及び当組合の保

有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを

考慮し、理事会において運用方針を定めるととも

に、経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開

催して、日常的な情報交換及び意思決定を行って

います。運用部門は、理事会で決定した運用方針

及びＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、

有価証券の売買やリスクヘッジを行っています。

運用部門が行った取引についてはリスク管理部門

が適切な執行を行っているかどうかチェックし定

期的にリスク量の測定を行い経営層に報告してい

ます。

市場リスクに係る定量的情報

（トレーディング目的以外の金融商品）
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当組合で保有している金融商品はすべてトレー

ディング目的以外の金融商品です。当組合におい

て、主要なリスク変数である金利リスクの影響を

受ける主たる金融商品は、預金、有価証券のうち

その他有価証券に分類している債券、貸出金、貯

金及び借入金です。

当組合では、これらの金融資産及び金融負債に

ついて、期末後１年程度の金利の合理的な予想変

動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リ

スクの管理にあたっての定量的分析に利用してい

ます。

金利以外のすべてのリスク変数が一定であると

仮定し、当事業年度末現在、指標となる金利が

０．０８％下落したものと想定した場合には、経済価

値が５７，８４６千円減少するものと把握しています。

当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の

場合を前提としており、金利とその他のリスク変

数の相関を考慮していません。

また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動

が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる

可能性があります。なお、経済価値変動額の計算

において、分割実行案件にかかる未実行金額につ

いても含めて計算しています。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理

当組合では、資金繰りリスクについては、運

用・調達について月次に資金計画を作成し、安定

的な流動性の確保に努めています。また、市場流

動性リスクについては、投資判断を行う上での重

要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性

（換金性）を把握したうえで、運用方針などの策

定の際に検討を行っています。

⑷ 金融商品の時価等に関する事項についての補

足説明

金融商品の時価（時価に代わるものを含む）に

は、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな

い場合には合理的に算定された価額（これに準ず

る価額を含む）が含まれています。当該価額の算

定においては一定の前提条件等を採用しているた

め、異なる前提条件等によった場合、当該価額が

当組合で保有している金融商品はすべてトレー

ディング目的以外の金融商品です。当組合におい

て、主要なリスク変数である金利リスクの影響を

受ける主たる金融商品は、預金、有価証券のうち

その他有価証券に分類している債券、貸出金、貯

金及び借入金です。

当組合では、これらの金融資産及び金融負債に

ついて、期末後１年程度の金利の合理的な予想変

動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リ

スクの管理にあたっての定量的分析に利用してい

ます。

金利以外のすべてのリスク変数が一定であると

仮定し、当事業年度末現在、指標となる金利が

０．１％上昇したものと想定した場合には、経済価

値が１４，６８７千円減少するものと把握しています。

当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の

場合を前提としており、金利とその他のリスク変

数の相関を考慮していません。

また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動

が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる

可能性があります。なお、経済価値変動額の計算

において、分割実行案件にかかる未実行金額につ

いても含めて計算しています。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理

当組合では、資金繰りリスクについては、運

用・調達について月次に資金計画を作成し、安定

的な流動性の確保に努めています。また、市場流

動性リスクについては、投資判断を行う上での重

要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性

（換金性）を把握したうえで、運用方針などの策

定の際に検討を行っています。

⑷ 金融商品の時価等に関する事項についての補

足説明

金融商品の時価（時価に代わるものを含む）に

は、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな

い場合には合理的に算定された価額（これに準ず

る価額を含む）が含まれています。当該価額の算

定においては一定の前提条件等を採用しているた

め、異なる前提条件等によった場合、当該価額が
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異なることもあります。

２．金融商品の時価に関する事項

⑴ 金融商品の貸借対照表計上額及び時価等

当事業年度末における貸借対照表計上額、時価

及びこれらの差額は、次のとおりです。

なお、時価を把握することが極めて困難と認め

られるものについては、次表には含めず⑶に記載

しています。

（＊１）貸出金には、貸借対照表上雑資産に計上し

ている職員厚生貸付金１３８，２４２千円を含めています。

（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別

貸倒引当金を控除しています。

⑵ 金融商品の時価の算定方法

【資 産】

①預金

満期のない預金については、時価は帳簿価額と

近似していることから、当該帳簿価額によってい

ます。満期のある預金については、期間に基づく

区分ごとに、リスクフリーレートである円Ｌｉｂ

ｏｒ・スワップレートで割り引いた現在価値を時

価に代わる金額として算定しています。

②有価証券

債券は取引金融機関等から提示された価格に

よっています。

③貸出金

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間

で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が

実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価

額と近似していることから当該帳簿価額によって

異なることもあります。

２．金融商品の時価に関する事項

⑴ 金融商品の貸借対照表計上額及び時価等

当事業年度末における貸借対照表計上額、時価

及びこれらの差額は、次のとおりです。

なお、時価を把握することが極めて困難と認め

られるものについては、次表には含めず⑶に記載

しています。

（＊１）貸出金には、貸借対照表上雑資産に計上し

ている職員厚生貸付金１１０，４３１千円を含めています。

（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別

貸倒引当金を控除しています。

⑵ 金融商品の時価の算定方法

【資 産】

①預金

満期のない預金については、時価は帳簿価額と

近似していることから、当該帳簿価額によってい

ます。満期のある預金については、期間に基づく

区分ごとに、リスクフリーレートである円Ｌｉｂ

ｏｒ・スワップレートで割り引いた現在価値を時

価に代わる金額として算定しています。

②有価証券

債券は取引金融機関等から提示された価格に

よっています。

③貸出金

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間

で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が

実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価

額と近似していることから当該帳簿価額によって

（単位：千円）

差額時価貸借対照表計上額種 類

△３９，２８０５２３，９６４，６４７５２４，００３，９２７預金

有価証券

１４０，６２９３，４００，１３５３，２５９，５０５満期保有目的有価証券

－１４，１４８，７９０１４，１４８，７９０その他有価証券

１１１，７５５，７４６貸出金(＊1)

△１，０９４，８５５貸倒引当金(＊2)

２，３１９，２９６１１２，９８０，１８７１１０，６６０，８９０貸倒引当金控除後

２，４２０，６４５６５４，４９３，７５９６５２，０７３，１１４資産計

４３，７１８６５２，１１８，１８４６５２，０７４，４６６貯金

１９７４，４６６，４５７４，４６６，２６０借入金

４３，９１６６５６，５８４，６４２６５６，５４０，７２６負債計

（単位：千円）

差額時価貸借対照表計上額種 類

△３８，０９３５１１，２１８，１７４５１１，２５６，２６７預金

有価証券

１１７，４６０３，１２３，６４４３，００６，１８３満期保有目的有価証券

－１８，３０１，２４０１８，３０１，２４０その他有価証券

－－１２２，０４６，４１４貸出金(＊1)

－－△９４９，６１０貸倒引当金(＊2)

３，３９６，９７７１２４，４９３，７８１１２１，０９６，８０４貸倒引当金控除後

３，４７６，３４４６５７，１３６，８４０６５３，６６０，４９６資産計

△５６，９９９６５０，１９４，６４３６５０，２５１，６４３貯金

△１，２３８４，４５３，４０５４，４５４，６４３借入金

△５８，２３７６５４，６４８，０４９６５４，７０６，２８６負債計
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います。

一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及

び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリ

スクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップ

レートで割り引いた額から貸倒引当金を控除して

時価に代わる金額として算定しています。

なお、分割実行案件で未実行額がある場合には、

未実行額も含めた元利金の合計額をリスクフリー

レートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割

り引いた額に、帳簿価額に未実行額を加えた額に

対する帳簿価額の割合を乗じ、貸倒引当金を控除

した額を時価に代わる金額として算定しています。

また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪

失した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金

を控除した額を時価に代わる金額としています。

【負 債】

①貯金

要求払貯金については、決算日に要求された場

合の支払額(帳簿価額)を時価とみなしています。

また、定期性貯金については、期間に基づく区分

ごとに、将来のキャッシュ・フローをリスクフ

リーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレート

で割り引いた現在価値を時価に代わる金額として

算定しています。

②借入金

借入金のうち、変動金利によるものは、短期間

で市場金利を反映し、また、当組合の信用状態は

実行後大きく異なっていないことから、時価は帳

簿価額と近似していると考えられるため、当該帳

簿価額によっています。

固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分

した当該借入金の元利金の合計額をリスクフリー

レートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割

り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定

しています。

⑶ 時価を把握することが極めて困難と認められ

る金融商品

時価を把握することが極めて困難と認められる

金融商品は次のとおりであり、これらは⑴の金融

います。

一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及

び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリ

スクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップ

レートで割り引いた額から貸倒引当金を控除して

時価に代わる金額として算定しています。

なお、分割実行案件で未実行額がある場合には、

未実行額も含めた元利金の合計額をリスクフリー

レートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割

り引いた額に、帳簿価額に未実行額を加えた額に

対する帳簿価額の割合を乗じ、貸倒引当金を控除

した額を時価に代わる金額として算定しています。

また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪

失した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金

を控除した額を時価に代わる金額としています。

【負 債】

①貯金

要求払貯金については、決算日に要求された場

合の支払額(帳簿価額)を時価とみなしています。

また、定期性貯金については、期間に基づく区分

ごとに、将来のキャッシュ・フローをリスクフ

リーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレート

で割り引いた現在価値を時価に代わる金額として

算定しています。

②借入金

借入金のうち、変動金利によるものは、短期間

で市場金利を反映し、また、当組合の信用状態は

実行後大きく異なっていないことから、時価は帳

簿価額と近似していると考えられるため、当該帳

簿価額によっています。

固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分

した当該借入金の元利金の合計額をリスクフリー

レートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割

り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定

しています。

⑶ 時価を把握することが極めて困難と認められ

る金融商品

時価を把握することが極めて困難と認められる

金融商品は次のとおりであり、これらは⑴の金融
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商品の時価情報には含まれていません。

（＊１）外部出資のうち、市場価格のある株式以外

のものについては、時価を把握することが極めて

困難であると認められるため、時価開示の対象と

はしていません。

⑷ 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後

の償還予定額

（＊１）貸出金のうち、当座貸越７６１，７２３千円につ

いては「１年以内」に含めています。また、期限

のない劣後特約付ローンについては「５年超」に

含めています。

（＊２）貸出金のうち、３カ月以上延滞が生じてい

る債権・期限の利益を喪失した債権等１，０７４，００６

千円は償還の予定が見込まれないため、含めてい

ません。

（＊３）貸出金の分割実行案件のうち、貸付決定金

額の一部実行案件１０，６１２千円は償還日が特定でき

ないため、含めていません。

⑸ 借入金及びその他の有利子負債の決算日後の

返済予定額

（＊１）貯金のうち、要求払貯金については「１年

以内」に含めて開示しています。

Ⅶ 有価証券に関する注記

１．有価証券の時価及び評価差額に関する事項等

有価証券の時価及び評価差額に関する事項は次

のとおりです。

商品の時価情報には含まれていません。

（＊１）外部出資のうち、市場価格のある株式以外

のものについては、時価を把握することが極めて

困難であると認められるため、時価開示の対象と

はしていません。

⑷ 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後

の償還予定額

（＊１）貸出金のうち、当座貸越８１８，２１８千円につ

いては「１年以内」に含めています。また、期限

のない劣後特約付ローンについては「５年超」に

含めています。

（＊２）貸出金のうち、３カ月以上延滞が生じてい

る債権・期限の利益を喪失した債権等８７８，７５６千

円は償還の予定が見込まれないため、含めていま

せん。

（＊３）貸出金の分割実行案件のうち、貸付決定金

額の一部実行案件１８，２３４千円は償還日が特定でき

ないため、含めていません。

⑸ 借入金及びその他の有利子負債の決算日後の

返済予定額

（＊１）貯金のうち、要求払貯金については「１年

以内」に含めて開示しています。

Ⅵ 有価証券に関する注記

１．有価証券の時価及び評価差額に関する事項等

有価証券の時価及び評価差額に関する事項は次

のとおりです。

（単位：千円）

５年超
４年超

５年以内

３年超

４年以内

２年超

３年以内

１年超

２年以内
１年以内

－－－－－５２４,００３,９２７預金

有価証券

１,４４６,０００１５２,８００１５２,８００１５２,８００１,０２５,３００２３７,８００
満期保有

目的の債券

３,０００,０００２,９００,０００１,８００,０００３,０００,０００１,４００,０００１,５００,０００
その他有価証券のうち

満期があるもの

７５,３９９,６９５５,３８５,３３１５,８７３,７５７６,２９８,４４０６,８５４,１２９１０,２９７,３９５貸出金(＊１，２，３)

７９,８４５,６９５８,４３８,１３１７,８２６,５５７９,４５１,２４０９,２７９,４２９５３６,０３９,１２３合 計

（単位：千円）

５年超
４年超

５年以内

３年超

４年以内

２年超

３年以内

１年超

２年以内
１年以内

－－－－－５１１,２５６,２６７預金

有価証券

１,０９３,２００３５２,８００１５２,８００１５２,８００１５２,８００１,０２５,３００
満期保有

目的の債券

７,０９７,２８０１,６００,０００２,９００,０００１,８００,０００３,０００,０００１,４０２,７２０
その他有価証券のうち

満期があるもの

８５,５０３,０６２５,９１７,５８４６,２４４,９２８６,７５０,６９４７,２５２,００５９,８３５,７２９貸出金(＊１，２，３)

９３,６９３,５４２７,８７０,３８４９,２９７,７２８８,７０２,６９４１０,４０４,８０５５２３,５２０,０１７合 計

（単位：千円）

５年超
４年超

５年以内

３年超

４年以内

２年超

３年以内

１年超

２年以内
１年以内

―１,５２６,７３５１,３９３,２６６５,３５５,９８５１０,８１４,７２６６３２,９８２,７３５貯金（＊１）

１０,０１２１０,６５２１１,３５１１１,３００１１,３２６４,４１１,６１６借入金

１０,０１２１,５３７,３８８１,４０４,６１７５,３６７,２８６１０,８２６,０５３６３７,３９４,３４９合 計

（単位：千円）

５年超
４年超

５年以内

３年超

４年以内

２年超

３年以内

１年超

２年以内
１年以内

４４７１,６９２,１５１１,７７９,２６７９,３０８,５９５９,６３５,２３６６２９,４７７,９１８貯金（＊１）

２,０５２７,９６０１０,６５２１１,３５１１１,３００４,４１１,３２６借入金

２,４９９１,７００,１１１１,７８９,９１９９,３１９,３４６９,６４６,５３７６３３,８８９,２４５合 計

（単位：千円）

貸借対照表計上額

２３，４２２，５３３外部出資(＊1)

△２８，３２１外部出資等損失引当金

２３，３９４，２１２合 計

（単位：千円）

貸借対照表計上額

２３，１１８，９６３外部出資(＊1)

△２２，９８４外部出資等損失引当金

２３，０９５，９７９合 計
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⑴ 満期保有目的の債券で時価のあるもの

満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借

対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりです。

⑵ その他有価証券で時価のあるもの

その他有価証券において、種類ごとの貸借対照

表計上額、取得原価又は償却原価及びこれらの差

額については、次のとおりです。

（＊）なお、上記差額から繰延税金負債１４９，４０３千

円を差し引いた額４００，２７７千円が、その他有価証

券評価差額金に含まれています。

２．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券

はありません。

３．当事業年度中に売却したその他有価証券はあ

りません。

４．当事業年度中において、保有目的が変更に

なった有価証券はありません。

Ⅷ．退職給付に関する注記

１．退職給付制度の概要等

⑴ 採用している退職給付制度の概要

職員の退職給付にあてるため、退職給与規程に

基づき、退職一時金制度を採用しています。

また、この制度に加え、同規程に基づき退職給

付の一部にあてるため、一般財団法人全国農林漁

業団体共済会との契約による退職金共済制度を採

用しています。

⑴ 満期保有目的の債券で時価のあるもの

満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借

対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりです。

⑵ その他有価証券で時価のあるもの

その他有価証券において、種類ごとの貸借対照

表計上額、取得原価又は償却原価及びこれらの差

額については、次のとおりです。

（＊）なお、上記差額から繰延税金負債１４０，６４２千

円を差し引いた額３７６，８０５千円が、その他有価証

券評価差額金に含まれています。

２．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券

はありません。

３．当事業年度中に売却したその他有価証券はあ

りません。

４．当事業年度中において、保有目的が変更に

なった有価証券はありません。

Ⅶ．退職給付に関する注記

１．退職給付制度の概要等

⑴ 採用している退職給付制度の概要

職員の退職給付にあてるため、退職給与規程に

基づき、退職一時金制度を採用しています。

また、この制度に加え、同規程に基づき退職給

付の一部にあてるため、一般財団法人全国農林漁

業団体共済会との契約による退職金共済制度を採

用しています。

（単位：千円）

差額（＊）貸借対照表計上額取得原価又は償却原価種 類

４２７,９３０７,９１６,８００７,４８８,８６９国 債

貸借対照表計上額が
取得原価又は償却原
価を超えるもの

１９５,０９２４,４０４,４３０４,２０９,３３７地方債

１８,４９２６１８,２７０５９９,７７７政府保証債

１,１００６０１,１００６００,０００金融債

８２,６６８１,８８２,４００１,７９９,７３１社 債

７２５,２８４１５,４２３,０００１４,６９７,７１５合 計

（単位：千円）

差額（＊）貸借対照表計上額取得原価又は償却原価種 類

２５９,３８０６,９９１,６２９７,２５１,０１０国 債

貸借対照表計上額が
取得原価又は償却原
価を超えるもの

１３３,１７９６,０９８,７００６,２３１,８８０地方債

８４,４５８３,２９３,２５１３,３７７,７１０政府保証債

４０,４２９１,４００,２１０１,４４０,６４０社 債

５１７,４４８１７,７８３,７９１１８,３０１,２４０合 計

（単位：千円）

差 額時 価貸借対照表計上額種 類

１４０,６２９３,４００,１３５３,２５９,５０５地方債
時価が貸借対照表計
上額を超えるもの

１４０,６２９３,４００,１３５３,２５９,５０５合 計

（単位：千円）

差 額時 価貸借対照表計上額種 類

１１７,４６０３,１２３,６４４３,００６,１８３地方債
時価が貸借対照表計
上額を超えるもの

１１７,４６０３,１２３,６４４３,００６,１８３合 計
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⑵ 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整

⑶ 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

⑷ 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借

対照表に計上された退職給付引当金の調整表

⑸ 退職給付費用及びその内訳項目の金額

⑹ 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は次

の通りです。

①債権 ７３％

②年金保険投資 ２１％

③現金及び預金 ４％

④その他 ２％

合計 １００％

⑵ 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

⑶ 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

⑷ 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借

対照表に計上された退職給付引当金の調整表

⑸ 退職給付費用及びその内訳項目の金額

⑹ 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は次

の通りです。

①債権 ７０％

②年金保険投資 ２３％

③現金及び預金 ４％

④その他 ３％

合計 １００％

５，４５５，１２４千円①期首における退職給付債務

２３８，００８千円②勤務費用

４２，００４千円③利息費用

７７，２８３千円④数理計算上の差異の発生額

△８００，４２９千円⑤退職給付の支払額

５，０１１，９９６千円⑥期末における退職給付債務

３，４９５，１２０千円①期首における年金資産

２６，８９１千円②期待運用収益

△５０８千円③数理計算上の差異の発生額

２１６，２５７千円④特定退職共済制度への拠出金

△５３４，７３０千円⑤退職給付の支払額

３，２０３，０２９千円⑥期末における年金資産

５，０１１，９９６千円①退職給付債務

△３，２０３，０２９千円②特定退職共済制度

１，８０８，９６６千円③未積立退職給付債務

△７６，３７７千円④未認識過去勤務費用

△１６１，９６６千円⑤未認識数理計算上の差異

１，５７０，６２３千円⑥貸借対照表計上額純額

１，５７０，６２３千円⑦退職給付引当金

２３８，００８千円①勤務費用

４２，００４千円②利息費用

△２６，８９１千円③期待運用収益

２５，９３８千円④数理計算上の差異の費用処理額

１０，９１１千円⑤過去勤務費用の費用処理額

２８９，９７１千円合 計

５，６８３，６９６千円①期首における退職給付債務

２４５，０１８千円②勤務費用

４３，７０５千円③利息費用

３８，１０５千円④数理計算上の差異の発生額

△５５５，４０２千円⑤退職給付の支払額

５，４５５，１２４千円⑥期末における退職給付債務

３，６３３，２６８千円①期首における年金資産

２８，２８７千円②期待運用収益

△３，９６６千円③数理計算上の差異の発生額

２０９，９９１千円④特定退職共済制度への拠出金

△３７２，４５９千円⑤退職給付の支払額

３，４９５，１２０千円⑥期末における年金資産

５，４５５，１２４千円①退職給付債務

△３，４９５，１２０千円②特定退職共済制度

１，９６０，００３千円③未積立退職給付債務

△８７，２８８千円④未認識過去勤務費用

△１１０，１０７千円⑤未認識数理計算上の差異

１，７６２，６０７千円⑥貸借対照表計上額純額

１，７６２，６０７千円⑦退職給付引当金

２４５，０１８千円①勤務費用

４３，７０５千円②利息費用

△２８，２８７千円③期待運用収益

２９，７０２千円④数理計算上の差異の費用処理額

１０，９１１千円⑤過去勤務費用の費用処理額

３０１，０５０千円合 計
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⑺ 長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、

現在及び予想される年金資産の配分と年金資産を

構成する多様な資産からの現在及び将来期待され

る長期の収益率を考慮しています。

⑻ 割引率その他の数理計算上の計算基礎に関す

る事項

２．特例業務負担金の将来見込額

人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険

制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を

図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止

する等の法律附則第５７条に基づき、旧農林共済組

合（存続組合）が行う特例年金等の業務に要する

費用に充てるため拠出した特例業務負担金９４，３６８

千円を含めて計上しています。

なお、同組合より示された平成２８年３月現在に

おける平成４４年３月までの特例業務負担金の将来

見込額は、１，３１６，９１２千円となっています。

Ⅸ 税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別

の主な内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 ２１４，５０８千円

退職給付引当金 ４７９，０７６千円

賞与引当金 ４０，０５６千円

役員退職慰労引当金 ３２，７５７千円

外部出資等損失引当金 ８，５１３千円

未払事業税 ４０，５４６千円

未払費用否認額 ６３，１３１千円

固定資産減損損失及び減価償却超過額 ２０５，１４２千円

貸倒損失否認額 ９，９３０千円

資産除去債務 １，４８４千円

災害損失引当金 ２８８，６０１千円

繰越宅地評価損 ６，０７１千円

その他 ６２，９３１千円

繰延税金資産小計 １，４６７，３２５千円

評価性引当額 △７０１，９３６千円

⑺ 長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、

現在及び予想される年金資産の配分と年金資産を

構成する多様な資産からの現在及び将来期待され

る長期の収益率を考慮しています。

⑻ 割引率その他の数理計算上の計算基礎に関す

る事項

２．特例業務負担金の将来見込額

人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険

制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を

図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止

する等の法律附則第５７条に基づき、旧農林共済組

合（存続組合）が行う特例年金等の業務に要する

費用に充てるため拠出した特例業務負担金９３，０１７

千円を含めて計上しています。

なお、同組合より示された平成３０年３月現在に

おける令和１４年３月までの特例業務負担金の将来

見込額は、１，２２８，６８５千円となっています。

Ⅷ 税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別

の主な内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 １６６，９５３千円

退職給付引当金 ４２８，１５６千円

賞与引当金 ２８，８８８千円

役員退職慰労引当金 ３８，０６３千円

外部出資等損失引当金 ７，０６２千円

未払事業税 １２，６５８千円

未払費用否認額 ５９，４２４千円

固定資産減損損失及び減価償却超過額 １９３，６９７千円

貸倒損失否認額 ９，９３０千円

資産除去債務 ３６，５１０千円

災害損失引当金 ２７１，６３２千円

その他 ２７，２７１千円

繰延税金資産小計 １，２８７，３１４千円

評価性引当額 △６２１，４５２千円

繰延税金資産合計 （Ａ） ６６５，８６１千円

０．７７％①割引率

０．７５％②長期期待運用収益率

０．７７％①割引率

０．７５％②長期期待運用収益率
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繰延税金資産合計 （Ａ） ７６５，３８８千円

繰延税金負債

資産除去債務に伴う固定資産 △９１１千円

その他有価証券評価差額金 △１４９，４０３千円

繰延税金負債合計 （Ｂ） △１５０，３１５千円

繰延税金資産の純額（Ａ）＋（Ｂ） ６１５，０７３千円

２．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主

な原因

法定実効税率 ２７．１８％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 １．７６％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △０．９４％

住民税均等割等 ０．８６％

評価性引当金の増減 ３．９０％

事業分量配当金 △０．５７％

その他 △０．４９％

税効果会計適用後の法人税等の負担率２９．５５％

（追加情報）

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第２６号 平成２８年３

月２８日）を当事業年度から適用しています。

Ⅹ その他の注記

１．リース取引に関する注記

オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能

のものに係る未経過リース料は次のとおりです。

２．資産除去債務に関する注記

資産除去債務のうち貸借対照表に計上している

もの

⑴ 当該資産除去債務の概要

当組合の集出荷倉庫等の一部は、設置の際に土

地所有者との事業用定期借地権契約を締結してお

り、賃借期間終了による原状回復義務に関し資産

除去債務を計上しています。また、一部の建物に

使用されている有害物質を除去する義務に関して

も資産除去債務を計上しています。

繰延税金負債

資産除去債務に伴う固定資産 △３，０９１千円

その他有価証券評価差額金 △１４０，６４２千円

繰延税金負債合計 （Ｂ） △１４３，７３３千円

繰延税金資産の純額（Ａ）＋（Ｂ） ５２２，１２７千円

２．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主

な原因

法定実効税率 ２７．１８％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 ２．１０％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △２．７１％

住民税均等割等 ０．９８％

評価性引当金の増減 △４．６６％

事業分量配当金 △０．７７％

収用特別控除 △０．８０％

その他 １．４５％

税効果会計適用後の法人税等の負担率２２．７６％

Ⅸ その他の注記

１．リース取引に関する注記

オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能

のものに係る未経過リース料は次のとおりです。

２．資産除去債務に関する注記

資産除去債務のうち貸借対照表に計上している

もの

⑴ 当該資産除去債務の概要

当組合の集出荷倉庫等の一部は、設置の際に土

地所有者との事業用定期借地権契約を締結してお

り賃借期間終了による原状回復義務に対し、及び

支店・給油所の普通借地権契約については、移転

等により原状回復の履行時期が見積れるものに関

し、資産除去債務を計上しています。また、一部

合 計１年超１年以内

１４，５４５千円１１，０５４千円３，４９０千円未経過リース料

合 計１年超１年以内

７，５７１千円４，０７６千円３，４９４千円未経過リース料
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平 成 ２９ 年 度 平 成 ３０ 年 度

⑵ 当該資産除去債務の金額の算定方法

資産除去債務の見積もりにあたり、支出までの

見込期間は２年～８年、割引率は０．０％～１．４７３％

を採用しています。

⑶ 当事業年度末における当該資産除去債務の総

額の増減

期首残高 １５，２７８千円

利息費用計上 ８２千円

定期借地権契約解除 △４，５９４千円

期末残高 １０，７６６千円

貸借対照表に計上している以外の資産除去債務

当組合は、建物に関して、不動産賃借契約に基

づき、退去時における原状回復にかかる義務を有

していますが、当該建物は当組合が事業を継続す

る上で必須の施設であり、現時点で除去は想定し

ていません。また、移転が行われる予定もないこ

とから、資産除去債務の履行時期を合理的に見積

ることができません。そのため、当該義務に見合

う資産除去債務を計上していません。

の建物に使用されている有害物質を除去する義務

に関しても資産除去債務を計上しています。

⑵ 当該資産除去債務の金額の算定方法

資産除去債務の見積もりにあたり、支出までの

見込期間は１年～７年、割引率は０．０％～１．４７３％

を採用しています。

⑶ 当事業年度末における当該資産除去債務の総

額の増減

期首残高 １０，７６６千円

利息費用計上 ７６千円

当期資産除去債務計上１５３，８８４千円

期末残高 １６４，７２７千円

貸借対照表に計上している以外の資産除去債務

当組合は、建物に関して、不動産賃借契約に基

づき、退去時における原状回復にかかる義務を有

していますが、当該建物は当組合が事業を継続す

る上で必須の施設であり、現時点で除去は想定し

ていません。また、移転が行われる予定もないこ

とから、資産除去債務の履行時期を合理的に見積

ることができません。そのため、当該義務に見合

う資産除去債務を計上していません。

期末残高当該資産名

３，５７３千円たむら地区本部事務所

２，０９２千円中央集荷場

５，１００千円大浦集出荷倉庫

期末残高当該資産名

３，６２２千円たむら地区本部事務所

２，１２１千円中央集荷場

５，１００千円大浦集出荷倉庫

３５，４７４千円南部営農倉庫

２６，２００千円富岡ヘルパー

１９，６８０千円旧ふたば本店

２６，５５０千円北部営農センター

１３，３２０千円Ａコープ双葉

７，０６０千円苅野支店

１２，７２０千円勿来給油所

６，１３０千円鹿島支店

６，７５０千円内郷支店
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⑼ 連結剰余金計算書 （単位：千円）

（注）１．破綻先債権

元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸

出金をいいます。

２．延滞債権

未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図

ることを目的として利息の支払を猶予したもの以外の貸出金をいいます。

３．３ヵ月以上延滞債権

元金又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している貸出金で、

破綻先債権および延滞債権に該当しないものをいいます。

４．貸出条件緩和債権

債権者の再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、

元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者の有利となる取決めを行った貸出金で、

破綻先債権、延滞債権および３ヵ月以上延滞債権に該当しないものをいいます。

平成３０年度平成２９年度科 目

（資本剰余金の部）

２６８２６８１ 資本剰余金期首残高

－－２ 資本剰余金増加高

－－３ 資本剰余金減少高

２６８２６８４ 資本剰余金期末残高

（利益剰余金の部）

２４，２１０，２３６２３，２８５，９２０１ 利益剰余金期首残高

１，６６４，８０６１，５２２，７３６２ 利益剰余金増加高

１，３０９，９２８１，６０６，３５３当期剰余金

－△２６３，７６８会計方針の変更による累積的影響額

３５４，８７８１８０，１５１目的積立金取崩額

２１７，３４３２４０，２３５３ 利益剰余金減少高

２１７，３４３２４０，２３５配当金

２５，６５７，６９９２４，５６８，４２１４ 利益剰余金期末残高

⑽ 連結事業年度のリスク管理債権の状況 （単位：百万円）

平成３０年度平成２９年度区 分

８１２破綻先債権額

２，６０８１，８５７延滞債権額

－－３ヵ月以上延滞債権額

３４貸出条件緩和債権額

２，６１９１，８７４合 計
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⑾ 連結事業年度の事業別経常収益等 （単位：百万円）

平成３０年度平成２９年度項 目区 分

５，３７１５，３６３経常収益

信 用 事 業 １，１３４１，５３４経常利益

６６１，２９０６５９，６５３資産の額

３，６７７３，７６５経常収益

共 済 事 業 ６５５９４７経常利益

５０６７９資産の額

１５，０８４１５，１６４経常収益

購 買 事 業 ６０△２３４経常利益

２，３７７３，２７９資産の額

６，６８８５，９６９経常収益

販 売 事 業 △８３２８経常利益

４，５４２３，７５６資産の額

２，４７３３，３７３経常収益

そ の 他 事 業 △５７４△６４４経常利益

３８，１５０３８，７３２資産の額

３３，２９５３３，６４０経常収益

計 １，１９２１，６３１経常利益

７０６，４０９７０６，１０１資産の額

２．連結自己資本の充実の状況

連結自己資本比率の状況

平成３１年２月末における連結自己資本比率は、１４．１６％となりました。

連結自己資本は、組合員の普通出資によっています。

○普通出資による資金調達額

当連結グループでは、適正なプロセスにより連結自己資本比率を正確に算出し、ＪＡを中心

に信用リスクやオペレーショナル・リスクの管理及びこれらのリスクに対応した十分な自己資

本の維持を図るとともに、内部留保の積み増しにより自己資本の充実に努めています。

内 容項 目

福島さくら農業協同組合発行主体

普通出資資本調達手段の種類

８，８５４百万円（前年度８，６７６百万円）コア資本に係る基礎項目に算入した額

（注）事業収益は、銀行等の連結経常収益に相当するものです。
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⑴ 自己資本の構成に関する事項 （単位：百万円）

経過措置に
よる不算入額

平成
３０年度

経過措置に
よる不算入額

平成
２９年度

項 目

コア資本にかかる基礎項目（１）
３４，６８５３２，９６２普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本の額
８，８５４８，６７６うち、出資金及び資本剰余金の額

うち、再評価積立金の額
２５，６５４２４，５６８うち、利益剰余金の額
１７６２１６うち、外部流出予定額 （△）
△６０△６６うち、上記以外に該当するものの額

コア資本に算入される評価・換算差額等
うち、退職給付に係るものの額

コア資本に係る調整後非支配株主持分の額
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

３９３３６６うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
３９３３６６うち、適格引当金コア資本算入額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
うち、回転出資金の額
うち、上記以外に該当するものの額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調
達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

２７１３１６土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに
相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
非支配株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

３５，３４９３３，６４６コア資本にかかる基礎項目の額（イ）
コア資本にかかる調整項目（２）

２７１１０６２９３無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額
２７１１０６２９３うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む）の額

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額
繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
退職給付に係る資産の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
特定項目に係る十パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

特定項目に係る十五パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

１１０９３コア資本に係る調整項目の額（ロ）
自己資本

３５，２３９３３，５５２自己資本の額（（イ）－（ロ））（ハ）
リスク・アセット等（３）

２２８，１１８２２４，１４７信用リスク・アセットの額の合計額
△１０，７０３△１０，６６８うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額

２７６１うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く）
うち、繰延税金資産
うち、退職給付に係る資産

△１１，７３６△１１，７３６うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
１，００５１，００６うち、土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額に係るものの額

うち、上記以外に該当するものの額
２０，７６３２１，４０３オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額

信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額

２４８，８８２２４５，５５０リスク・アセット等の額の合計額（ニ）
連結自己資本比率

１４．１６％１３．６６％連結自己資本比率（（ハ）／（ニ））

（注）１．農協法第１１条の２第１項第２号の規定に基づく組合の経営の健全性を判断するための基準に係る算式に基づき算出
しています。

２．当連結グループは、信用リスク・アセット額の算出にあたっては標準的手法、適格金融資産担保の適用については
信用リスク削除手法の簡便手法を、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたっては基礎的手法を採用してい
ます。

３．当連結グループが有するすべての自己資本とリスクを対比して、自己資本比率を計算しています。
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⑵ 自己資本の充実度に関する事項

① 信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳 （単位：百万円）

平成３０年度平成２９年度

所要

自己資本額

ｂ＝ａ×４％

リスク・

アセット額

ａ

エクスポージャー

の期末残高

所要

自己資本額

ｂ＝ａ×４％

リスク・

アセット額

ａ

エクスポージャー

の期末残高

００７，０１０００７，２１０我が国の中央政府及び中央銀行向け

００１３，３６９００１２，０９４我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け

２６０６０３２６０１，１０６地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け

１３０３，５９８３９０１，００５我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け

－－５００－－－地 方 三 公 社 向 け

４，１３３１０３，３３０５１６，６５３４，２３６１０５，９０２５２９，５１１金融機関及び第一種金融商品取引業者向け

１３８３，４６０４，２０４１５７３，９４１５，０４４法 人 等 向 け

１，３７７３４，４４４４７，８５６１，０６７２６，６９９３７，４０６中 小 企 業 等 向 け 及 び 個 人 向 け

１７６４，４１７１２，７３０１９６４，９１５１４，２１４抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン

４８１，２２１１，２４０５８１，４５２１，４６７不 動 産 取 得 等 事 業 向 け

５４１，３６４１，７１１２７６８７１，０８２三 月 以 上 延 滞 等

０８４００８４４取 立 未 済 手 形

１６３４，０７５４１，０７４１４７３，６９５３７，２７６信 用 保 証 協 会 等 に よ る 保 証 付

００４１００６６４共 済 約 款 貸 付

８６２，１５８２，１８１８５２，１４５２，１４５出 資 等

２，３４７５８，６８２２３，４７２２，３４７５８，６８０２３，４７２他の金融機関等の対象資本調達手段

３２８０２３２１４２１，０５２４２１特定項目のうち調整項目に算入されないもの

－－－－－－
複数の資産を裏付とする資産（所謂ファン
ド）のうち、個々の資産の把握が困難な資産

△４２８△１０，７０３－△４２６△１０，６６８－
経過措置によりリスク・アセットの額に
算 入 、 不 算 入 と な る も の

９９０２４，７６３２８，５１２１，０１９２５，４８２２５，４９９上 記 以 外

９，１２４２２８，１１７７０５，１２４８，９６５２２４，１４７７０４，２６８標準的手法を適用するエクスポージャー別計

－－－－－－Ｃ Ｖ Ａ リ ス ク 相 当 額 ÷ ８ ％

－－－－－－中 央 清 算 機 関 関 連 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー

９，１２４２２８，１１７７０１，３８７８，９６５２２４，１４７７０４，２６８信用リスク・アセットの額の合計額

（注）１．「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクスポー
ジャーの種類ごとに記載しています。

２．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、具体
的には貸出金や有価証券等が該当します。

３．「三月以上延滞等］とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債務者に
係るエクスポージャー及び「金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等において
リスク・ウエイトが１５０％になったエクスポージャーのことです。

４．「出資等」とは、出資等エクスポージャー、重要な出資のエクスポージャーが該当します。
５．「経過措置によりリスク・アセットの額に算入、不算入となるもの」とは、他の金融機関等の対象資本調
達手段、コア資本に係る調整項目（無形固定資産、前払年金費用、繰延税金資産等）及び土地再評価差額
金に係る経過措置により、リスク・アセットに算入したもの、不算入としたものが該当します。

６．「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以
外の公共部門向け・国際開発銀行向け・取立未決済手形・未決済取引・その他の資産（固定資産等）・間
接清算参加者向け・信用リスク削減手法として用いる保証又はクレジット・デリバティブの免責額が含ま
れます。

７．当連結グループでは、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたって、基本的手法を採用しています。
〈オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額の算出方法（基礎的手法）〉
（粗利益（正の値の場合に限る）×１５％）の直近３年間の合計額

÷８％直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数

所要自己資本額
オペレーショナル・リスク
相当額を８％で除して得た額

所要自己資本額
オペレーショナル・リスク
相当額を８％で除して得た額オペレーショナル・リスクに

対する所要自己資本の額

(基礎的手法 )
ｂ＝ａ×４％ａｂ＝ａ×４％ａ

８２０２０，５０４８４５２１，１４９

所要自己資本額
リスク・アセット等
（分母）計

所要自己資本額
リスク・アセット等
（分母）計

所要自己資本額計
ｂ＝ａ×４％ａｂ＝ａ×４％ａ

９，９４４２４８，６２１９，８１１２４５，２９６
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⑶ 信用リスクに関する事項

① リスク管理の方法及び手続の概要

当連結グループでは、ＪＡ以外で与信を行っていないため、連結グループにおける信用

リスク管理の方針及び手続等は定めていません。

② 標準的手法に関する事項

連結自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法によ

り算出しています。

また、信用リスク・アセットの算出にあたって、リスク・ウエイトの判定に当たり使用

する格付等は次のとおりです。

契 リスク・ウエイトの判定に当たり使用する格付けは、以下の適格格付機関による依頼

格付けのみ使用し、非依頼格付は使用しないこととしています。

適 格 格 付 機 関

株式会社格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）

株式会社日本格付研究所（JCR）

ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's）

スタンダード・アンド・プア一ズ・レーティング・サービシズ（Ｓ&Ｐ）

フィッチ・レーティングスリミテッド（Fitch）

形 リスク・ウエイトの判定に当たり使用する適格格付機関の格付またはカントリー・リ

スク・スコアは、主に以下のとおりです。

カントリー・リスク・スコア適格格付機関エクスポージャー

日本貿易保険金融機関向けエクスポージャー

Ｒ&１，Ｍｏｏｄｙ’ｓ，ＪＣＲ，Ｓ＆Ｐ，Ｆｉｔｃｈ法人等向けエクスポージャー（長期）

Ｒ&１，Ｍｏｏｄｙ’ｓ，ＪＣＲ，Ｓ＆Ｐ，Ｆｉｔｃｈ法人等向けエクスポージャー（短期）

（注）「リスク・ウエイト」とは、当該資産を保有するために必要な自己資本額を算出す

るための掛目のことです。
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③ 信用リスクに関するエクスポージャー（地域別、業種別、残存期間別）及び三ヵ月以上延

滞エクスポージャーの期末残高 （単位：百万円）

平成３０年度平成２９年度

信用リスクに関するエクスポージャーの残高信用リスクに関するエクスポージャーの残高

三月以上延滞
エクスポージャー

うち債券
うち
貸出金等

三月以上延滞
エクスポージャー

うち債券
うち
貸出金等

１，７１１２０，８５６１２３，２８６７０５，１２４１，０８２１６，９１６１１１，９８１７０４，７６１信用リスク期末残高

１３７－８，３１３８，３８３１１５－８，９６０９，０６１農業

５－８６８６－－９２９２林業

－－４２４２－－５２５２水産業

－－２，１４０２，１４０－－１，９１２１，９１２製造業

－－２５１２５１－－２１８２１８鉱業

－－３，４８８３，４８８１３０２３，１０９３，４１１建設・不動産業

－－５８０５８０－－４７１４７１電気・ガス熱供給・水道業

３３，９９８１，１５７５，１５５－３００１，０５３１，３５３運輸・通信業

－－７，７３５５０６，６６１－１，６０９７，７８２５２８，９７１金融・保険業

４１０－３，４３２３，４３２７０－３，１５２３，１５２卸売・小売・飲食・サービス業

－１６，１４３６，６４５２２，７９０－１４，７０４６，６５０２１，３５５日本国政府・地方公共団体

１，１５６７１３８９，４１７１５２，１１６８９５－７８，５２５１３４，７０８上記以外

１，７１１２０，８５６１２３，２８６７０５，１２４１，０８２１６，９１６１１１，９８１７０４，７６１業種別残高計

－２，２７８２，０５６５０７，８９９－１，５０８２，８９２５２８，７２５１年以下

－４，８１０２，３４３７，１５４－５，３７０２，３０９７，６７９１年超３年以下

－４，７０３５，００６９，７０９－４，７０４４，３１４９，０１９３年超５年以下

－１，４１３１１，１７７１２，５９０－３，０１５１１，３２６１４，３４２５年超７年以下

－－７，７６７７，７６７－２０１７，６２０７，８２１７年超１０年以下

－７，６４０９２，１７０９９，８１１－２，２８５８０，７１４８２，８３１１０年超

－－２，２１３１１，２９７－－２，７８９４，０９２期間の定めのないもの

－２０，８５６１２３，２８６７０５，１２４－１６，９１６１１１，９８１７０４，７６１残存期間別残高計

（注）１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、証

券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ・バランス取引を含みます。

２．「貸出金等」とは、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以外

のオフ・バランスシート・エクスポージャーを含んでいます。「コミットメント」

とは、契約した期間および融資枠の範囲でお客様のご請求に基づき、金融機関が融

資を実行する契約のことをいいます。「貸出金等」にはコミットメントの融資可能

残額も含めています。

３．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日

から３ヵ月以上延滞しているエクスポージャーをいいます。

４．「その他」には、ファンドのうち個々の資産の把握が困難な資産や固定資産等が該

当します。

５．当連結グループでは国内の限定されたエリアで事業活動を行っているため、地域別

の区分は省略しております。
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⑤ 業種別の個別貸倒引当金の期末残高・期中増減額及び貸出金償却の額 （単位：百万円）

（注）当連結グループでは国内の限定されたエリアで事業活動を行っているため、地域別の

区分は省略しております。

平成３０年度平成２９年度

区 分 貸出金
償却

期末
残高

期中減少額期中
増加額

期首
残高

貸出金
償却

期末
残高

期中減少額期中
増加額

期首
残高 その他目的使用その他目的使用

－３３－３３－３－－３－農 業

法

人

－－－－－－－－－－－－林 業

－－－－－－－－－－－－水 産 業

－－－－－－－－－－－－製 造 業

－－－－－－－－－－－－鉱 業

－－－－－－－－－－－－建 設 ･不 動 産 業

－－－－－－－－－－－－電気･ガス･熱供給･水道業

－－－－－－－－－－－－運 輸 ･通 信 業

－－－－－－－－－－－－金 融 ･保 険 業

－２３８２１２－２３８２１２－２１２－－２１２－卸売･小売･飲食･サービス業

－１９９－１９９－９２３２－－２４１上 記 以 外

－３５２４２６１３６３５２５６２－５６０６７９５２５７１７２２個 人

－６１２６５０１３６６１２７８６－７８６９１１５２７８６９６３業 種 別 計

④ 貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 （単位：百万円）

平成３０年度平成２９年度

区 分 期末
残高

期中減少額期中
増加額

期首
残高

期末
残高

期中減少額期中
増加額

期首
残高 その他目的使用その他目的使用

３９３３６６－３９３３６６３６６３４５－３６６３４５一 般 貸 倒 引 当 金

６１２６５０１３６６１２７８６７８６９１１５２７８６９６３個 別 貸 倒 引 当 金
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⑥ 信用リスク削減効果勘定後の残高及びリスクウエイト１２５０％を適用する残高

（単位：百万円）

平成３０年度平成２９年度

計格付なし格付あり計格付なし格付あり

２４，１５８２４，１５８－２４，５６７２４，５６７－リスク・ウエイト０％

信
用
リ
ス
ク
削
減
効
果
勘
定
後
残
高

－－－－－－リスク・ウエイト２％

－－－－－－リスク・ウエイト４％

４５，２７６４５，２７６－３８，４６０３８，４６０－リスク・ウエイト１０％

５１７，１９４５１７，１９４－５２９，５５５５２９，５５５－リスク・ウエイト２０％

１２，７３０１２，７３０－１４，０８７１４，０８７－リスク・ウエイト３５％

６９９６９９－３３２３３２－リスク・ウエイト５０％

４７，８５６４７，８５６－３５，９０１３５，９０１－リスク・ウエイト７５％

３３，８１１３３，８１１－３４，９１１３４，９１１－リスク・ウエイト１００％

７４３７４３－１４７１４７－リスク・ウエイト１５０％

２３，４７２２３，４７２－２３，４７２２３，４７２－リスク・ウエイト２００％

３２１３２１－４２１４２１－リスク・ウエイト２５０％

－－－－－－そ の 他

－－－－－－リスク・ウエイト１２５０％

７０６，２６５７０６，２６５－７０１，８５６７０１，８５６－計

（注）１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、

証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派

生商品取引の与信相当額を含みます。

２．「格付あり」にはエクスポージャーのリスク・ウエイト判定において格付を使用し

ているもの、「格付なし」にはエクスポージャーのリスク・ウエイト判定において

格付を使用していないものを記載しています。なお、格付は適格格付機関による依

頼格付のみ使用しています。

３．経過措置によってリスク・ウエイトを変更したエクスポージャーについては、経過

措置適用後のリスク・ウエイトによって集計しています。また、経過措置によって

リスク・アセットを算入したものについても集計の対象としています。

４．１２５０％には、非同時決済取引に係るもの、信用リスク削減手法として用いる保証又

はクレジット・デリバティブの免責額に係るもの、重要な出資に係るエクスポー

ジャーなどリスク・ウエイト１２５０％を適用したエクスポージャーがあります。

⑷ 信用リスク削減手法に関する事項

① 信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要

連結自己資本比率の算出にあって、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出要領」に

おいて定めています。

信用リスク削減手法の適用及び管理方針、手続は、ＪＡのリスク管理の方針及び手続き

に準じて行っています。

ＪＡのリスク管理の方針及び手続き等の具体的内容は、単体の開示内容をご参照ください。
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② 信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額 （単位：百万円）

⑸ 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

該当する取引はありません。

⑹ 証券化エクスポージャーに関する事項

該当する取引はありません。

⑺ オペレーショナル・リスクに関する事項

① オペレーショナル・リスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要

連結グループにかかるオペレーショナル・リスク管理は、子会社においてはＪＡのリス

ク管理及びその手続きに準じたリスク管理を行っています。ＪＡのリスク管理の方針及び

手続等の具体的内容は、単体の開示内容をご参照ください。

⑻ 出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項

① 出資その他これに類するエクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続きの概要

平成３０年度平成２９年度

区 分
保 証

適格金融
資産担保

保 証
適格金融
資産担保

－－５０３－地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け

３，２９８－１００－我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け

５００－－－地 方 三 公 社 向 け

－－－－金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け

２９３４０７３５１４７６法 人 等 向 け

１，３４２１４３１，０３３１６０中 小 企 業 等 向 け 及 び 個 人 向 け

７－７－抵 当 権 住 宅 ロ ー ン

－－－－不 動 産 取 得 等 事 業 向 け

－－－－三 月 以 上 延 滞 等

－－－－中 央 清 算 機 関 関 連

－０－０上 記 以 外

５，４４１５５１１，９９７６３７合 計

（注）１．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含

む）のことをいい、主なものとしては貸出金や有価証券等が該当します。

２．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上

延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「金融機関向け及び第一種金融商

品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウエイトが１５０％になったエ

クスポージャーのことです。

３．「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向

け・外国の中央政府等以外の公共部門向け・国際開発銀行向け・取立未済手形・未

決済取引・その他の資産（固定資産等）が含まれます。
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⑤ 連結貸借対照表及び連結損益計算書で認識されない評価損益の額

（子会社・関連会社株式の評価損益等） （単位：百万円）

③ 出資その他これに類するエクスポージャーの売却及び償却に伴う損益 （単位：百万円）

平成３０年度平成２９年度

償却額売却損売却益償却額売却損売却益

－－－－－－

④ 連結貸借対照表で認識され、連結損益計算書で認識されない評価損益の額

（保有的区分をその他有価証券としている株式・出資の評価損益等） （単位：百万円）

平成３０年度平成２９年度

評価損評価益評価損評価益

－－－－

② 出資その他これに類するエクスポージャーの連結貸借対照表計上額及び時価 （単位：百万円）

平成３０年度平成２９年度

時価評価額貸借対照表計上額時価評価額貸借対照表計上額

－－－－上 場

２３，４４８２３，４４８２３，４２２２３，４２２非 上 場

２３，４４８２３，４４８２３，４２２２３，４２２合 計

連結グループにかかる出資その他これに類するエクスポージャーに関するリスク管理は、

子会社においてはＪＡのリスク管理及びその手続きに準じたリスク管理を行っています。

ＪＡのリスク管理の方針及び手続き等の具体的内容は、単体の開示内容をご参照ください。

（注）「時価評価額」は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表計上額の合計

額です。

平成３０年度平成２９年度

評価損評価益評価損評価益

－－－－

（単位：百万円）

⑼ 金利リスクに関する事項

① 金利リスクの算定方法の概要

連結グループの金利リスクの算定方法は、ＪＡの金利リスクの算定方法に準じた方法に

より行っています。ＪＡの金利リスクの算定方法は、単体の開示内容をご参照ください。

② 金利ショックに対する損益・経済価値の増減額

平成３０年度平成２９年度

△３３２２６金利ショックに対する損益・経済価値の増減額
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財務諸表の正確性等にかかる確認Ⅶ

確 認 書

１．私は、当ＪＡの平成３０年３月１日から平成３１年２月末日までの事業

年度にかかるディスクロージャー誌に記載した内容のうち、財務諸

表作成に関するすべての重要な点において、農業協同組合法施行規

則に基づき適正に表示されていることを確認いたしました。

２．この確認を行うに当たり、財務諸表が適正に作成される以下の体制

が整備され、有効に機能していることを確認しております。

⑴ 業務分掌と所管部署が明確化され、各部署が適切に業務を遂行す

る体制が整備されております。

⑵ 業務の実施部署から独立した内部監査部門が内部管理体制の適切

性・有効性を検証しており、重要な事項については理事会等に適

切に報告されております。

⑶ 重要な経営情報については、理事会等へ適切に付議・報告されて

おります。

令和元年６月１７日

福島さくら農業協同組合

代表理事組合長
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【ＪＡの概要】
１．機構図（令和元年６月現在）

ＪＡ福島さくら 組織機構図
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４．組合員組織の状況

⑴ 本店

構成員数代表者名組 織 名

５名佐久間 俊 一農 畜 産 物 振 興 協 議 会

８名小 野 善 一青 年 連 盟

１４名橋 本 孝 子女 性 部 協 議 会

８名三 輪 林 治年 金 友 の 会

４２名滝 田 一 好酪 農 部 会

⑵ 郡山地区

構成員数代表者名組 織 名

１３名橋 本 茂 治地 区 本 部 運 営 委 員 会

１，３２４名１３ 組 織支 店 運 営 委 員 会

３，５２４名佐久間 俊 一稲 作 部 会

４６名鈴 木 広 実種 子 生 産 部 会

４１０名伊 藤 城 治野 菜 部 会

１５０名谷 代 栄 一果 樹 部 会

１５名橋 本 光 春き の こ 部 会

２２名国 分 義 春加 工 ト マ ト 部 会

２５名宗 形 憲 明花 卉 部 会

６６０名小 山 忠 義フ ァ ー マ ー ズ マ ー ケ ッ ト 部 会

４名宗 像 重養 蚕 部 会

１３名武 田 勝 宏肉 牛 部 会

１３４名早 尾 寿 松和 牛 繁 殖 部 会

２２３名安 田 潤 一青 年 連 盟

１，３４６名橋 本 孝 子女 性 部

９，６９６名大 橋 和 吉年 金 友 の 会

当ＪＡの組合員組織を記載しています。

（平成３１年２月末）

（平成３１年２月末）
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⑶ たむら地区

構成員数代表者名組 織 名

３７名渡 辺 正 恆地 区 本 部 運 営 委 員 会

１４９名１０ 組 織支 店 運 営 委 員 会

８２名４ 組 織営 農 経 済 セ ン タ ー 運 営 委 員 会

６１６名安 部 昭 市園 芸 部 会

５１７名菅 野 太畜 産 部 会

２団体・４４名今 泉 嘉 博稲 作 部 会

４名安 瀬 孝 男養 蚕 部 会

４６７名岡 田 建 一農 産 物 直 販 部 会

１７団体壁 谷 和 男水 稲 連 絡 協 議 会

２２名郡 司 正 春水 稲 種 子 生 産 組 合

４１名箭 内 倉 貴青 年 連 盟

４５７名根 本 静 江女 性 部

８８名会 沢 テ ル夕 鶴 会

１２，０３２名三 輪 林 治年 金 友 の 会

１２名戸井川 剛 雄資 産 運 用 部 会

１２２名神 田 昭 寿共 済 友 の 会

（平成３１年２月末）
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⑷ いわき地区

構成員数代表者名組 織 名

５７名荻 野 敬 也地 区 本 部 運 営 委 員 会

４０１名２４ 組 織支 店 運 営 委 員 会

５８名４ 組 織営 農 経 済 セ ン タ ー 運 営 委 員 会

９，０３７名若 松 長 壽農 事 組 合 長 協 議 会

１００名富 岡 幸 廣資 産 運 用 部 会

４７名草 野 宗 弘稲 作 受 託 部 会

１９名大和田 正 幸ハ ウ ス 部 会

７２名草 野 富 夫梨 部 会

２６名根 本 盈 明い ち ご 部 会

１３６名赤 津 弘 恭ね ぎ 部 会

１６名会 原 浩い ん げ ん 部 会

２７名佐 藤 好 弘い ち じ く 部 会

５８６名丸 山 雄 三フ ァ ー マ ー ズ マ ー ケ ッ ト 部 会

４名大 平 正 信高 久 蔬 菜 部 会

６名新 妻 信 夫と っ く り い も 赤 沼 生 産 部 会

５名戸 田 孝 好四 倉 花 卉 園 芸 組 合

２１名鈴 木 和 恵大 野 種 子 生 産 組 合

４名斎 藤 清 輝田 人 蔬 菜 施 設 部 会

８０名斎 藤 栄 一和 牛 繁 殖 部 会

８名油 座 盛 明田 人 ぎ ん な ん 生 産 部 会

８名佐 藤 眞 一遠 野 町 野 菜 部 会

７名大 森 政 一ア ス パ ラ ガ ス 部 会

１４０名四 家 誠環 境 に や さ し い 米 づ く り 部 会

５名秋 元 進 二川 前 リ ン ド ウ 生 産 部 会

５２名山 崎 司 郎産 米 改 善 協 議 会

５名田 子 仁 一ビ ニ ー ル ハ ウ ス 部 会

７名佐 原 英 夫特 産 部 会

４４３名鈴 木 一 成青 年 連 盟

７６１名中 根 まり子女 性 部

１１，９５２名荻 野 敬 也年 金 友 の 会

（平成３１年２月末）
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⑸ ふたば地区

構成員数代表者名組 織 名

２７名遠 藤 庄一郎地 区 本 部 運 営 委 員 会

１８９名９ 組 織支 店 運 営 委 員 会

３３名西 内 芳 徳営 農 振 興 推 進 員

１７５名－部 長 会

３５名松 本 実生 産 組 合 長

１８１名－支 部 長

４，２５６名石 川 雄 彦年 金 友 の 会

２１名紺 野 宏青 年 連 盟

３４４名石 田 惠 美女 性 部

２７名坪 井 泰 男和 牛 繁 殖 部 会

１９０名猪 狩 弘 道農 産 物 直 売 所 楢 葉 店 ・ 富 岡 店

２７名塩 井 淑 樹平 坦 地 園 芸 部 会

２９名横 田 和 希稲 作 生 産 部 会

（平成３１年２月末）
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５．特定信用事業代理業者の状況

該当する取引はありません。

６．地区一覧

郡山市、いわき市、田村市

田村郡三春町、田村郡小野町、双葉郡広野町、双葉郡楢葉町、双葉郡富岡町

双葉郡大熊町、双葉郡双葉町、双葉郡浪江町

双葉郡川内村、双葉郡葛尾村

７．沿革・あゆみ

平成２８年３月１日 福島さくら農業協同組合 発足

旧郡山市農業協同組合

旧たむら農業協同組合

旧いわき市農業協同組合

旧いわき中部農業協同組合

旧ふたば農業協同組合
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（令和元年５月現在）

８．店舗等のご案内

ＡＴＭ設置台数電話番号住 所郵便番号店舗及び事務所名

０２４－９２２－３７３３郡山市朝日二丁目１４－７９６３－８５０２本 店

ＡＴＭ設置台数電話番号住 所郵便番号店舗及び事務所名

０２４－９２１－０５０７郡山市朝日二丁目１４－７９６３－８５０２郡 山 地 区 本 部

１０２４－９５５－２５０１郡山市田村町守山字上河原１８９６３－１１５５田 村 総 合 支 店

１０２４－９７５－２０１７郡山市田村町栃本字坂ノ下１８－１９６３－１２４４二 瀬 支 店

１０２４－９４４－７５３０郡山市田村町御代田字外城２２－２９６３－１１６４御 代 田 支 店

１０２４－９４４－１５０３郡山市中田町海老根字明神前６９－２９６３－０７１２中 田 総 合 支 店

１０２４－９７２－２３１１郡山市西田町三町目字桜内２５２９６３－０９２２西 田 総 合 支 店

１０２４－９３２－１０４１郡山市富久山町久保田字久保田２０１９６３－８０７１富 久 山 総 合 支 店

１０２４－９４５－１９１０郡山市安積二丁目１１６９６３－０１０７安 積 総 合 支 店

１０２４－９３３－４８７６郡山市朝日二丁目１４－７９６３－８５０２郡 山 総 合 支 店

１０２４－９５１－０２４２郡山市富田町字愛宕前４６９６３－８０４１富 田 支 店

１０２４－９４４－２６５２郡山市芳賀二丁目１７－１３９６３－８８１３芳 賀 支 店

１０２４－９５１－１８６０郡山市大槻町字殿町６９９６３－０２０１大 槻 総 合 支 店

１０２４－９５８－２０３１郡山市日和田町字北ノ入６６９６３－０５３４日 和 田 総 合 支 店

１０２４－９５１－１５２０郡山市片平町字庚坦原７１１－３９６３－０２１１逢 瀬 片 平 総 合 支 店

１０２４－９８２－２２２９郡山市湖南町舟津字片貝堀３８４－１９６３－１４１１湖 南 東 総 合 支 店

１０２４－９８３－２２１１郡山市湖南町福良字前谷地６２３３９６３－１６３３湖 南 西 支 店

１０２４－９５４－２１０４郡山市三穂田町駒屋字舘ノ後２９６３－０１２８三 穂 田 総 合 支 店

１０２４－９５９－２０１０郡山市喜久田町堀之内字釜場西２９－１９６３－０５４１郡山 喜 久 田 総合支店

１０２４－９８４－３５３２郡山市熱海町熱海二丁目１５－１９６３－１３０９熱 海 総 合 支 店

≪店舗外 ＡＴＭ設置場所≫

山根 郡山市久留米二丁目７７－１

郡山市役所西庁舎１階 郡山市桑野１－１

郡山駅前アティ 郡山市駅前一丁目１６－７

成田 郡山市安積町成田字高田１２－３

多田野 郡山市逢瀬町多田野字北大界３２－１

（令和元年６月現在）

［郡山地区］

（令和元年６月現在）

ＡＴＭ設置台数電話番号住 所郵便番号店舗及び事務所名

０２４７－８２－１２１２田村市船引町船引字南町通１６０９６３－４３９６た む ら 地 区 本 部

２０２４７－８２－２９３１田村市船引町船引字大日坊５－１９６３－４３１２船 引 支 店

０２４７－８６－２２１１田村市船引町上移字後田１１５９６３－４５４１移 支 店

１０２４７－８５－２７０２田村市船引町門沢字直道２－２９６３－４２０３七 郷 支 店

２０２４７－６２－２１３３田村郡三春町字大町１９３９６３－７７５９三 春 支 店

１０２４７－６１－２５２５田村郡三春町大字鷹巣字瀬山３５６－１９６３－７７２５桜 支 店

１０２４７－７８－３３１１田村市滝根町神俣字関場１２２９６３－３６０２滝 根 支 店

１０２４７－７９－３１３１田村市大越町上大越字久保田６４９６３－４１１１大 越 支 店

１０２４７－７２－３１６１田村郡小野町大字小野新町字中通３４９６３－３４０１小 野 支 店

１０２４７－７５－２２２２田村市都路町古道字新町７０－１９６３－４７０１都 路 支 店

１０２４７－７７－２２４４田村市常葉町常葉字古御門３５９６３－４６０２常 葉 支 店

≪店舗外 ＡＴＭ設置場所≫

瀬川門鹿 船引町門鹿字新屋敷２９６

岩江 三春町大字上舞木字戸の内３４

御木沢 三春町担橋二丁目１－３

田村市役所 船引町船引字畑添７６－２田村市役所

［たむら地区］



－131－

ディスクロージャー誌 ２０１９

（令和元年６月現在）

ＡＴＭ設置台数電話番号住 所郵便番号店舗及び事務所名

０２４６－２８－９１００いわき市自由ヶ丘３９－２９７０－８０３３い わ き 地 区 本 部

１０２４６－２３－７５００いわき市平鎌田字大角１４－１９７０－８０２３神 谷 支 店

１０２４６－２４－１０９４いわき市平谷川瀬３－１９－４９７０－８０３６飯 野 支 店

１０２４６－３９－２２４６いわき市平下高久字水門１０８－３９７０－０２２１高 久 支 店

１０２４６－３４－３５３０いわき市平荒田目字中田４５９７０－０１０７夏 井 支 店

１０２４６－３４－２０３４いわき市平下神谷字出口４７９７０－０１０１草 野 支 店

１０２４６－２３－４６９７いわき市平下平窪字六角１－６９７０－８００３平 窪 支 店

１０２４６－２６－３０４２いわき市内郷高坂町大町８－２９７３－８４０８内 郷 支 店

１０２４６－３６－２７１１いわき市好間町中好間字下川原３９９７０－１１５２好 間 支 店

１０２４６－８３－１１２１いわき市小川町上小川字伊吾内１０９７９－３１２４小 川 支 店

１０２４６－８６－２１２１いわき市三和町下市萱字堀ノ内１－４９７０－１３７２三 和 支 店

１０２４６－３３－２２１１いわき市四倉町山田小湊字方礼２６９７９－０２２３大 野 支 店

０２４６－８４－２２２１いわき市川前町下桶売字矢田谷地１４２－１１９７９－３２０２川 前 支 店

１０２４６－８２－２１２１いわき市久之浜町久之浜字南荒蒔８９７９－０３３３久 之 浜 支 店

１０２４６－３２－３０１１いわき市四倉町狐塚字小橋８６９７９－０２０６大 浦 支 店

１０２４６－６３－２４６２いわき市錦町大島９５－１９７４－８２３２い わ き 菊 田 支 店

１０２４６－６５－３１９１いわき市勿来町窪田町通三丁目５１９７９－０１４１勿 来 支 店

１０２４６－６９－２３０６いわき市田人町旅人字下平石１１１－１９７４－０１５２田 人 支 店

１０２４６－８９－２０１８いわき市遠野町上遠野字白幡１１５－１９７２－０１６１遠 野 支 店

１０２４６－５３－４１２５いわき市小名浜中町境９－１１９７１－８１６３小 名 浜 支 店

１０２４６－５８－２３５３いわき市小名浜住吉字冠木６－１９７１－８１２４玉 川 支 店

１０２４６－２９－２０５１いわき市鹿島町走熊字坪下３９７１－８１４１鹿 島 支 店

１０２４６－５６－４１１１いわき市泉町一丁目１０－２０９７１－８１８５泉 支 店

１０２４６－９６－６００８いわき市渡辺町田部字六反田３－１９７２－８３３４渡 辺 支 店

１０２４６－４３－２８７６いわき市常磐西郷町落合４７９７２－８３１６常 磐 支 店

≪店舗外 ＡＴＭ設置場所≫
南部福祉センター いわき市勿来町関田西一丁目７－８
いわき市役所ＡＴＭ いわき市平字梅本２１
いわき地区本部 いわき市自由ヶ丘３９－２

［いわき地区］

（令和元年６月現在）

ＡＴＭ設置台数電話番号住 所郵便番号店舗及び事務所名

０２４０－２２－０３３０双葉郡富岡町下郡山字真壁３００９７９－１１３２ふ た ば 地 区 本 部

１０２４０－２７－３１３１双葉郡広野町大字下北迫字苗代替１－１９７９－０４０２広 野 支 店

１０２４０－２５－３１３１双葉郡楢葉町大字下小塙字大木下５－１９７９－０５１４楢 葉 支 店

１０２４０－３８－２１２１双葉郡川内村大字上川内字町分１０６９７９－１２０１川 内 支 店

１０２４０－３４－２１２１双葉郡浪江町大字権現堂字下続町１８－３９７９－１５２１浪 江 支 店

１０２４０－２９－２００１双葉郡葛尾村大字落合字西ノ内４４－１９７９－１６０２葛 尾 支 店

１０２４０－２２－３１３１双葉郡富岡町下郡山字真壁３００９７９－１１３２富 岡 支 店

０２４７－７３－８４８１田村市船引町笹山字立石１９６３－４３２１
大 熊 支 店

（たむらサポートセンター）

０２４６－２２－８８８３いわき市平谷川瀬３－１９－１０９７０－８０３６
双 葉 支 店

（いわきサポートセンター）

０２４－５５４－３１０５福島市飯坂町平野字三枚長１－１９６０－０２３１
津 島 支 店

（福島サポートセンター）

［ふたば地区］


